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はじめに  

2020 年から本格運用開始されているパリ協定（ 2016 年 11 月発効） 1 )では、世界共通

の長期目標として、世界の平均気温上昇を産業革命以前と比較し、 2℃より十分に低く

保つとともに、 1.5℃に抑えることを努力することとしている。また、できる限り早く

世界の温室効果ガス（GHG; Greenhouse Gas）の排出をピークアウトし、今世紀後半に

は、GHG 排出量と吸収量のバランスを取ることも明記されている。  

我が国においても、2019 年 6 月 11 日に「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦

略」 2 )が閣議決定され、最終到達点として「脱炭素社会」を掲げ、 2050 年までの GHG 

80％削減に向けて大胆に施策に取組むことが示された。さらに、2020 年 1 月 21 日には

「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」および「統合イノベーション戦略 2019」
3 )に基づき、我が国が強みを有するエネルギー・環境分野において革新的なイノベーシ

ョンを創出し、社会実装可能なコストを実現、これを世界に広めていくために、「革新

的環境イノベーション戦略」 4 )を策定している。  

加えて、2020 年 10 月 26 日、菅内閣総理大臣の所信表明演説 5 )（第 203 回臨時国会）

において「 2050 年カーボンニュートラル」を目指すことが宣言された。本宣言の中で、

温暖化への対応は経済成長の制約ではなく、積極的に温暖化対策を行うことが、産業構

造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要であ

ると述べられている。また、菅内閣総理大臣の所信表明演説を受け、梶山経済産業大臣

は、カーボンニュートラルへの挑戦は日本の新たな成長戦略であり、あらゆるリソース

を最大限投入し、経済と環境の好循環を生み出していくと言及 6 )した。このような状況

から、現在、2050 年カーボンニュートラルに向けた動きが加速しており、2020 年 12 月

25 日には、「経済と環境の好循環」を作っていく産業政策として、「 2050 年カーボンニ

ュートラルに伴うグリーン成長戦略」7 )が策定された。同成長戦略において、2050 年カ

ーボンニュートラルに向けては、温室効果ガス排出の 8 割以上を占めるエネルギー分

野の取組が特に重要とされている。  

 

図 1 （ 参 考 ） カーボンニュートラルへの転 換 イメージ 7 )  
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図 1 は「 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」に示されている「（参

考）カーボンニュートラルへの転換イメージ」である。この図のとおり、 2050 年カー

ボンニュートラルを目指す場合、 2050 年の電力需要は、産業・運輸・家庭部門の電化

によって、現状の 30～ 50％増加するとの試算がある 7 )。この時、最終エネルギーは、

原則、電気か水素（または、バイオエネルギーおよび太陽熱等の直接熱利用）の利用と

する必要がある。ただし、CO2 フリー水素と回収 CO2 による合成燃料（合成メタンや合

成液体燃料）の利用は可能である。これは、水素の利用形態の一つであり、水素をその

まま利用する場合よりも輸送や貯蔵が容易になるとともに、都市ガスやガソリン等の

既存の供給インフラや既存の機器をそのまま活用できる利点がある。  

また、電気、水素製造においては、脱炭素化が必要となる。一次エネルギーとしては、

再生可能エネルギー、原子力、CCS（Carbon d ioxide Capture and Storage：二酸化炭素分

離回収・貯留）付き化石燃料での構成となっている。  

なお、完全に化石燃料を使わないことは現実的ではないため、カーボンニュートラル

においても、ある程度の CO2 排出は許容し、許容した CO2 を吸収するために植林、

BECCS（Bio-energy with Carbon capture and s torage：バイオエネルギーCCS）、DACCS

（Direct  Air  Capture  with Carbon Storage：直接大気回収・貯留）等の負の排出技術（NETs；

Negative Emissions Technologies）を活用することが必要となる。  

このように、CCS は脱炭素化電源、CO2 フリー水素製造、さらには BECCS、DACCS

等の負の排出技術としても重要な役割を果たすことが期待されている。  

一方で、温暖化対策としての CCS は収益メカニズムが構築されていない等の理由に

より、民間事業者は事業の見通しを立てることができない。また、地下の不確実性に伴

う事業リスク等、導入に向けての課題がある。温暖化対策としての CCS が広範に普及

するためには、これらの課題を整理した上で適切な事業環境（制度設計・インセンティ

ブ施策等）の整備が必要である。  

本調査事業では、海外 CCS プロジェクト事例等を参考に CCS の導入障壁を調査する

とともに、温暖化対策としての CCS 導入のための事業環境整備（案）について、整理

を行った。各章の概要は以下のとおりである。  

第 1 章では、CCS 事業化に向けた制度設計の枠組みや事業環境整備の検討のため、

海外の CCS プロジェクト事例を調査し、操業中のプロジェクトの特徴を整理するとと

もに、中止事例を参考に CCS の導入障壁の整理を行った。プロジェクト中止事例の調

査から CCS の導入障壁としては、①政策の不透明性、②法制度、③将来的な事業収益

（事業見通し）、④資金調達、⑤社会受容性、⑥貯留性能、に係る不確実性がプロジェク

トの実施の可否に影響していることが考えられる。また、現在、操業中の CCS プロジ

ェクトの多くは、これらの不確実性が相対的に低いことが実施につながった要因にな

っていると考えられる。  

第 2 章では、CCS 制度の枠組みについて、米国・英国の CCUS 関連政策を調査整理

した。調査時（ 2020 年 12 月）において、米国における CCUS の普及政策は、エネルギ

ーあるいは安全保障政策に立脚したものであり、一方、英国の政策は、経済成長や雇用

確保を念頭に置きつつ、温暖化に関する目標達成を念頭においたものである。  
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また、CCS 制度の枠組みを検討する上で CCS 実施体制が重要な要素となることから、

海外事例として、ノルウェーの Longship プロジェクトを調査整理した。 Longship プロ

ジェクトの実施体制は、分離回収（ 2 ヶ所（各々 1 社））と輸送・貯留（ 3 社の共同事業）

である。輸送・貯留については、将来的に他国からの CO2 を受入れることで、操業費

用を賄うことを想定している。  

なお、CO2 は廃棄物・大気汚染物質ではないものの、公平なコスト負担のあり方、官

民の役割分担の参考情報として、国内での廃棄物処理実施体制についても概要を整理

した。これらの結果および 1 章（ 1.3.節）での CCS プロジェクト導入障壁から CCS 導

入に必要な枠組みとして、①CCS 事業の見通し、②CCS の意義・許認可、③CCS 事業

の前提、を抽出し、それぞれに関する事業環境整備（案）を整理した。  

第 3 章では、本調査事業で設置した検討会の開催状況を整理している。学識経験者、

産業界、関係機関等からの有識者 12 名を委員として、計 6 回（内、書面開催 1 回）の

検討会を開催し、CCS 事業化に向けた制度設計及び事業環境整備のあり方に関する議

論を行った。  

第 4 章では、検討会での議論を補足する目的で、CCS 事業環境整備のあり方に関し、

各委員へのアンケート調査を行った結果を整理している。CCS 事業展開に関連する法

整備、官民の役割分担、インセンティブ施策等に関して、広く意見を募集した。  

さらに、別添資料として、CCS の経済波及効果分析と負の影響評価を行った。CCS 導

入モデルとしては、4 つのケースを想定した（RITE にて任意に設定）。本調査事業では、

海外文献や NEDO 調査事業等で公開済みのコストデータが比較的豊富な石炭火力発電

所を排出源とする CCS モデルを想定したが、実際には CCS は様々な産業部門に適用で

きる CO2 排出削減技術であるため、他の産業部門からの回収コストについても今後は

調査を広げる必要がある。  

また、経済波及効果分析と製品コスト等の上昇による負の影響においては、上述のと

おり、排出源と貯留地点が 1 対 1 である 4 つのケースのプロジェクトを導入した場合

を想定し、CCS 実施に伴って誘発される生産額や雇用者数などを評価、比較した（詳細

は別添資料参照）。さらに、経済波及効果だけではなく CCS 実施に伴う電気代上昇及び

2050 年日本 80%削減の下でのエネルギー消費コスト増加による製品コスト増加による

負の影響についても評価を行った。  

なお、本調査事業におけるこれらの分析は一例に過ぎないため、今後は他の排出源お

よび CCS 導入規模の増大等の場合における経済波及効果分析及び負の影響評価も必要

になると考えられる。  
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第 1 章  海外 CCS プロジェクト事例  

1.1. 海外 CCS プロジェクト動向  

CCS は、CO 2 の排出削減対策として、火力発電や製鉄、セメント製造等の CO 2 発生

源から CO2 を回収し、それを輸送し、地中に恒久的に貯留する一連のプロセスである。  

パリ協定発効後の 2018 年に国連の気候変動に関する政府間パネル（ IPCC）により発

表された「 1.5℃特別報告書」では、気温上昇を 2℃よりも 1.5℃に抑える方が、温暖化

による様々なリスクを低減させ、人類に便益をもたらすとされている 1 )。この報告書で

は、気温上昇を 1.5℃以下に抑えるためには、21 世紀の中頃までに世界全体の CO2 の排

出を正味ゼロ（以降、ネットゼロと表記）にする必要があるとし、そのための 4 種類の

排出シナリオを提示している。そのうち、 3 つのシナリオで CCS は排出削減手段とし

て不可欠なものとなっている（図 1.1. -1）。  

 

図 1.1 .-1 IPCC「 1 .5℃特 別 報 告 書 」 における目 標 達 成 のための削 減 経 路  

（ GLOBAL STATUS OF  CCS 2020（ GCCSI） 2 )/ IPCC「 1 .5℃特 別 報 告 書 」 の概 要 （ 環 境 省 ） 3 )を RITE にて統 合 ）  

 

Global  CCS Inst i tu te（ GCCSI）のデータベースによると 2020 年 12 月末現在、世界全

体で運用中の商用 CCS プロジェクトは 26 件存在し、年間約 4,000 万トンの CO 2 を回

収・貯留するポテンシャルを有している 2 )。CO2 の発生源は、天然ガス精製、肥料製造、

化学製品製造、水素製造、発電、鉄鋼、セメント製造等、様々である（図 1.1. -2）。  

この運用中 26 件のプロジェクトからから Qatar LNG CCS が除かれた 25 件に建設段

階のプロジェクト 3 件を加えた商用 CCS プロジェクト 28 件について、貯留先、回収コ

スト、実施体制等で整理した表を示す（表 1.1. -1）。  
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図 1.1 .-2 世 界 の CCS 商 用 プロジェクト 2 )  

 

表 1.1 .-1 運 転 中 および建 設 段 階 の商 用 CCS プロジェクト 

 

表 中 の（ ） 内 の数 値 は建 設 中 のプロジェクト件 数 を示 す。 

（ 出 典 ： GLOBAL STATUS OF CCS 2020（ GCCSI） 2 )を基 に RITE にて作 成 ）  
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また、表 1.1. -1 に示した 28 件の商用 CCS プロジェクトについて、EOR（Enhanced Oil 

Recovery：石油増進回収技術）の有無および分離・回収コストによって整理した結果、

世界の商用 CCS プロジェクトは、EOR による収益確保および追加の投資コストが低い

組合せのケースから導入が進んでいることがわかる（図 1.1 .-3）。  

 

 

図 1.1 .-3 運 転 中 および建 設 段 階 の商 用 CCS プロジェクトの整 理  

（ GLOBAL STATUS OF  CCS 2020（ GCCSI） 2 )/  

2050 年 カーボンニュートラルの実 現 に向 けた検 討 （ 経 済 産 業 省 ） 4 ) を基 に RITE にて作 成 ）  

 

なお、近年の CCS プロジェクト特徴は、米国におけるプロジェクト数の伸長が挙げ

られる。これは、 2018 年に改定された CO2 回収・利用・貯留事業に対する税額控除措

置（セクション 45Q）が誘発要因と考えられる。また、新規案件の中に、複数の排出源

に対して、輸送あるいは貯留を共有することで、全体コスト低減を目指すとともに事業

リスクの低減を図る CCUS ネットワークプロジェクトの数が増加してきている。  

 

表 1.1 .-2 米 国 における建 設 中 ・ 計 画 段 階 の CCS プロジェクト 

 

（ GLOBAL STATUS OF  CCS 2020（ GCCSI） 2 )/GCCSI ホームページ 5 )を基 に RITE にて作 成 ）  
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図 1.1. -4 は、2010 年以来の世界の CCS 商用プロジェクトにおける CO2 の回収・貯留

可能量の推移を示している。各プロジェクトの CO2 の回収・貯留可能量の合計をみる

と、 2011 年をピークに 2017 年に向け漸減し、 2018 年以降増加に転じている。 2018 年

以降における CCS の新規商用プロジェクトの増加は、パリ協定により削減目標が明確

化され、さらに、そのために将来的な GHG 排出のネットゼロが条件となることが各国

政府、民間企業、一般社会で認識され、ネットゼロ達成のための技術的手段として CCS

の重要性が浸透してきたことが一因と考えられる。  

 

 

図 1.1 .-4 CCS 商 用 プロジェクト数 の CO 2 回 収 ・ 貯 留 ポテンシャルの推 移 2 )  

 

また、GCCSI のデータ 5 )によると 2020 年 12 月時点での、建設中、開発初期、開発

後期にある CCS プロジェクトの CO2 回収・貯留可能量について、最も多い国は米国で

約 7,000 万トン（ 22 件）、その後は順に、英国（約 2,900 万トン（ 8 件））、オランダ（約

700 万トン（ 2 件））、豪州（約 200 万トン（ 2 件））、中国（約 180 万トン（ 2 件）と続

く。  

なお、国連が掲げる持続可能な開発目標（ SDGs;  Sustainable  Development Goals）を達

成するための国際エネルギー機関（ IEA; Internat ional  Energy Agency）のシナリオ（ SDS; 

Susta inable  Development  Scenario（ SDS シナリオ））  では、2020 年時点の運用中の CCS

による CO2 の回収・貯留量約年間 4,000 万トンに対して、2050 年時点では年間約 56 億

トンが必要になる（今後、約 30 年間で現時点の 140 倍程度まで拡大する必要がある）

6 )。図 1.1. -5 は、SDS シナリオにおける 2070 年までの各部門おける CO2 排出削減の CCS

への寄与率を示すが、各部門で 16%～ 90%と CO2 削減に占める CCS の割合の大きさが

わかる。  
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図 1.1 .-5 IEA SDS シナリオでの 2070 年 までの各 部 門 の CO 2 削 減 に対 する CCS の寄 与 率 2 )  

 

 

1.2. 海外 CCS プロジェクト事例にみる普及障壁  

1.1.節  図 1.1. -4 に示されているとおり 2010 年時点で運用・建設・計画されていた

CCS プロジェクトの CO2 回収・貯留可能量は約 1 億 4,000 万トンである。しかし、2020

年時点における運用中の CCS プロジェクトの CO 2 回収・貯留可能量は約 4,000 万トン

と 1/3 程度に留まっている。この間、CCS プロジェクトは、様々な理由により見直しも

しくは中止に至っている。これらの理由を整理し、CCS 導入に必要と考えられる枠組

みを検討するため、過去に計画された CCS プロジェクト事例を調査した。  

CCS プロジェクト事例に関する情報収集は、主に米国エネルギー省（DOE; Depar tment 

of  Energy）の国立エネルギー技術研究所（NETL; National  Energy  Technology Laboratory）

の CCS プロジェクトに関連したデータベース 7 )と、マサチューセッツ工科大学（ MIT; 

Massachuset ts  Inst i tute  of Technology）のデータベース 8 )を基に実施した。データベース

はそれぞれ、2018 年と 2016 年までのプロジェクトの情報が集約されたものである。こ

れらのデータベースを基に、中断あるいは中止した CCS プロジェクトについて、プロ

ジェクト名、排出源、国、決定年および中止理由を整理した（表 1.2. -1）。中止理由に

ついては、将来的な収益等が見通せない（事業見通し難）、資金不足、計画遅延、政策

の不透明性、景気悪化等の経済社会環境の変化、採用した技術の成熟度不足、法規制に

よる制限、反対運動等の社会的受容性、貯留の不確実性、等に分類される。その中で、

資金不足および事業見通し難によるプロジェクトの中止が約半分を占めている。  
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表 1.2 .-1 各 国 の CCS プロジェクト中 止 事 例 7 ) 8 )  

 地 域  プロジェクト名  排 出 源  中 止  概 要  主 な中 止 理 由  

1 米 国  Amer ican E lec tr ic  

Power -  

Mounta ineer  

石 炭 火 力  2011 超 過 コストの電 気 料 金 への転 嫁 許

可 の 不 透 明 性 、 景 気 悪 化 、 温 暖

化 政 策 の不 透 明 性  

事 業 見 通 し難  

2 米 国  Sweeny 

Polygenera t ion 

with CO2  Capture  

石 炭 火 力  

(IGCC) 

2012 国 内 の温 暖 化 政 策 の不 透 明 性 か

ら DOE 資 金 支 援 の第 2 フェーズを

辞 退  

政 策 の不 透 明 性  

3 米 国  Taylorv i l le  

Energy Center  

石 炭 火 力  

(IGCC) 

2013 経 済 性 が 見 通 せ ない ため に 事 業 ポ

ー ト フ ォ リ オか ら除 外 （ 再 エネ 、 ガ ス

火 力 優 先 ）  

事 業 見 通 し難  

4 米 国  Trai lb lazer  

Energy Center  

石 炭 火 力  

(IGCC) 

2013 経 済 性 が 見 通 せ ない ため に 事 業 ポ

ー ト フ ォ リ オか ら除 外 （ 再 エネ 、 ガ ス

火 力 優 先 ）  

事 業 見 通 し難  

5 米 国  Leucadia Energy 

Capture Project  -  

Loui s iana 

合 成 ガス

製 造  

2014 州 議 会 は州 財 務 局 がプロジェクトか

らの 合 成 ガ スを購 入 する こ とを正 当

化 す る 法 律 を 可 決 。 そ の 後 、 州 最

高 裁 が購 入 契 約 を取 り消 す判 決 を

出 したため事 業 見 通 しが悪 化  

事 業 見 通 し難  

6 米 国  FutureGen 2 .0  石 炭 火 力  

(酸 素 燃

焼 追 設 ) 

2016 2009 年 に決 定 した復 興 ・ 再 投 資

法 による 10 億 ドルの資 金 援 助 の執

行 期 間 が 2015 年 に超 過 し失 効  

資 金 不 足  

7 米 国  Hydrogen Energy 

Cal i fo rn ia Projec t  

水 素 製 造  2016 EOR 事 業 者 との回 収 CO2 の取 引

契 約 の遅 延  

政 府 資 金 援 助 の 執 行 遅 延 に よ る

援 助 金 の減 額  

計 画 遅 延  

資 金 不 足  

8 米 国  Kemper County 

IGCC Project  

石 炭 火 力  

(IGCC) 

2017 計 画 遅 延 によるプロジェクトコスト増

加 と電 気 料 金 への転 嫁 不 可  

計 画 遅 延  

事 業 見 通 し難  

9 カナダ P ioneer Pro jec t  石 炭 火 力  2012 CO 2 販 売 価 格 等 、事 業 の見 通 し

難  

事 業 見 通 し難  

10 カナダ Swan H i l ls  In-

S itu Coal  

Gasi f i ca t ion/Sag i

tawah Power 

Projec t  

合 成 ガス

生 成  

2013 天 然 ガス価 格 の下 落  事 業 見 通 し難  

11 カナダ Bow C ity  Power 

Projec t  

石 炭 火 力  2011 以

降  

景 気 ／ 経 済 状 況 の見 通 し難  事 業 見 通 し難  

12 英 国  Scott i sh Power - 

Longannet CCS  

石 炭 火 力  2011 事 業 性 の見 通 し難  

政 府 からの支 援 不 足 （ 政 府 支 援

10 億 ポンドに対 し 15 億 ポンドが必

要 と試 算 ）  

事 業 見 通 し難  

資 金 不 足  

13 英 国  Hunters ton 

Sta t ion CCS 

石 炭 火 力  2012 景 気 後 退  

資 金 調 達 の見 通 し難  

社 会 経 済 環 境 変 化  

資 金 不 足  

14 英 国  Coasta l  Energy 

IGCC Project  

(Teess ide)  

石 炭 火 力

(IGCC) 

2013 政 府 支 援 プログラム不 採 択  資 金 不 足  

15 英 国  E.ON Ruhrgas 

Ki l l i ngholme 

IGCC 

石 炭 火 力

(IGCC) 

2015 IGCC から天 然 ガスコンバインドへの

変 更  

欧 州 資 金 公 募 の不 採 択  

 

技 術 成 熟 度  

資 金 不 足  
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 地 域  プロジェクト名  排 出 源  中 止  概 要  主 な中 止 理 由  

16 英 国  White  Rose  石 炭 火 力

酸 素 燃 焼  

2015 英 国 政 府 の 10 億 ポンド CCS 商

用 プログラムの中 止  

資 金 不 足  

政 策 の不 透 明 性  

17 英 国  Peterhead  ガス火 力 レ

トロフィット 

2015 英 国 政 府 の 10 億 ポンド CCS 商

用 プログラムの中 止  

資 金 不 足  

政 策 の不 透 明 性  

18 ｵﾗﾝﾀﾞ RWE CCS 

Eemshaven 

石 炭 火 力  2009 以

降  

政 府 支 援 の打 ち切 り 資 金 不 足  

19 ｵﾗﾝﾀﾞ Pern is  Ref inery 

Projec t  

水 素 製 造  2010 貯 留 に対 する住 民 反 対 運 動  

政 府 に対 する地 域 住 民 の不 満  

社 会 受 容 性  

20 ｵﾗﾝﾀﾞ Nuon Magnum 

IGCC P lant  w ith 

Capture Opt ion 

石 炭 火 力

(IGCC) 

2011 Nuon 社 の 石 炭 ガ ス 化 技 術 採 用

延 期  

環 境 団 体 の反 対  

技 術 成 熟 度  

社 会 受 容 性  

21 ｵﾗﾝﾀﾞ Rot terdam ROAD 

projec t  

石 炭 火 力  2017 政 府 による石 炭 火 力 への⾧ 期 的 な

コミットがなされなかったため、事 業 者

がプロジェクトの中 止 を決 定  

政 策 の不 透 明 性  

22 ﾄﾞｲﾂ Vattenfa l l  

Janschwalde 

石 炭 火 力  2011 住 民 ・ 環 境 団 体 等 の反 対  

CO 2 貯 留 に係 る法 整 備  

社 会 受 容 性  

法 規 制  

23 ﾄﾞｲﾂ RWE IGCC P lant 

with CO2  Storage  

石 炭 火 力  

(IGCC) 

2015 CO 2 貯 留 に係 る法 整 備  法 規 制  

24 ﾉﾙｳｪｰ Hal ten CO 2  

Pro jec t 

(Draugen-

Heidrun)  

石 炭 火 力  2007 FS の結 果 による EOR 収 益 性 の見

通 し難  

事 業 見 通 し難  

25 ﾃ ﾞ ﾝ ﾏ ｰ

ｸ  

Aalborg -  

Northern Jut land 

Power Stat ion 

Projec t  

石 炭 火 力  

既 設 微 粉

炭  

2009 景 気 悪 化  

貯 留 予 定 地 近 隣 住 民 の反 対  

CO 2 漏 洩 の不 安  

社 会 経 済 環 境 変 化  

社 会 受 容 性  

26 ﾎ ﾟ ｰ ﾗ ﾝ

ﾄﾞ 

Be lchatow CCS 

Projec t  

石 炭 火 力  2013 資 金 調 達 難  資 金 不 足  

27 ﾌ ｨ ﾝ ﾗ ﾝ

ﾄﾞ 

FINNCAP - Mer i  

Por i  CCS Pro jec t  

石 炭 火 力

(IGCC) 

2010 経 営 戦 略 変 更 （ プ ロ ジ ェ ク ト に 関

する技 術 的 および財 政 的 リスクが決

定 に影 響 ）  

技 術 成 熟 度  

資 金 不 足  

28 イタリア Porto  Tol l e  石 炭 火 力  2011 イタリア国 務 院 による環 境 省 プロジェ

クト 実 施 許 可 の 取 消 （ 環 境 団 体

の 石 炭 火 力 発 電 に 対 す る 反 対 が

判 断 の背 景 ）  

社 会 的 受 容 性  

29 ﾌﾗﾝｽ ULCOS F lorange  製 鉄  2012 欧 州 財 政 支 援 （ NER300 ） 不

採 択  

資 金 不 足  

30 豪 州  ZeroGen Projec t  石 炭 火 力

(IGCC) 

2011 期 待 した圧 入 性 能 が得 られないこと

（ 貯 留 の 不 確 実 性 ） に よ る 貯 留

コストの上 昇  

貯 留 の不 確 実 性  

事 業 見 通 し難  

31 豪 州  Kwinana Projec t  石 炭 火 力

(IGCC) 

2011 貯 留 可 能 量 の不 足  貯 留 の不 確 実 性  

32 UAE Hydrogen Power 

Abu Dhab i  

Projec t  

水 素 発 電  2011 プロジェクト優 先 度 の低 下  社 会 経 済 環 境 変 化  
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図 1.2 .-1 調 査 した 32 件 のプロジェクトの主 な中 止 理 由  

 

ドイツの中止理由にある法規制について補足する。 2008 年頃、ドイツでは、大手電

力会社・エネルギー会社より提案されていた 2 件の石炭火力の CCS プロジェクト計画

に対して、CO2 貯留の候補地域で住民による反対運動が起こった。この反対運動は、国

政に大きな影響を与え、連邦議会の CCS に対する支持を後退させる結果となった。こ

れらの要因により、EU の CCS 指令のドイツ国内への法制化が大幅に遅れ、より厳しく

規制された条件での国内法制化となった 9 )。さらに資金支援は研究活動に限定された

内容であったため、当時、欧州で最も進展していた CCS 実証プロジェクトの一つであ

った Vattenfa ll の Jänschwalde プロジェクトを含む 2 件は中止となった（表 1.2. -1）。  

以降に今回調査した CCS プロジェクト事例のうち 3 つの中止事例について、プロジ

ェクトの概要、経緯、要因等をより詳細に整理した。また現在、休止中の Petra Nova 

CCUS プロジェクトについても概要を整理した。  

 

①  Kemper County  IGCC プロジェクト  

米国の大手公益企業 Southern Company 社の子会社である Mississ ippi  Power 社が運

営する石炭ガス化複合発電（ IGCC）プラントにおける CCS プロジェクトであり、年間

300 万トン程度の CO 2 を回収し、パイプライン輸送後に EOR に利用される予定であっ

た（表 1.2 .-2）。2010 年に 2014 年の運用を目指して建設が開始され、総プロジェクトコ

ストは 22 億米ドルを予定し、DOE から 3 億米ドルを超える資金支援も行われた。ま

た、 1.3 億米ドルの税額控除申請も採択されたが、運用開始が予定の 2014 年以降にず

れ込むことになったために取り消しとなった。運用開始遅延の理由は、プラント配管等

の設計見直しによるもので、そのため最終的な総プロジェクトコストは 70 億米ドルを

超える見通しとなった。一方で、ミシシッピ公共事業委員会は、プロジェクトコストの

電気料金への転嫁上限を 22 億米ドルに設定したために、 IGCC と CCS による発電事業

の見通しが困難となった。最終的に 2017 年に発電プラントのうち、 IGCC の開発は中

止され、天然ガス複合発電（NGCC）による 58MW の発電のみが継続されることとなっ

た 8 ) 1 0 )。  
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表 1.2 .-2 Kemper  County IGCC プロジェクトの概 要  

プロジェクト概 要  

運 営  Mississipp i Power 

サイト 米 国 ミシシッピ州  

排 出 源  石 炭 火 力 発 電 (IGCC) : 534MW 

回 収 方 式  燃 焼 前 回 収 (TRIG™※)  

回 収 量  300 万 トン/年  

輸 送  パイプライン 

貯 留  EOR 

副 産 物  硫 酸 、アンモニア 

※Transpor t  In tegrated Gas i f i ca t ion（ 低 品 位 炭 向 けに設 計 された石 炭 ガス化 法 ） 1 1 )  

 

②  Pernis Refinery プロジェクト  

Shel l が運用するプロジェクトで、オランダ政府が約 4,000 万米ドルの資金支援を計

画していた。石油精製プラントの水素製造で発生する年間 40 万トンの CO 2 を陸域枯渇

ガス田に貯留する計画であった（表 1.2. -3）。2008 年に貯留サイトである Barendrecht で

開催されたプロジェクトに関する住民説明会では、住民側から安全性や技術に関する

質問が出されたが、 Shel l 側からはそれらに対する明確な回答がなされなかったため、

地元政治家がプロジェクト反対を表明した。その後、政府の資金支援の決定、環境影響

評価の承認、と必要なプロセスが進行したが、一方で住民側の反対は継続した。最終的

に、2010 年 11 月に政府は地域の反対を理由にプロジェクト中止を発表した。地域住民

の反対を招いた理由としては、プロジェクト初期段階における住民関与の欠如、地域ベ

ネフィットの不足、温暖化問題等の CCS の背景情報の提供不足、情報の信頼性欠如、

等とされている 8 )  1 2 )。  

表 1.2 .-3 Pern is  Ref inery プロジェクトの概 要  

プロジェクト概 要  

運 営  Shel l  

サイト オランダロッテルダム Barendrecht  

排 出 源  製 油 所 水 素 製 造  

回 収 量  40 万 トン /年  

輸 送  パイプライン 

貯 留  陸 域 枯 渇 ガス田  

 

③  ZeroGen IGCC プロジェクト  

2003 年に豪州クイーンズランド州が運営する発電事業者 Stanwel l 社によって立ち上

げられたプロジェクトで、当初は机上検討による低 CO2 排出発電技術の調査結果をも

とに、CO2 回収付き IGCC のパイロットプロジェクトとして始まった。 Stanwel l 社は、

2006 年に子会社としてプロジェクトを運営する ZeroGen 社を立ち上げ、2007 年にパイ

ロットスケールによる IGCC・CCS のフィージビリティ・スタディ（ FS）の実施におけ

る資金支援について州政府と合意した。 FS の対象は、パイロットスケール IGCC 発電

プラント、関連インフラ、貯留サイトの探査および評価であった（表 1.2.-4）。  
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一方、 2008 年には三菱重工㈱から 53 万 kW の商用規模 IGCC・ CCS の提案を受け、

パイロットスケールを経由せずにフルスケールを実施する計画に変更され、運用開始

を 2015 年とした。しかし、 2010 年に行ったフルスケールを対象としたプレ FS の結果

を受けて、プロジェクトの中止が決定された。プロジェクトの中止要因は、貯留地候補

の貯留ポテンシャル不足、代替貯留候補地の探査および評価実施の資金不足および借

地権取得の不確実性、建設および運用コストの高騰、プロジェクトの計画変更、等とさ

れる 1 3 )。  

表 1.2 .-4 ZeroGen プロジェクトの概 要  

プロジェクト概 要  

運 営  ZeroGen（ Ql 州 運 営 ）  

サイト 豪 州 クイーンズランド州  

排 出 源  石 炭 火 力 発 電 （ IGCC）  

回 収 量  6,000~8,000 万 トン /30 年  

輸 送  パイプライン 

貯 留  帯 水 層  

 

④  Petra Nova CCUS プロジェクト  

NRG Energy 社と JX 日鉱日石開発㈱の折半出資によって設立された Petra Nova Parish 

Holdings がテキサス州で運営するプロジェクトで、既設 65 万 kW の石炭火力発電プラ

ントの一部燃焼排ガス（ 24 万 kW 相当分）から、三菱重工  ㈱と関西電力㈱が開発した

化学吸収液 KS-1 を用いた燃焼後回収システム（KM-CDR プロセス）により、年間約 160

万トンの CO 2 が回収される。回収された CO2 は約 130km 長のパイプラインにより輸送

され EOR に利用される。このプロジェクトには、DOE から約 2 億米ドルの資金支援が

行われており、また、日本からは国際協力銀行やみずほ銀行も融資を行っている。2017

年の運用開始以来、合計で 380 万トンの CO2 が回収されたが、世界的な新型コロナウ

イルスパンデミックの影響により原油価格が下落したため EOR の採算が不透明となり

2020 年 5 月に CO 2 の回収を中断している。経済状況の好転に合わせて運転を再開する

予定見込み 8 ) 1 4 ) 1 5 )。  

表 1.2 .-4 Petra  Nova CCUS プロジェクトの概 要  

プロジェクト概 要  

運 営  Pet ra  Nova Par ish Hold ings  

サイト 米 国 テキサス州  

排 出 源  石 炭 火 力 発 電 : 650MW  

回 収 方 式  燃 焼 後 回 収 （ MHI: KM-CDR）  

輸 送  パイプライン 

貯 留  EOR  

運 用 開 始  2017 年 1 月  

運 用 中 断  2020 年 5 月  
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1.3. CCS プロジェクト導入障壁の考察  

1.2.1 節の CCS プロジェクト事例の調査結果から、主に以下の項目に係る不確実性が

CCS 実施の障壁として挙げられる。  

①  政策の不透明性  

CCS はリードタイムおよび運用期間が長いために、実施判断においては公的支援や規制動

向の長期的な見通しがなければ CCS の導入は困難である。温暖化あるいは CCS に係る国

の政策の長期的な視点と一貫性が必要となる。  

 

②  法制度  

CCS は、回収、輸送、貯留と関連する要素が広く、それぞれに対応すべき法規的な事項も

多岐にわたる。CCS に係る法制度が未整備のままだと、土地利用の権利や法的責任等が不

明確となり、回収、輸送、貯留それぞれの事業者は CCS 導入の見通しが困難となる。また、

住民理解（社会受容性）が進まない可能性もある。  

 

③ 事業収益（事業見通し）  

CCS を導入することによって生じる追加コストを考慮した上でも、将来的な収益を

確保できる事業見通しが立たなければ、CCS の導入は困難である。そのため、運用に対

する公的支援のスキーム等の構築が必要となる。  

 

④  資金調達  

CCS は投資規模が大きく、運用期間も長期となる。特に、温暖化対策のための CCS

はビジネスモデル（投資回収の仕組み）が確立されておらず、投資回収できないリスク

があるため資金調達が困難となる。  

 

⑤  社会受容性  

CCS に対し、国民が温暖化対策のための合理的な技術としての認知が低いままであ

れば、CCS プロジェクトへの補助金等の公的資金あるいは社会実装そのものに否定的

になる可能性がある。  

 

⑥  貯留性能  

貯留可能量や貯留の安全性等に係る貯留性能が、CCS プロジェクト実施判断の前提

となる。  

 

前述の CCS 導入障壁を考慮した上で、現在、運用中の Boundary Dam プロジェクト

において、それぞれの導入障壁に対し、どのような状況であるか整理する。  

カ ナ ダ の サ ス カ チ ュ ワ ン 州 で カ ナ ダ 政 府 100% 資 本 の SaskPower 社 が 所 有 す る

Boundary Dam 石炭火力発電所 3 号機で実施されている Boundary Dam プロジェクトは、

出力 11 万 kW の燃焼排ガスから年間約 100 万トンの CO2 を回収し、 60km 長のパイプ
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ライン輸送を経由して EOR に利用される世界で初めての商用石炭火力発電所における

CCS プロジェクトである（表 1.3.-1）。  

CCS プロジェクトの導入障壁として 6 つの不確実性に対する Boundary Dam プロジ

ェクトの状況は次の通りである 1 6 ) 1 7 )。  

 

①  政策の不透明性  

  カナダ政府による補助金および CO2 排出規制の導入（ 2015 年発効）  

②  法制度  

  既存法（サスカチュワン州石油・ガス保全法）の改定による CO2 貯留の実施  

③  将来的な事業収益（事業見通し）  

  電力販売、CO2 の EOR 向け販売、および副産物である硫酸、石炭灰の売却に

よる利益補填  

④  資金調達  

  連邦政府より約 2 億 4,000 万カナダドルによる資金支援（全体の約 2 割）  

⑤  社会受容性  

  地域コミュニティによる支援  

⑥  貯留性能  

  EOR 向けと貯留プロジェクト向けのためいずれも地層に関する情報（知見）

が豊富  

表 1.3 .-1 Boundary  Dam プロジェクトの概 要  

プロジェクト概 要  

運 営  Sask Power  

サイト カナダサスカチュワン州  

排 出 源  石 炭 火 力 発 電 : 120MW  

回 収 方 式  燃 焼 後 回 収 （ Canso lv のアミン回 収 液 ）  

輸 送  パイプライン 

貯 留  EOR （ 一 部 、陸 域 帯 水 層 貯 留 ）  

運 用 開 始  2014 年 10 月  

 

1.4. 本章まとめ  

本章では、国内における CCS 事業化に向けた制度設計の枠組みや事業環境整備の検

討に資することを目的に、海外の CCS プロジェクト事例を調査し、中止となった事例

から、CCS を実施する際の CCS 導入障壁の整理を行った。  

プロジェクト中止事例の調査の結果、CCS の導入障壁としては、①政策の不透明性、

②法制度、③将来的な事業収益（事業見通し）、④資金調達、⑤社会受容性、⑥貯留性

能に係る不確実性が CCS プロジェクトの実施の可否に影響していると考えられる。  

特に民間主導で CCS を実施する場合には、これらの障壁への対応策が講じられてい

ることが必要となる。現在、運用中の CCS プロジェクトは、これらの障壁が相対的に

低いことが、成功要因になっていると考えられる。  

  



 

 - 17 -

参考文献（第 1 章に関するもの）  

1) IPCC, Global Warming of 1.5°C an IPCC special report on the impacts of global warming of 1.5°C above

 pre-industrial levels and related global greenhouse gas emission pathways, in the context of strengthening 

the global response to the threat of climate change, sustainable development, and efforts to eradicate povert

y, 2018. 

2) GCCSI, Global Status of CCS 2020, 2020. 

3) 環境省, IPCC「1.5℃特別報告書」の概要, http://www.env.go.jp/earth/ipcc/6th/ r6_sr1.5_overview_presentatio

n.pdf（アクセス日：2021 年 2 月） 

4) 経済産業省，2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた検討，https://www.enecho.meti.go.jp/committee/c

ouncil/basic_policy_subcommittee/035/035_004.pdf （アクセス日：2021 年 2 月） 

5) GCCSI ホームページ（CCS 施設），https://co2re.co/ （アクセス日：2020 年 12 月） 

6) IEA, World Energy Outlook 2018, 2018. 

7) NETL, CCS-database, https://netl.doe.gov/coal/carbon-storage/worldwide-ccs-database （アクセス日：2021 年 2

月） 

8) MIT, Carbon Capture and Sequestration Project Database, https://sequestration. mit.edu/tools/projects/index.ht

ml （アクセス日：2021 年 2 月） 

9) 世界の CCS の動向:2012 年（GCCSI），https://www.globalccsinstitute.com/archive/hub/publications/107176/glo

bal-status-ccs-2012-japanese.pdf （アクセス日：2021 年 1 月） 

10) Utility Dive, https://www.utilitydive.com/news/after-kemper-new-clean-coal-plants-face-long-odds/446288/（ア

クセス日：2021 年 2 月） 

11) 世界の CCS の動向:2014 年（GCCSI），https://www.globalccsinstitute.com/archive/hub/publications/138363/glo

bal-status-ccs-february-2014-jp.pdf （アクセス日：2021 年 1 月） 

12) 下田 他，CCS の普及障壁に係る不確実性の事例調査，電力中央研究所報告 V10012, 2011. 

13) A. J. Garnett et. al, ZeroGen IGCC with CCS –A case history-, 2014. 

14) NRG Web Page, https://www.nrg.com/case-studies/petra-nova.html （アクセス日：2021 年 2 月） 

15) Reuter , https://jp.reuters.com/article/us-usa-energy-carbon-capture-idINKCN2523K8 （アクセス日：2021 年 2

月） 

16) Z. Kapetaki and J. Scpwcroft, Overview of Carbon Captrue and Storage demonstration project business m

odels, GHGT-13, Energy Procedia, 2017. 

17) 電力中央研究所環境科学研究所コラムトレンドウォッチ, https://criepi.denken.or.jp/jp/env/research/eetw/201

707.html （アクセス日：2021 年 2 月） 

18) Reuter , https://jp.reuters.com/article/us-usa-energy-carbon-capture-idINKCN2523K8 （アクセス日：2021年2月） 

19) ZeroCO2, http://www.zeroco2.no/projects/nordjylland-power-station （アクセス日：2021 年 2 月） 

 



 

 - 18 -

第 2 章  CCS 制度の枠組み  

2.1. 米国・英国の CCUS 関連政策  

パリ協定により世界的に CO2 削減目標が共有されたことにより、各国では、目標達

成における CCUS（Carbon dioxide Capture,  Uti l izat ion and Storage ：CO2 回収・利用・

貯留）の位置付けを明確にしつつ、普及に向けた様々な施策が動員されつつある。本章

では、CCUS の普及で先行する米国と、CCUS を温暖化対策の重要技術として早くから

位置付け、普及政策を実施する英国について、CCUS に関連した政策を整理する。政策

の枠組みとしては、以下に示す①〜④の項目別に整理する。  

①  間接的な CCUS 普及のための政策  

‒  温暖化政策を通した CO2 排出に関する規制等  

②  直接的な CCUS 普及のための政策  

‒  インセンティブ、義務化等  

③  CCUS プロジェクトの許認可のための政策  

‒  CCUS プロジェクトの探査許可、建設、運用、閉鎖等  

④  CCUS 技術進展のための政策  

‒  技術開発や実証プロジェクトへの財政的支援等  

 

なお、近年は、CCS とともに CCU も温暖化対策技術として注目されつつあり、政策

議論の中でも CCUS として言及されることが多いことから、本章では特段に CCS と

CCU を区別する理由がない限りは CCUS と記載する。  

 

米国での CCUS の普及は、CO2 を利用して石油生産性の向上を図る EOR の進展に付

随したものであり、温暖化政策よりもエネルギーあるいは安全保障政策に主導された

経緯がある。先に設定した政策枠組みに沿って、主な政策を表 2.1. -1 に示す。米国で

は、連邦レベルと州レベルの政策の両輪で普及促進が図られていることが特徴である。

以下に表に示された政策の詳細を述べる。  

 

表 2.1 .-1 米 国 における CCUS 関 連 政 策 の構 成  
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①  CCUS 普及のための間接的な政策  

米国においては、 2021 年 2 月時点では連邦レベルにおける CO 2 排出に係る規制は存

在しない。米国では、固定発生源や移動発生源からの大気汚染物質の排出を Clean Air  

Act（大気浄化法）によって規制し、環境保護庁（ EPA; Environmental  Protec tion Agency）

に環境大気質基準を設定する権限を付与している。  

2007 年に連邦最高裁判所は、EPA に対するマサチューセッツ州訴訟において、EPA

は温室効果ガス（GHG）が国民に悪影響がある場合、規制を行う義務があるとの判断を

示した。 2009 年に EPA は、GHG が国民に悪影響を与えるとの報告を行い、GHG が大

気汚染物質として認定され規制対象となり、それ以降、CO2 排出規制の法制化の議論が

続いた。 2015 年のオバマ大統領政権下で大気浄化法を改正し既存の火力発電所からの

CO2 排出を規制するクリーン・パワー・プランと、新設火力発電所に対する CO2 排出基

準である炭素汚染基準（CPS; Carbon Pol lut ion Standards）  が施行に至ったが、 2016 年

に連邦最高裁判所は、石炭産出州の政府、業界団体等の、クリーン・コール・プランの

制定が EPA の法的権限を逸脱した行為とする提訴に対し、訴訟が結審するまで執行を

停止する命令を下した。 2018 年には、EPA がトランプ大統領政権下において、既設石

炭火力に対する CO2 排出削減に関する新ルール（Affordable  Clean Energy  Rules）を提

案（クリーン・コール・プランよりも緩い規制）するに至っている 1 - 3 )。  

一方、CO2 排出制限に準ずる規制を導入する州も存在する。カリフォルニア州では、

2018 年に、同州内で使用される電力について、2030 年までに 60%を再生可能エネルギ

ーで、 2045 年までに 100%を再生可能エネルギーと CO2 を排出しないクリーンエネル

ギーで賄うよう、電気事業者に義務付ける法案（ SB 100）が成立した。ここでのクリー

ンエネルギーの候補は原子力や CCS 付き火力発電とされる 4 )。また、ミシガン州の RPS

（Renewable  Portfol io  Standards）制度では、電力全体の 10%の再生可能エネルギーと 1%

のクリーンエネルギー（効率向上、IGCC、85%回収率の CCS、等が候補）が設定されて

いる 5 )。  

 

②  CCUS 普及のための直接的な政策  

米国では、 2008 年に CCUS 事業に対する税額控除が、内国歳入法（ Internal  Revenue 

Code）のセクション 45Q に規定され発効した。2018 年には、この規定の改正により適

用範囲が拡大された。具体的な変更は、控除額の拡大、適用対象の年間貯留量下限を縮

小（規模の小さいプロジェクトへの適用拡大）、適用制限をトータル貯留量から運用開

始からの経過年数への変更である。この結果、より長期の支援が可能となった 6 )（表

2.1.-2）。  

表 2.1 .-2 45Q の改 定 前 後 の税 額 控 除 適 用 範 囲 6 )  
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一方、カリフォルニア州は、州域内の運輸用燃料群に起因する CO2 排出削減を目的

として低炭素燃料規則（ LCFS; Low Carbon Fuel  Standards）を制定し、燃料生産者に対

してガソリン、ディーゼル、およびそれらの代替燃料に関するライフサイクル全体の炭

素強度を規定している。これにより、ベンチマーク基準より低い炭素強度の燃料を販売

する燃料生産者にはクレジットが付与され、高い燃料強度の燃料を販売する生産者は

クレジットが欠損することになる。2019 年に、カリフォルニア州大気資源局が LCFS に

CCUS プロジェクトに関する付属書を追加したことにより、ベンチマーク基準に対する

CCUS プロジェクトの CO2 削減に対しクレジットが付与されることとなった 7 )（表 2.1.-

3）。ちなみに、 2020 年のクレジットの取引価格は約 200 米ドル / tCO2 であった。  

 

表 2.1 .-3 カリフォルニア州 低 炭 素 燃 料 規 則 CCS 付 属 書 の概 要 7 )  

 

 

③  CCUS プロジェクトの許認可のための政策  

EPA は安全飲料水法（ Safe  Drinking Water  Act）のもと、地下飲料水の汚染を防止す

ることを目的として、地下への液体の貯留または廃棄に利用する圧入井の建築、操業、

許可、閉鎖、を地下注入管理プログラム（UICP; Underground Inject ion  Control  Program）

により規定している。UICP では、圧入井を以下の 6 クラスに分類し、事業者は、事業

実施に当たり、該当する各クラスの許認可を EPA あるいは権限移譲がなされた州当局

から取得する必要がある。なお、クラス IV については、 2010 年に新設されている 8 )。 

I.  産業・自治体の廃棄物処理用坑井  

II.  石油・ガスに係る圧入坑井  

III.  溶解採鉱の圧入坑井  

IV.  有害物質・放射性物質を圧入する浅い坑井  

V.  非有害物質を地下飲料水源の中あるいは上位に圧入する坑井  

VI.  CO2 地中貯留のための坑井  

 

 図 2.1.-1 は UIC プログラムの認可プロセスを示す。  

 
図 2.1 .-1 UIC プログラムの認 可 プロセスの概 略 9 )  
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また、 2010 年に EPA は大気浄化法のもと、温室効果ガス報告プログラム（GHGRP; 

Greenhouse  Gas Reporting Program）を制定し、指定された事業者に年間の温室効果ガス

排出量の EPA への報告を義務化したことにより、UIC プログラムで許可されたクラス

VI およびクラス II への CO2 の注入も報告対象となっている 1 0 )。  

一方、州レベルにおいても CO2 貯留に係る法的枠組みが規定されている。例えば、

CO2 貯留に係る長期的責任に関して、モンタナ州、テキサス州、ノースダコタ州、イリ

ノイ州、ルイジアナ州の 5 州は、何らかの形で定義された期間の経過後に CO2 貯留サ

イトの責任を州に移管するとしている。事業者は、州への責任移管が終了するまではモ

ニタリングの義務を負うことになる。EPA の CO2 貯留のための圧入井クラス VI の許可

取得に際しては、圧入終了後 50 年間のモニタリング期間が設定されているが、期間に

ついては調整可能との立場をとっている 11 )（表 2.1. -4）。表 2.1. -5 はその他の CO2 関連

法規の整備状況を示す。  

 

表 2.1 .-4 各 州 の長 期 的 責 任 に関 する規 定 1 1 )  

 
 

表 2.1 .-5 各 州 の CCUS 関 連 法 規 の整 備 状 況 1 1 )  

 

 

④  CCUS 技術進展のための政策  

米国における CCUS の研究開発は、DOE 主導で行われている。 1997 年から DOE の

化石エネルギー局（Office of  Fossi l  Energy）は、化石エネルギー技術開発ポートフォリ
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オの予算枠組みにおいて炭素貯留プログラム（Carbon Storage  Program）の下、CCUS の

技術開発およびパイロットプロジェクトを開始している。 2005 年には、石炭活用を目

的 とし て エネ ル ギ ー 政策法（ Energy Planning Act） の炭素 回 収研究 開 発プ ログラ ム

（Carbon Capture Research and Development Program）の下、技術開発のための 10 年間

の基金を設置している。 2007 年にエネルギー自立・安全保障法（Energy Independence  

and Securi ty  Act）により DOE に対して「産業由来 CO 2 を年間 100 万トン以上圧入また

は数百万トン以上を長期に渡って圧入および隔離できる事業」を 7 件以上実施するこ

と、および、米国陸域内の CCUS による貯留ポテンシャル評価方法を策定することが

規定された。 2009 年には、米国復興・再投資法（American Recovery  and Reinvestment 

Act）によりクリーン・コール発電イニシアティブ（第 3 次）に 8 億米ドル、産業 CCUS

プロジェクトへ 15.2 億米ドル、FutureGen2.0 プロジェクトへ 10 億米ドル、貯留サイト

特性評価等へ 0.8 億米ドルが配分されるなど、エネルギー安全保障政策に立脚した技術

開発が実施されてきた 1 0 ) 1 2 )。  

一方、FutureGen2.0 等の大型プロジェクトの失敗により、多額の予算をつぎ込む大型

プロジェクトへの批判もあり、近年はより基礎的な研究プロジェクトへの支援に軸足

が置かれているが、連邦議会は 2020 年度 CCUS 関連予算として 217.8 百万米ドルを割

り当て、DOE は昨年予算割り当てと合わせて 270 百万米ドルを共同出資契約により資

金提供している 1 3 )。  

DOE における CCUS 関連技術開発は石炭技術開発の一部として行われている（図

2.1.-2）。  

 
図 2.1 .-2 DOE における CCUS 関 連 技 術 開 発 の概 要 1 4 )  

 

英国は、世界に先駆けて法的拘束力のある GHG の排出削減目標を設定するなど、温

暖化に関連した政策を積極的に導入し、その中で対策技術オプションの一つとして

CCUS を位置付け普及を模索してきた。主な関連政策の構成を表 2.1. -6 に示し、以下に

詳細を述べる。  
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表 2.1 .-6 英 国 における CCUS 関 連 政 策 の構 成  

 
 

①  CCUS 普及のための間接的な政策  

 英国は、2008 年に気候変動法（Climate Change Act 2008）を制定し、2050 年までに温

室効果ガスの排出を 1990 年比で少なくとも 80%削減する法的拘束力のある目標を設定

した。その達成のために、毎年の排出制限値を 5 年毎で設定するカーボンバジェット

を導入するとともに、カーボンバジェットの達成状況を確認し、政府への助言等を行う

独立機関気候変動委員会（CCC; Climate Change Commit tee）を設立した。さらに、2019

年には気候変動法を改正して、 2050 年までに排出を 1990 年比で少なくとも 100%削減

（ネットゼロ）する目標に変更した 1 5 ) 1 6 )。図 2.1 .-3 は、英国の GHG 排出の実績および

ネットゼロに向けた排出経路と第 1 フェーズから第 6 フェーズまでのカーボンバジェ

ットを示す。なお、第 6 フェーズ（ 2033~2037 年）は、気候変動委員会が提言した値で

あり、ネットゼロの達成を視野にいれている。2035 年の排出は 1990 年比で 78%減を見

込んでいる 1 7 )。  

 

図 2.1 .-3 英 国 の GHG 排 出 経 路 とカーボンバジェット 1 7 )  

 

一方、 2013 年にはエネルギー法（ Energy Act 2013）を制定し、低炭素エネルギーへ

のシフトと安定供給を目的として電力市場改革（ Electr ic ity  Market Reform）に着手し

た。具体的な施策は、①低炭素電源の固定価格買取制度における差額決済契約（ CfD; 
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Contrac ts  for  Difference）の導入、②CO 2 排出価格の下限値設定、③新設火力の CO2 排

出基準の設定、④容量市場制度の導入、である（表 2.1.-7）。これらは、いずれも間接

的に CCUS 普及を促すものである 1 8 ) 1 9 )。  

 

表 2.1 .-7 電 力 市 場 改 革 の概 要  

 

 

②  CCUS 普及のための直接的な政策  

英国政府は、2017 年に気候変動法 2008 による 80%削減目標の下、目標と経済成長を

達成する包括的な施策であるクリーン成長戦略（Clean  Growth Plan）を発表した。具体

的な対応としては、低炭素関連事業への投資推進、業務・産業部門における生産効率の

向上、家庭部門におけるエネルギー効率の向上、運輸部門の低炭素化、発電部門の低炭

素化・スマート化・柔軟化、等である。この中で、CCUS に関連した戦略に関する記述

は以下の通りである 2 0 )。  

  国際間協力、コスト削減のための先端技術への資金支援を通して CCUS における

国際的なリーダーシップを発揮  

  産業部門との協業による英国における CCUS の大規模普及の達成  

  産業部門における CCUS 技術の低コスト化  

  2050 年に向けて、暖房、自動車、等での水素利用拡大を想定し、天然ガスを用い

た水素製造で CCUS を適用  

2018 年には、クリーン成長戦略を達成するための、CCUS に関連したアクションプ

ランを発表している。行動計画の概要は以下の通りである 2 1 )。  

 

【ビジネス環境の整備】  

  産業部門と協働で発電部門における CCUS がどのように発電システムに貢献し広

範な脱炭素化に繋がるかを 2019 年中に検証  

  既存の石油、ガス関連インフラの CCUS への再利用の可能性を 2019 年中に検証  

  CO2 輸送・貯留のインフラへの投資および普及を促進する市場原理を基本とした

ビジネスモデル、フレームワークの構築  

【関連インフラ整備】  

  産業集積地（クラスタ）での経済効率を向上させるための CO2 関連インフラの共

有に関する検討  

  産業部門の脱炭素化への転換に関連した 3.15 億ポンドの投資  
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【コスト削減のための戦略的アプローチ】  

  2021 年 3 月までに英国の産業プラントにおける CCUS 関連の建設に 2,000 万ポン

ドを投資  

【国際的な普及を目指した国際間協力】  

  CO2 の越境輸送に関する障壁の明確化とロンドン条約批准の推進  

 

さらに、 2020 年の新型コロナウイルスパンデミック下において、英国ジョンソン首

相は、国内で 25 万人の雇用を創出するグリーン産業革命（Green Industr ial  Revolution）

のための計画（ 10 ポイント計画）を表明した。 2050 年に向けて英国産業活動の気候変

動への関与を排除することを目的とし、計画の遂行により、120 億ポンドの公的資金が

注入される予定である。計画の 10 分野は、洋上風力、水素、原子力、電気自動車、公

共交通・サイクリング・徒歩、航空・船舶、家庭・公共建物、CO2 回収、自然、技術革

新とファイナンス、である。CO2 回収に関する具体的な計画は以下の通りである 2 2 )。  

  2030 年までに年間 1,000 万トンの CO 2 回収能力を保有する CCUS セクタの創出  

  4 カ所の CCUS 産業クラスタ構築のために 10 億ポンドを融資（ 2020 年中頃に 2

カ所、 2030 年までにさらに 2 カ所（費用対効果を条件）  

  2030 年までに運用開始する少なくとも１カ所の CCUS 発電プラントの建設に資

金提供  

  2030 年までに 5GW 規模の水素普及  

  

①の項で述べた電力市場改革の中で、差額決済契約は CCUS を直接対象とした政策

である。電気の市場価格と、CCUS 技術への投資に必要な推定値（ストライク価格）と

の差額を政府が発電事業者に支払う契約である。市場価格がストライク価格を上回る

場合、発電事業者はその差額を政府に支払うことになる（図 2.1. -4） 2 3 )。差額決済契約

は、CCUS を含む再生可能エネルギー発電技術が対象となるが、これまでに CCUS を対

象とした契約はない。  

 

図 2.1 .-4 英 国 の差 額 決 済 契 約 （ CfD） の概 略 2 3 )  
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③  CCUS プロジェクトの許認可のための政策  

英国は、 2008 年にエネルギー法（Energy Act  2008）を成立させ、世界で初めて CCS

実施に係る法的枠組みを規定した。これに続いて、2009 年に EU の CCS 指令（Direct ive）

が公布され、EU の野心的な CO 2 排出削減目標の達成手段として CCS が位置付けられ、

EU 加盟国は EU-CCS 指令遵守のための国内法規制整備を義務付けられることなった

が、実質的には英国が先んじたことになる。英国は 2010 年に Carbon Dioxide  (Licensing 

etc. )  Regulat ion 2010 で CO2 海底下貯留のライセンス取得等の手続きについて規定する

ことにより、EU-CCS 指令の国内移転手続きを終了させた 1 5 ) 2 3 )。エネルギー法 2008 に

おける CO2 貯留関連規定の概要は表 2.1 .-8 の通りである。  

 

表 2.1 .-8 エネルギー法 2008 における CO 2 貯 留 関 連 規 定 の概 要 1 5 )  

 
 

④  CCUS 技術進展のための政策  

 英国の CCUS の技術開発への支援の代表的なものの一つとして、 2018 年に創設され

た CCUS 革新技術プログラム（ Innovat ion Program）がある。CCUS に係るコストの大幅

削減と英国および世界での普及拡大を目的としており、 2021 年までに総額 2,400 万ポ

ンドの支援が計画されている。対象分野は、関連するフィージビリティ・スタディ（ FS）、

産業分野研究、実験的開発プロジェクト、インフラプロジェクト、等である 2 4 )。  

 同じく 2018 年に創設されたエネルギー多消費産業の低炭素化に向けたコスト削減に

対する資金支援プログラムである Industr ial  Energy  Transformat ion Fund も支援対象とし

て CCUS を含んでおり、 2024 年までの支援総額は 3.15 億ポンドを予定している 2 5 )。  

英国はこれまで EU の研究開発支援プログラムも利用可能であった。例えば、EU-ETS

（EU 排出量取引）を財源とする革新的低炭素技術の実証プロジェクトへの資金支援プ

ログラムとしてイノベーションファンド（ Innovation Fund）がある。支援規模は 2030

年までに 100 億ユーロで、支援対象として CCUS が含まれる。ただし、英国は EU 離脱

により今後利用できるかどうかは不透明である 2 6 )。  

これらの資金支援のもと、現在計画中の英国における主な CCUS プロジェクトを表

2.1.-9 に示す。  
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表 2.1 .-9 英 国 の CCUS プロジェクト 2 7 )  

 

 

英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）が 2019 年に発表した意見募集用の

「Business  Models  for  Carbon Capture,  Usage and Storage（CCUS に関するビジネスモデ

ル）」について、 2020 年 12 月に意見を反映した更新版 2 8 )が公開された。 2020 年代の

CCUS 普及に関する政府見解、CCUS（輸送&貯留、電力・産業部門の CO2 回収）のビ

ジネスモデルの提案。また、水素ビジネスモデルの進捗状況についての最新情報が提供

されている。各 Section の主な概要を以降に示す。  

Sec tion 1：イントロダクション  

Sec tion 2：CCUS の普及  

Sec tion 3：CO 2 輸送・貯留の規制投資モデル  

Sec tion 4：CCUS 付発電との調整電源契約  

Sec tion 5：産業部門における CO 2 回収   

Sec tion 6：水素ビジネスモデルの最新情報  

Sec tion 7：次のステップ  

 

①  Section 1：イントロダクション  

a.  本書の目的  

  CCUS（輸送 &貯留、電力・産業部門の CO2 回収）のビジネスモデルのための商

業的枠組みの提案について、最新情報の提供。また、水素ビジネスモデルの進

捗状況についての最新情報の提供。  
  CCUS のビジネスモデルの開発の指針となる原則を再確認するとともに、その

目的を定めている。  
  英国首相の 10 ポイント計画（ 2020/11/18）と英国エネルギー白書（ 2020/12/14）

と整合を取っている。  

b. CCUS の位置づけ  

  CCUS は、英国がネットゼロを達成するために不可欠である。これを可能にす

るために、ガス火力発電、産業、低炭素水素製造、バイオエネルギー、直接空

気回収を含む様々な回収プロジェクトのためのインフラとして機能する輸送 &
貯留ネットワークを有する CCUS クラスタの開発を模索している。  
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  CCUS のアプリケーションは、産業地域のクリーンで持続可能な成長を促進し、

低炭素経済への変革の機会を創出する駆動力となり得る。また、英国の新しい

サプライチェーンの開発を刺激し、対内投資を誘致することも可能である。  
  英国は、国内の重要な CO2 貯留ポテンシャルを利用することを含め、他国に脱

炭素化サービスを提供することにより、世界の CCUS 市場でリーダーとなる可

能性を持っている。英国で CCUS 技術を展開することは、  
– ネットゼロ目標の達成  
– 英国経済の底上げに貢献  

c.  CCUS の見通し・目標  

  2030 年までに年間 1,000 万トン CO2 を回収する運用能力を持つ CCUS セクタの

創出。  
  4 つの CCUS 産業クラスタ構築を支援するために最大 10 億ポンドを投資（CCUS

産業クラスタ：北東部、ハンバー、北西部、スコットランド、ウェールズ等の

地域にクリーン産業、電力、水素、輸送を集結させる）。  
  2020 年代半ばまでに 2 つの CCUS 産業クラスタを構築し、さらに 2030 年まで

に 2 つの CCUS 産業クラスタを構築することを目標としている。  
  Value  for  Money（金額に見合った価値）を考慮した上で、消費者補助金を利用

して  2030 年までに少なくとも 1 つの CCUS 発電所の建設を支援。  
  2021 年には、CCUS 産業クラスタを展開するためのアプローチを発表する。こ

れは、 2030 年までに 5GW の水素を導入するという英国の野心を実現するのに

も役立つ。  

 

②  Section 2： CCUS の普及  

a.  ビジネスモデル設計の原則（ビジネスモデル設計のためのアプローチの指針）  

  脱炭素化  
– 政策は、CO2 の効率的な回収、利用、貯留を奨励すべきである。  

  持続可能な資金調達  
– 政策は、投資家に信頼感を与え、持続可能な方法で国内外の新規参入者を

市場に引き付け、補助金なしで市場に参入できる可能性を持つべきである。 
  経済  

– 政策は、英国経済に価値を創造し、価値の高い仕事を支援すべきである。 
  コスト削減  

– 政策は、イノベーション、学習効果、競争を通じたコスト削減の機会を適

切に活用すべきである。  
  市場と柔軟性  

– 政策は、市場に基づいたものであるべきであり、既存の市場への影響を最

小限に抑えるものでなければならない。市場の状況、経済発展、国民ニー

ズに対応できる柔軟性を保持すべきである。  
  金額に見合った価値  

– 政策は、費用対効果が高く、納税者と消費者に価値あるものを提供し、投

資家に公正なリターンを提供する。また、産業部門での初期段階（ FOAK）

の性質を認識した上で、開発する必要がある。  
  適正なコスト  

– CCUS の導入コストは、利用者に反映され公正であるべきであり、英国の

産業競争力を損なうものではない。  

b. CCUS の機会  

  CCUS は英国経済にとって大きなチャンス。英国の CO2 排出量を削減し、 2050
年までにネットゼロを達成する上で重要な役割を果たす。一部の産業にとって
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は、CCUS は国際的な競争力を維持しながら排出量を削減する唯一の実行可能

な方法となる。  
  CCUS の投資によって新たな産業が発展し、英国経済は新技術、新技能、雇用

機会を創出することができる。また、英国企業が CCUS に関する技術を他国に

輸出する機会を生み出すことにもつながる（英国内の貯留地点に他国の CO2 を

受入れることも想定）。  
  CCUS は、投資家がネットゼロ経済の中核となる新たなインフラを開発する機

会を提供し、産業の発展に合わせて長期的に収入を得ることができる。  

c.  CCUS への政府支援  

  10 ポイント計画、エネルギー白書、国家インフラ戦略は、ネットゼロを達成す

るための CCUS の重要性を示している。再生可能エネルギー、CCUS、低炭素産

業、水素製造が一体となった Super Places を実現するためには、CCUS の導入が

重要となる。  
  政府は、CCUS の普及を支援するために、CCS Infras t ructure Fund（CIF）の創設

を通じて最大 10 億ポンドを割り当てている。また、これらのプロジェクトを支

援するための新しいビジネスモデルを通じた  Industr ial  Carbon Capture（ ICC）

と水素への民間投資を誘致するための収益メカニズムの詳細を 2021 年に発表

することを約束している。  
  ビジネスモデルへの取り組みを通じて、投資家が必要とする持続可能な商業的

枠組みを構築していく。英国における洋上風力発電は、政府の行動が、新技術

と市場を刺激、コストを低減し、展開を促進した例である。  
  輸送 &貯留ネットワークのための規制を確立することで、投資家が予測可能で

安定した枠組みの下で公正なリターンを得ることを可能とする。  
  CCUS には固有のリスクがあり、投資判断に影響を与える。このような状況を

認識した上で、CCUS の展開のための適切なリスク配分の枠組みの開発に取り

組んでいる。  
  2020 年代半ばからの CCUS 導入という野心を実現するため、 Industr ial  Strategy  

Challenge Fund（ ISCF）と Industr ia l  Decarbonisa tion Challenge Fund（ IDCF）を

通じて、計画、設計、プロジェクト実行準備等のフロントエンドのプロジェク

ト開発活動を支援するために、 1 億 3,000 万ポンドの資金を提供している。  
  私たちの目的は、初期開発の性質を認識した公正なリターンを投資家に提供す

る CCUS 市場を創出すること。ただし、CCUS 市場の信頼が高まるにつれ、開

発にかかるコストの削減が期待される。  

 

なお、ビジネスモデルは以下のような包括的な目的を持って開発されている。  

1) 新しい CCUS セクタの確立  

  投資を誘致するためには、プロジェクト開発者や投資家にとって明確で予測可

能な枠組みが必要である。CCUS の性質を考えると、現段階では市場が耐えら

れないようなリスクに政府が対処する必要がある。これを認識した上で、政府

は以下のようないくつかの形で支援を行う。  
– CIF を通じての直接出資  
– CIF を通じた直接出資、強固な収益メカニズムのセット  
– CO2 回収を支援するビジネスモデル  
– 輸送 &貯留ネットワークのための経済規制体制（ERR：Economic  Regula tory  

Regime）を構築する。  
  さらに、政府支援パッケージ（GSP：Government Suppor t Package）は、座礁資

産や貯留施設からの CO2  漏洩リスク等、輸送 &貯留ネットワークへの影響度は

高いが、発生確率の低いリスクに対処することを目的としている。  

2) 複数セクタによる低コストの脱炭素化  
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  CCUS は、 Super Places の実現を可能にし、共有される輸送 &貯留ネットワーク

は、産業界がネットゼロ経済で競争力を持つことを可能にする。  
  統合されたモデルは、すべての産業部門に対応するように設計され、投資家に

とって魅力的である。CCUS はまた、低炭素発電と水素製造の供給を可能にす

る。  
  ビジネスモデルの設計では、以下のようなことを考慮している。  

– 既存資産の再利用と、適切な政府出資  
– リスク配分（リスク管理のために最も適切な当事者にリスクを配分）  
– 適切な段階での効果的な競争（国際競争力の維持）とクリーンな成長の促

進  
– 初期プロジェクトの普及にインセンティブを与えるモデルの開発（政府の

資本拠出による）  
– 後継のクラスタが普及していく中で、利益の実現及び知識の共有  

3) CO2 回収市場の開拓  

  初期のクラスタを選定する際には、Super Places を構築し、脱炭素化の波及効果

を促進し、時間の経過とともにクラスタを超えて地理的な範囲を拡大すること

を目指していく。  
  民間投資のための市場開発を支援するための介入には、以下のようなものがあ

る。  
– 資金支援の配分のための透明性の高いプロセス  
– リスク選好度に応じて複数の投資エントリーポイントを持つ新しい資産

クラスの創設  
– 長期的なインフレに連動した収益源であり、投資期間中に予測可能な収益

プロファイルを提供すること  
– 規制上の意思決定のアプローチに関する透明性の高いガイダンスを備え

た安定した一貫した規制体制  
– 需要拡大に対応した輸送 &貯留ネットワークの拡大を可能にする仕組み  

 

③  Section 3： CO2 輸送・貯留の規制投資モデル  

a.  ビジネスモデル検討の前提  

  CO2 の輸送・貯留は CCUS 普及のための基本  
  新領域である CCUS セクタへ民間が参入するためには、初期段階において政府

の介入が必要  
  CO2 輸送・貯留インフラを整備する上では、予め将来的な CCUS セクタの規模

拡大を想定することが必要  
  CO2  Transporta t ion and Storage Regulatory Investment Model（TRI Model：CO2 輸

送・貯留の規制投資モデル）を軸に検討する。  

b. Transport and Storage Company（輸送 &貯留事業）の想定  

  輸送＆貯留ネットワークの開発、建設、ファイナンシング、運用、メンテナンス、

事業拡張、廃止を担う事業主体を想定し、以下の項目等を検討  
– 収益モデル  
– 輸送 &貯留事業への経済規制体制（ERR：Economic Regula tory Regime) 
– 投資 家 への 影 響 大・ 発生 確 率低 の リ スク に対 す る政 府 保 証 パ ッケ ー ジ

（GSP：Government Support Package) 

 

輸送＆貯留事業に提案された収益モデルは利用者負担モデルである。このモデルで

は、輸送＆貯留事業の収益源は、回収した CO2 を輸送・貯留するために、輸送＆貯留

ネットワークを利用する事業者からの支払いで構成される。  
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図 2.1 .-4 CO 2 輸 送 &貯 留 モデル 2 8 )  

 

④  Section 4： CCUS 付発電との調整電源契約  

a.  ビジネスモデル検討の前提  

  本セクションでのビジネスモデルは、CCUS 技術を火力発電所に適用した技術

を対象としている。これには、燃焼前、燃焼後、酸素燃焼が含まれる。  
  英国における今後の主力電源は再生可能エネルギー。  
  一方で、再生可能エネルギーの間欠性を補完するための調整電源が必須。  
  CCUS 火力発電は調整電源オプションの一つ。  
  政府は、CCUS 付発電の発電容量に応じた固定支払い（ avai lab il i ty  payment）と

発電電力量に応じた変動支払いで構成される収益メカニズムの制定を検討。  

 

図 2.1 .-5 CCUS 付 発 電 との調 整 電 源 契 約 2 8 )  

①  民間による CCUS への投資  
②  調整電力、低炭素電力を卸市場、調整市場に提供し電力システム運用者にア

ンシラリーサービスを提供  
③  CCUS 発電事業者は輸送＆貯留事業者に輸送＆貯留利用料金を支払う  
④  取引（調整電源契約）先は LCCC（政府系企業）  
⑤  調整電源契約により CCUS 発電事業者は固定支払い、変動支払いを受け取る  
⑥  CCUS 発電事業者への対価は電気料金  
⑦  投資家へのリターン  
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⑤  Section 5：産業部門における CO2 回収  

本セクションでは、次のようなインセンティブを与えることができるビジネスモデ

ルを検討している。  

  英国で将来性のある既存の産業施設が、国際競争力を維持しながら CO2 回収に

投資すること  
  英国の新しい産業施設への投資を行い、英国経済のレベルアップに貢献するこ

と  

a. ビジネスモデル検討の前提  

  産業部門の CO2 回収（ ICC： Industr ia l  Carbon Capture）は、産業部門の脱炭素化

に重要  
  ICC により、英国のエネルギー多消費産業が長期的な競争力確保の可能性を持

つ  
  ただし、現状では、産業部門に脱炭素化にかかるコストを製品価格に転嫁する

ことは困難  

 

初期段階における産業部門 CCUS のビジネスモデルを図 2.1 .-5 に示す。  

 

図 2.1 .-5 初 期 段 階 における産 業 部 門 CCUS のビジネスモデル（ ICC Contract )  2 8 )  

 

初期プロジェクトについては、収益支援のため、産業部門での差金決済取引（ CfD）

と並行して政府が資本費用を共同出資する。また、 ICC 契約の契約期間は全体で 15 年

を想定（最初の 10 年（回収設備費、回収設備の運用費、輸送＆貯留の利用料金）、後の

5 年（回収設備の運用費、輸送＆貯留の利用料金））となっている。将来的な収益構造

の見込みについては、産業部門における CO2 回収コストと CCS 事業リスクの低減によ

り、民間が負担するコストが低下するため、電力市場における差額決済契約（CfD）と

同様に市場主導によるストライク価格が設定されることを期待している。さらに、最終

的には CO2 の市場価格のみで維持される可能性があると予想している。  

 

⑥  Section 6：水素ビジネスモデルの最新情報  

  本セクションでは、低炭素水素ビジネスモデルに関連した政策展開への政府の

取り組みを紹介。  
  これは、水素に関する章を含む前回の CCUS ビジネスモデルコンサルテーショ

ン と 、 2020 年 8 月 に 公 表 さ れ た 低 炭 素 水 素 製 造 ビ ジ ネ ス モ デ ル に 関 す る  
Front ier  Economics レポートへの対応を基にしている。  

  本アップデートでは、CCUS 対応と電解水素製造技術の両方の開発を支援する

意向、政策開発に関連する主な考慮事項、大規模水素製造のための  規制的支援
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よりも契約的支援の方が現段階では望ましいということに言及している。  
  我々は、 2021 年に望ましい水素ビジネスモデルについて協議する予定である。 
  2022 年の最終決定に向けて、2021 年第 2 四半期に「望ましい」水素ビジネスモ

デルを協議することを目指している。これと並行して、2021 年には、ビジネス

モデルを支援するための収益メカニズムの詳細を提示する。  

 

⑦  Section 7：次のステップ  

2021 年中に以下のとおり、アップデートすることを計画している。  

 

表 2.1 .-10 英 国 CCUS ビジネスモデル次 のステップ 2 8 )  

 

 

 米国および英国における CCUS 政策の枠組みの整理においては、①  CCUS 普及のた

めの間接的な政策、②  CCUS 普及のための直接的な政策、③  CCUS プロジェクト許

認可のための政策、④  CCUS 技術を進展のための政策、それぞれを CCUS 導入に必要

な枠組みとして設定し、CCUS への取り組みで先行する米国および英国を対象に整理

した。米国における CCUS の普及政策は、エネルギーあるいは安全保障政策に立脚し

たものであること、英国では、経済成長や雇用確保を念頭に置きつつ、温暖化に関す

る目標達成を念頭においたものであることがそれぞれ特徴として考えられる。  

 

米国：  

  現時点において、連邦レベルで CO2 排出に関する規制はない（※カリフォルニア

州等の一部の州には CO2 排出規制がある）。  

  CCS 導入政策としては 45Q の効果が大きい。運用開始から 12 年間に亘り適用さ

れる等、事業の予見可能性を高めている。  

  米国では 1970 年代より CO2 -EOR が実施されており、EOR のための CO2 の市場が

既にある。このような背景に加え、 45Q によって事業の予見可能性が高まること

が、CCS の導入が進んでいる要因と考えられる。  
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英国：  

  2019 年に気候変動法を改正し、 2050 年までに 1990 年比 80%削減からネットゼロ

に大幅に目標を引き上げている。英国は法的強制力を以って CO2 排出削減に取り

組んでいる。  

  2008 年にエネルギー法を制定。世界に先駆け CCS に関する法制度を構築（ 2013

年のエネルギー法改正により、CfD 等を導入）  

  気候変動法、エネルギー法等により、CO2 排出削減は進むものの CCS の導入には

至っていない（現時点で、英国内において CCS プロジェクトの実績なし）。  

  2050 年ネットゼロを目指す上で CCS は必須。ハブ＆クラスタでの CCUS を検討

（英国 CCUS ビジネスモデル）。輸送＆貯留ネットワークは、効率的かつコスト効

果的な CCUS を可能にする。  

 

 

2.2. 実施体制事例  

CCS 制度の枠組みである補助金等のインセンティブ施策や長期的責任の移行等を検

討する上で、CCS の実施体制をどのようにするかは重要な要素となる。ここでは、CCS

実施体制の参考事例として、現在、複数排出源からの CO2 回収および液化 CO2 輸送船

による輸送、海底下貯留の計画が進められているノルウェーの Longship プロジェクト

について、整理を行った。  

また、CO2 は常温常圧で気体であり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」におけ

る「廃棄物」ではなく、また「大気汚染防止法」における「ばい煙」および「特定物質」

にも該当しないが、公平なコスト負担のあり方や事業を進める上での官民の役割を整

理するため、参考情報として、国内における廃棄物処理体制の中から、「ポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（ PCB 特措法）」、「特定放射性廃

棄物の最終処分に関する法律（最終処分法）」における処分実施体制について概要を整

理した。  

 

ノルウェーの温室効果ガス（GHG）排出削減目標は、2030 年までに 1990 年比で少な

くとも 50％削減、最大 55％削減することである。さらに、政府の政治綱領に則した低

排出戦略（ 2019）において、2050 年の GHG 排出量を 1990 年比で 90～ 95％削減するこ

とを提案している 2 9 )。  

図 2.2. -1 にノルウェーの GHG 排出量（CO2 換算）の推移を示す。近年は概ね 5,000

万トン程度で推移している。ノルウェーは水力発電による発電量が 95%以上あり、上

記のとおりの GHG 削減目標を達成するためには、産業部門における低炭素化が必要と

なる。  
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図 2.2 .-1 ノルウェーの GHG 排 出 量 の推 移 2 9 )  

 

Longship プロジェクトは、産業部門からの CO2 を回収、輸送、貯留するプロジェク

トである。セメント工場（Norcem）、廃棄物焼却場（ Fortum Oslo Varme）で回収された

CO2 がそれぞれの近くの港まで輸送されたのち、液化 CO 2 船によって CO 2 貯留サイト

近くの陸上に設置された中間貯蔵施サイトまで輸送され、同サイトから海域パイプラ

イン（ 100km）により貯留層（海底下約 2,500m）に圧入される。  

輸送と貯留を担う Northern Lights は Equinor、 Shel l、Tota l の 3 社による共同事業で

あり、CO2 の船舶輸送以降が所掌となる。貯留サイトの概略検討および FEED（ Front  End 

Engineering Design）が、2017 年 6 月 30 日に Gassnova から Equinor（旧 Sta toi l）に発注

されて Northern Lights プロジェクトは開始された。Longship プロジェクトの実施体制

は、回収と輸送・貯留に区分される。回収および輸送・貯留に係る事業者の概要につい

て以降に述べる。  

 
図 2.2 .-2 Longship プロジェクト概 要 3 0 )  

 

①  回収事業の実施体制  

a.  NORCEM（セメント工場）  

HeidelbergCement Group の完全子会社で、 1916 年から Brevik でセメントを生産して

いる。ヨーロッパで最も近代的なセメント生産施設の 1 つである。Brevik のセメント

工場からは約 90 万トンの CO2 を排出している（ 2019 年）。  
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NORCEM は、年間約 40 万トンの CO 2 を回収する回収設備の設置と運営を行う予定

であり、回収工程にはセメント工場からの廃熱を利用することを計画している。  

CO2 回収技術の主契約者およびサプライヤーとしては、Aker  Carbon Capture を選択

している。CO2 は回収された後、Grenland 港の一次貯蔵タンク（ 4 日分）に貯蔵される。  

 
図 2.2 .-3 回 収 設 備 （ NORCEM） 概 要 3 0 )  

 

b. Fortum Oslo Varme（廃棄物焼却）  

Fortum Oslo Varme は、フィンランドの電力会社の Fortum とオスロ市が 50%ずつ所有

している。Klemetsrud 廃棄物焼却施設では、発電と地域暖房用の蒸気を供給しており、

この施設で焼却される廃棄物の約半分は植物由来のものである。  

Fortum Oslo  Varme は、年間約 40 万トンの CO2 を回収する回収設備の設置と運営を

行う予定である。回収された CO 2 は液化され Klemetsrud 廃棄物焼却施設内にある液化

CO2 貯蔵タンクに一時的に貯蔵される。ここから Oslo 港にある一次貯蔵タンク（ 4 日

分）への液化 CO2 の輸送はトラックによる陸送となる。Fortum Oslo  Varme は TechnipFMC

を主契約者とし、CO2 回収技術のサプライヤーには Shel l を選択している。  

 

図 2.2 .-4 回 収 設 備 （ Fortum Oslo Varme） 概 要 3 0 )  

 

②  輸送・貯留事業の実施体制  

c.  Northern Lights（輸送・貯留）  

Northern Lights は、Equinor、 Shell、Tota l の共同事業である。貯留は Equinor が 2019

年 1 月に操業許可を得ている。水深 300m、海底下約 2,500m の帯水層である。各社の

概要は次のとおりである。  

  Equinor：ノルウェーに本社を置く北欧最大のエネルギー企業であり 、 2018 年

Sta toi l から改称。ノルウェー政府が 67％の株式を保有。  
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  Shel l：オランダのハーグに本社を置くエネルギーおよび石油化学企業で構成され

るグローバル企業。ヨーロッパ最大のエネルギー企業グループ。  

  Tota l：石油・ガス・電気の生産＆供給会社。フランスに本社を置く多国籍企業。  

 

 

図 2.2 .-5 輸 送 ・ 貯 留 概 要 3 0 )  

 

 

図 2.2 .-6 貯 留 地 点 概 要 3 0 )  

 

③  Longship Project の事業展望  

前節で示すとおり、ノルウェーの GHG 排出量は CO2 換算で 5,000 万トン程度で推移

している。一方、ノルウェー国内の貯留可能量は約 700 億トン 3 1 )と評価されている。

GHG 排出量と比較すると豊富な貯留可能量を有している。  
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表 2.2 .-1 ノルウェーの貯 留 可 能 量 3 1 )  

 

 

ノルウェー政府は、この豊富な貯留可能量を先行して開発し、将来的には、他国（ノ

ルウェー政府が直接出資していない第三者）がこれを利用することを望んでいる。ま

た、 Longship プロジェクトにおいて、液化 CO2 船による輸送・貯留の運用ノウハウを

得ることで、CCS 市場を先導することを目指している。  

図 2.2.-7 に示すとおり欧州では、幾つものプロジェクトが連携することで、CCS 市

場の創出を目指している。  

 

図 2.2 .-7 Northern L i ghts プロジェクトと EU の共 通 利 益 プロジェクト（ PCI） 3 0 )  

 

CCS のバリューチェーンを開発することを目的に 2019 年 9 月、 Equinor は欧州にあ

る 7 社との間で MoU（Memorandum of Understanding）を締結している。MoU は、Northern  

Lights プロジェクトへの輸送に関する協力を含んでいる。  

MoU を締結している 7 社は次のとおり、① Air Liquide（産業ガス）、②Arcelor  Mit tal

（鉄鋼）、③Ervia（ガス・水道インフラ）、④ Fortum Oyj（熱・電力）、⑤HeidelbergCement  

AG（セメント）、⑥ Preem（石油およびバイオ燃料）、⑦ Stockholm Exergi（暖房・冷房・

電力）  。以下に先に紹介している Fortum および HeidelbergCement を除いた 5 社の概

要を述べる。  
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  Air Liquide は、ガス、技術、産業等の分野でヨーロッパをリードする企業。また、

Air Liquide は、ベルギーで進められている CCUS プロジェクト「Antwerp＠C」コン

ソーシアムの一員でもある。本プロジェクトの目標は、2030 年までに現在同地域で

排出されている 1,800 万トンの CO2 排出量を半減させること。早ければ 2025 年に

Northern Lights プロジェクトへ CO2 を送り出す計画である。  

 

  Arcelor  Mittal は、ルクセンブルクに本社を置く世界最大の鉄鋼メーカー。 2050 年

までに全世界でカーボンニュートラルを目指している 3 2 )。この MoU は、欧州産業

の脱炭素化の成功に向けた重要なステップとし、物流の開発、商業モデルの検討、

CCS の提唱等多くの協力が含まれている。  

 

  Ervia は、アイルランドにおけるガスと水道のインフラ事業を担っている。Ervia は

2050 年までにネットゼロエミッションのガスネットワークを持つことを目指して

いる。CCS はこの目標を達成するための重要な要素である。ネットゼロエミッショ

ンのガスネットワークにおける CCS の役割を評価するための実現可能性調査では、

Kinsale Head ガス田での貯留可能性やノルウェーへの CO2 輸出（Northern Lights）

を検討している。  

 

  Preem はスウェーデン最大の燃料会社である。現在、Lyseki l 製油所で、Aker  Carbon 

Capture の技術を使った実証プロジェクト「 Preem CCS」を実施している。このプロ

ジェクトの一環として、Northern Lights への輸送を含む CCS のバリューチェーン

全体の分析を実施している。  

 

  Stockholm Exergi は、ストックホルム市が 50％、Fortum が 50％を所有し、ストック

ホルム地域へ暖房を供給している。スウェーデンのエネルギー当局からの資金提供

を受けて、Värtaverket でバイオ燃料を燃料とするコージェネレーションから CO2 を

分離する技術の実証試験を実施している。  

 

④  資金支援策  

Longship プロジェクトの総費用は 251 億 NOK（設備費：171 億 NOK、10 年間の運営

費： 80 億 NOK）である。このうち、ノルウェー政府からの補助は 168 億 NOK となっ

ている。現状では、産業部門からの CCS は十分なインセンティブがないため、ノルウ

ェー政府が多くの補助金で支援している。  

ノルウェー政府は、Longship プロジェクトを実施することにより、先行して CO 2 貯

留インフラを開発することで、他国がこれを利用することを望んでいる。また、ノルウ

ェー政府は、CCS が効率的で競争力のある気候政策手段となり、CCS 市場を創出する

ためには、Longship に続くプロジェクトが欧州や世界各地で導入されることが必要で

あると考えている。  
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表 2.2 .-2 資 金 支 援 の概 要 3 0 )  

 

 

図 2.2. -8 は、回収および輸送・貯留それぞれのノルウェー政府の負担割合を示す。  

回収は、投資の閾値まではノルウェー政府が 100%補助し、それを超える部分につい

ては、ノルウェー政府 75%、事業者 25%の負担割合となっている。輸送・貯留では、ノ

ルウェー政府の負担割合は 80%、事業者は 20%で固定されている。  

運営費についても設備費と同じような仕組みとなっている。  

 

 
図 2.2 .-8 設 備 費 の負 担 割 合 3 3 )  

 

⑤  Longship プロジェクト実施体制の整理  

ノルウェーの Longship プロジェクトの実施体制に関して、表 2.2 .-3 のように整理し

た。  
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表 2.2 .-3 Longship プロジェクト実 施 体 制 の整 理  

 

 

前述のとおり、CO2 は常温常圧で気体であり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

における「廃棄物」ではなく、また「大気汚染防止法」における「ばい煙」および「特

定物質」にも該当しないが、公平なコスト負担のあり方や事業を進める上での官民の役

割を整理するため、参考情報として、以下のとおり処分実施体制について、概要を整理

した。  

 

①  「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」の処分体制  

ポリ塩化ビフェニル（ PCB）廃棄物の処理については、民間主導による PCB 処理施

設設置の動きが幾度かあったが、施設の設置に関し住民の理解が得られなかったこと

等から、ほぼ 30 年の長期にわたりほとんど処理が行われず、結果として保管が続いた。

保管の長期化により、紛失や漏洩による環境汚染の進行が懸念されたことから、それら

の確実かつ適正な処理を推進するため、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推

進に関する特別措置法」（ PCB 特別措置法）制定された。この法律により、国が中心と

なって PCB 廃棄物の処理が進められることとなった。 3 4 )。  

 PCB 廃棄物の処分実施主体は、中間貯蔵・環境安全事業株式会社（ JESCO（国策会

社））である。全国の各拠点にある高濃度 PCB 廃棄物処理施設の設備費は国が出資し

ている。処理費については保管事業者が各々支払っている。また中小企業の支援のた

めに PCB 廃棄物処理基金を造成し、資金管理は、環境再生保全機構が担う。 JESCO

を活用した処理体制および中小企業ための基金等、全国的な処理体制は図 2.2. -10 に

示すとおりである。  
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図 2.2 .-10 PCB 廃 棄 物 の処 理 実 施 体 制 3 5 ) 3 6 )  

（ 環 境 省 資 料 3 5 )をベースに JESCO ホームページ 3 6 )等 から RITE にて追 記 ）  

 

②  「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」の処分体制  

 原子力発電所の運転に伴って生じた使用済燃料の再処理後に生ずる高レベル放射性

廃棄物（ガラス固化体）等の最終処分を計画的かつ確実に実施するため、最終処分費

用の拠出制度、最終処分を実施する主体の設立、拠出金の管理を行う法人の指定等の

関係規定の整備等の最終処分の実施に必要な枠組みを制度化することを目的に「特定

放射性廃棄物の最終処分に関する法律」が制定された 3 7 )。  

 処分実施主体は原子力発電環境整備機構（NUMO（民間の発意によって設立。経済

産業大臣の認可））、資金管理団体は（公財）原子力環境整備促進・資金管理センター

（原環センター）である。処理費用は発電用原子炉設置者等からの拠出金で賄う。  

  

 

図 2.3 .-10 特 定 放 射 性 廃 棄 物 の最 終 処 分 実 施 体 制 3 8 )  
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③  国内廃棄物処理における実施体制の整理  

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」の処分体制、

「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」の処分体制の実施体制に関して、表 2.2.-

4 のように整理した。  

いずれも廃棄物処理が目的である。ただし、処分実施主体は国および民間で異なる

が、官民の役割としては、国が処分に関する基本計画の策定や処分状況の管理、許認

可・監督等の共通点がある。民間はいずれも処分の履行（処理費の負担）といった点が

共通点である。  

また、処理費の透明性、公平性を確保するため資金管理を独立している別組織として

いる点も共通点である。  

 

表 2.2 .-4 国 内 廃 棄 物 処 理 における実 施 体 制 の整 理  
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2.3. CCS 導入のための立法の必要性 1 

本件検討会において、CCS 事業の一つである CO2 の地下への圧入及び貯留（以下「CO 2

地下貯留事業」という。）については、少なくとも以下の点に関する立法的手当てが必

要であることが指摘された。  

 

（１）地中の利用のための立法的手当て  

CO2 地下貯留事業。は、CO2 を地中に圧入し、貯留する行為である。そのため、地下

に圧入された CO2 が不特定多数の他人の土地の地下に流入する可能性があるところ、

それら不特定多数の土地の所有者から利用権を取得しなければならないとすると、CO2

地下貯留事業が事実上不可能になってしまう虞がある。よって、圧入された CO2 が他

人の土地に流入することを許容する立法的手当てが、まず必要である。同様な場合が生

じる可能性がある石油や天然ガスの開発に関しては、鉱業法によって地下の利用権が

制定されている。  

 

（２）海底下貯留のための立法的手当て  

海（海面の上空、海面、海水部分、海底下を含む。以下同じ）は、民法上の「土地」

に該当しないので、立法による区画設定などの措置がない限り、私法上の所有権の客体

とならず、国の公法的管理に服する。よって、海底下貯留の可否は、海を公法的管理す

る国が、これを許すか否かの問題になる。  

国の許可の在り方については、大きく分けて、一定の要件を満たした場合に許可を与

える「積極的許可」と、一定の事由に該当しない限り禁止しない「消極的許可」に分け

られる。  

「消極的許可」のほうが、一定の事由に該当しない限り海底下貯留は禁止されず、自

由に行うことができる点で、海底下貯留の参入が容易になる。  

ただし、作業従事者の保安、公害の防止の観点から、CO 2 地下貯留事業の事業者に一

定の技術的要件及び経済的要件等が求められ、それらの要件を満たさなければ CO 2 地

下貯留事業を遂行できなという取扱いになった場合には、結果として、国の許可の在り

方としては、陸域地下貯留及び海底下貯留の双方で「積極的許可」の形態になると解さ

れる。  

なお、海は民法上の「土地」ではなく、私人の所有権は存在しないことから、海底下

貯留については、上記（ 1）で述べたような他人の土地の利用や他人の土地の地下への

CO2 の流入の問題は生じない。  

 

（３）海洋汚染防止法との関連  

 海洋汚染防止法第 3 条第 7 の 2 号は「海底下廃棄」を「物を海底の下に廃棄するこ

と（貯蔵することを含む。）をいう。」と定義している。この括弧書きの「貯蔵」に該当

 
1西 村 あさひ法 律 事 務 所  紺 野 弁 護 士 （ 本 調 査 事 業 検 討 会 委 員 ） の原 稿 を基 に RITE にて編 集  
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するため、CO2 の海底下貯留は海洋汚染防止法の適用対象となる。しかし、海洋汚染防

止法制定当時から現在までにおいて、CO2 地下貯留の国家的位置付けは変化している。

海洋汚染防止法は、海洋汚染や海上災害の防止を目的とする法律であり、温暖化対策と

しての CCS 導入を考慮して制定されたものではない。  

 また、CO 2 地下貯留事業の作業に係る公害の防止の観点から、事業者が CO2 地下貯

留事業を遂行するために一定の技術的要件及び経済的要件等の充足が求められ、それ

らの要件を満たさなければ CO2 地下貯留事業を遂行できなという取扱いが導入された

ならば、当該取扱いの中で海洋汚染の防止の要請を図れば足り、重複する形で海洋汚染

防止法を適用する必要性はなくなると考えられる。  

 したがって、例えば、CO2 地下貯留事業の作業に係る公害防止のための要件を満たし

て CO2 地下貯留事業を実施することについて許可を得た事業者による海底下貯留につ

いては、海洋汚染防止法の適用から除外されるような仕組み（立法的手当）の検討が必

要となる。  

 

（４）長期的責任の移管に関する立法的手当て  

CCS 事業における長期的責任とは、貯留サイトに係る法的責任（例えば、環境影響、

人間の健康、第三者の財産権、等へ影響を与えることによって生ずる民法上の責任）、

貯留サイトの改善や修復に係るコストを負担する責任、大気中への CO2 漏洩を低減す

るための責任等を意味している。民間事業者が CCS 事業を実施する場合、この長期的

責任に関して、国との何らかの取り決めが無ければ、事業への責任負担の範囲について

見通しが立てられず、CCS 導入の障壁となる。例えば、EU-CCS 指令では、貯留サイト

の閉鎖後に次の条件が満足された場合に、CCS 事業者から各国それぞれの管轄当局へ

長期的な責任が移管される。  

  貯留した CO 2 が完全および恒久的に貯留層に封入されることの確認  

  貯留サイト閉鎖後から一定期間の経過（目安 20 年）  

  責任移管後の管轄当局の義務に対する財政拠出が可能  

また、責任移管後に発生する管轄当局の義務は、①モニタリング、②漏洩等の重大異

常に対する修復措置、③排出枠割当ての放棄、④環境損害の防止および回復、とされて

おり、移管は CCS 指令に基づく責任の範囲に限定されている 3 9 )。  

さらに、長期的責任に係るコスト負担の面からも長期的責任を移管する制度が必要

である。民間事業者にとって、長期的責任に関するコストが賄われる目途が立たない限

り、民間事業者が長期的責任を負担する仕組みは成立しない。よって、そのような目途

が立つまでは、CCS 事業において地下に貯留した CO2 を長期的に管理し、モニタリン

グする事業を国又は公的機関に移管する制度が必要である。  

なお、このような国又は公的機関への長期的責任の移管は、結局は、長期的責任にかか

るコストを日本国民が負担することを意味する。かかる日本国民の負担を軽減する上

では、CCUS を前提とした収益構造や英国等で検討されているように隣国から CO 2 を

受け入れることで収入を得る仕組みなども検討に値する。  

 

（５）地下に貯留された CO2 のモニタリングについての立法的手当て  
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気候変動枠組条約に基づき日本政府が条約事務局に提出する温室効果ガスインベン

トリにおいて、圧入貯留された CO2 の漏洩があるとその量を報告することが必要にな

る。  

したがって、CO2 地下貯留に関しては、圧入貯留された CO2 の漏洩の有無・量をモニ

タリングする必要がある。また、貯留サイトの安全性や健全性を担保するためにモニタ

リングが必要である。  

これらのことから、適正な監視期間の設定やモニタリング方法など、モニタリングのル

ールを立法的に手当てする必要がある。  

 

（６） CO2 地下貯留事業の作業に係る公害防止のための立法的手当て  

CO2 地下貯留事業においては、試掘井、圧入井及び観測井の掘削、CO2 の圧入、井戸

の閉塞、CO2 のモニタリング等の作業が実施される。これらの作業に伴って発生する排

気、粉じん、捨石、排水などを防止するために必要な措置を事業者が講じ、CO 2 地下貯

留事業による公害を防止するための立法が必要である。  

CO2 地下貯留事業には鉱業法と鉱山保安法の適用がないため、鉱山保安法が定める

鉱害（鉱業による公害）の定めは CO2 地下貯留事業には適用がない。  

なお、CO2 自体は高濃度ではない限り有害物質ではない。したがって、公害防止のた

めの立法的手当てが必要であるとしても、それは CO2 自体が有害であることを理由と

するものではないことを明確にした上で検討を進めることが、無用の誤解を避け、CCS

事業に対する社会受容性確保の観点から重要と考える。  

 

（７） CO2 地下貯留事業の作業に係る作業従事者の保安のための立法的手当て  

CO2-EOR や CO 2-EGR であれば、鉱物である石油天然ガスの掘採に付属する業務に該

当して鉱業法と鉱山保安法の適用があり、作業従事者の保安についての法規が存在す

ることになる。しかし、純粋な CO2 地下貯留事業は、石油天然ガスの掘採という側面

がないので鉱業法と鉱山保安法の適用がない。  

なお、CO2 自体は高濃度ではない限り有害物質ではない。したがって、従事者の保安

のための立法的手当てが必要であるとしても、それは CO2 自体が有害であることを理

由とするものではないことを明確にした上で検討を進めることが、無用の誤解を避け、

CCS 事業に対する社会受容性確保の観点から重要と考える。  

 

CO2 地下貯留事業は、井戸を掘削し、CO2 を圧入するという側面において、CO2 -EOR

や CO2 -EGR における石油天然ガスの掘採と同様の側面を有することから、鉱業法及び

鉱山保安法が定めるこれらの作業の従事者の保安や公害の防止に関する規定等は、CO2

地下貯留事業においても応用できるところが少なからず存在すると考えられる。  

他方、「鉱物資源の合理的な開発」（鉱業法第 1 条）を目的とする鉱業法と、気候変動

枠組条約上の CO2 排出量の削減を目的とする CO2 地下貯留事業は、法の目的が異なる。

CO2 地下圧入権、CO 2 地下貯留権などの基本的の権利に相当する仕組みも鉱業法にはな
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い。CO2 地下圧入権に付属するものとして、圧入された CO 2 が他人の土地に流入する

ことを許容する定めも鉱業法にない。  

前述のように、地下に貯留した CO2 を長期的に管理し、モニタリングする事業は国

又は公的機関に移管されることが必要と解されるところ、そのような仕組みも鉱業法

にない。  

以上のとおり、CO2 の地下貯留事業に対する立法的手当てが必要だとして、それを鉱

業法及び鉱山保安法の改正で行うのがよいのか、新法の制定で行うのがよいのかにつ

いては、一長一短があることが本検討会で確認された。  

 

 

2.4. CCS 導入に必要な枠組み・事業環境整備（案）  

1.3.節で整理した海外 CCS プロジェクト事例の中止要因から、CCS 導入に必要な事

業環境整備の枠組み（案）として、表 2.4.-1 右欄に記す、①CCS の意義・許認可、②

CCS 事業の見通し、③CCS 事業の前提、を抽出した。  

まず、それぞれの枠組み（案）の必要性を述べた後、3 つの枠組みに関する事業環境

整備（案）について、海外事例等も参考として検討した。  
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表 2.4 .-1 CCS 導 入 のための事 業 環 境 整 備 の枠 組 み（ 案 ）  

 

①  CCS の意義・許認可  

a.  本枠組みの必要性  

  CCS はリードタイムおよび運用期間が長く、最終投資決定の段階において、公的

支援や規制動向の長期的な見通しが立たなければ CCS 実施の判断ができない。

そのため、CCS 実施の意義に関する枠組みが必要になる。例えば、政策における

明確な位置づけ、CCS 導入時期・CCS コスト目標の目安等を示すロードマップの

検討等が必要になる。  

  温暖化対策を目的とした CCS を安全かつ円滑に実施するためには、CCS のライ

フサイクルに対応した包括的な法制度が必要になる。これらの法制度が未整備の

ままだと、探査等のための土地利用や実施の妥当性、貯留した CO2 の法的責任

（長期的責任の移管）等が不明確となり、CCS 導入の見通しが困難になる。  

 

 

図 2.4 .-1 CCS プロジェクト期 間 のフェーズ分 類 とマイルストーン 3 9 )  

中 止 要 因  概 要   事 業 環 境 整 備 の枠 組 み（ 案 ）  
①政 策 の不 透 明 性  CCS はリードタイムおよび運 用 期 間 が長 いため

に、 実 施 判 断 に おい ては 公 的 支 援 や 規 制 動 向

の長 期 的 な見 通 しがなければ CCS の導 入 は困

難 である。  

  

① CCS の意 義 ・ 許 認 可  

 

 

 

② CCS 事 業 の見 通 し 

 

 

 

③ CCS 事 業 の前 提  

②法 制 度  

 

CCS は、回 収 、輸 送 、貯 留 と関 連 する要 素 が広

く、 そ れぞれに 対 応 すべ き 法 規 的 な 事 項 も 多 岐

にわたる。CCS に係 る法 制 度 が未 整 備 のままだ

と、 土 地 利 用 の 権 利 や 法 的 責 任 等 が 不 明 確 と

なり、回 収 、輸 送 、貯 留 それぞれの事 業 者 は CC
S 導 入 の見 通 しが困 難 となる。また、住 民 理 解

（ 社 会 受 容 性 ） が進 まない可 能 性 もある。  

 

③事 業 収 益  

（ 事 業 見 通 し）  

C CS は投 資 規 模 が大 きく 、運 用 期 間 も長 期 で

ある。特 に温 暖 化 対 策 のための CCS はビジネス

モデルが確 立 されておらず、投 資 回 収 できないリ

スクがある。  

 

④資 金 調 達  CCS を導 入 することによって生 じる追 加 コストを

考 慮 し た 上 で も、 収 益 を 確 保 で き る 事 業 見 通 し

が立 たなければ、CCS の導 入 は困 難 である。  

 

⑤社 会 受 容 性  CCS に対 し、国 民 が温 暖 化 対 策 のための合 理

的 な技 術 としての認 知 が低 い ままであれば、 CC
S プロジェクトへの補 助 金 等 の公 的 資 金 あるい

は 社 会 実 装 そ の も の に 否 定 的 に な る 可 能 性 が

ある。  

 

⑥貯 留 性 能  貯 留 可 能 量 や 貯 留 の 安 全 性 等 に 係 る 貯 留 性

能 が、CCS プロジェクト実 施 判 断 の前 提 となる。  
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b. 本枠組みに関する事業環境整備（案）  

ⅰ ) 海外事例  

CCS に関する包括的な法制度に関する検討のため、表 2.4. -2 のとおり海外事例の概

要を整理した。  

表 2.4 .-2 CCS に関 する包 括 的 な法 制 度 3 9 )  

 

 

ⅱ ) 事業環境整備（案）  

「CCS 実施の意義・許認可」に関する事業環境整備（案）としては、「意義」と「許

認可」を包含して、(1)  CCS に関する包括的な法制度に関する検討が必要と考えられる。  

 

(1) CCS に関する包括的な法制度の検討  

  温暖化対策として CCS を行うためには、温暖化対策を目的とした CCS を安全か

つ円滑に実施することを担保する CCS に関する包括的な法制度の検討が必要。  

  包括的な法制度の検討においては、温暖化対策としての CCS の位置づけを明確

にし、苫小牧実証試験等の国内外でのこれまでの実証試験の経験を踏まえた議

論・検討が必要。  

 

②  CCS 事業の見通し  

a.  本枠組みの必要性  

  温暖化対策としての CCS は、現時点では有効な収益構造がないため、民間事業

者が CCS を導入するには CCS に伴う追加コストを考慮しても収益が得られる収

益構造（ビジネスモデル）、資金調達の枠組みが必要になる。  

  事業の見通しを得るためには、CCS の実施体制および事業責任の範囲についても

明確化にする必要がある。加えて、事業期間を明確にするためには長期的責任の

移管の検討も必要になる。  

  実施体制の検討については、分離回収、輸送・貯留、それぞれライフサイクルを

考慮した検討が必要になる。（例、Longship プロジェクト、英国ビジネスモデル

では、回収／輸送・貯留事業で区分）  
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図 2.4 .-2 CCS のライフサイクル 

（ GCCSI 資 料 4 0 ） を基 に RITE にて加 筆 ）  

 

b. 本枠組みに関する事業環境整備（案）  

ⅰ ) 海外事例  

収益構造（ビジネスモデル）、資金調達の枠組み、実施体制、長期的責任の移管に関

する検討のため、表 2.4. -3～表 2.4-5 のとおり海外事例の概要を整理した。  

 

表 2.4 .-3 収 益 構 造 （ ビジネスモデル） 、資 金 調 達 の枠 組 み 

 
 

海外プロジェクトにおける収益構造（ビジネスモデル）の概要は以下のとおりであ

る。  

  米国：EOR での収益確保が基本となっている。既に北米を中心に 7,200 ㎞程度の

CO2 パイプライン網がある。さらに 45Q が新規プロジェクトの導入を促進してい

る。  

  カナダ：米国同様に EOR での収益確保が基本となっている。ACTL プロジェクト

では幹線パプラインによる拡大を計画している。  

  英国：CCUS クラスタによる検討。回収／輸送・貯留を区分することで、回収事

業者の参入障壁を下げている。輸送・貯留については利用料の収入、電力・産業

については差額を補償するような収益構造を検討している。将来は国外の CO2 受

入れを検討している。  



 

 - 51 -

  ノルウェー：Longship プロジェクトは、産業部門の低炭素化のための CCUS ネッ

トワークで、船舶輸送を検討している。将来は国外の CO2 の受入れを検討してい

る。  

表 2.4 .-4 海 外 プロジェクト実 施 体 制  

 
 

表 2.4 .-5 長 期 的 責 任 の移 管  

 

 

ⅱ ) 事業環境整備（案）  

「CCS 事業の見通し」に関する事業環境整備（案）としては、(1) 国内における CCS

ビジネスモデル、 (2) 将来の CCS 市場創出、それぞれの観点から検討することが必要

と考えられる。  

(1) 国内における CCS ビジネスモデルの検討  

  CCS は既存設備を残しつつ、産業部門の低炭素化、低炭素電源、ネガティブエミ

ッション（BECCS）を可能とする。  

  国内では、北米のような大規模な EOR 市場は望めないため CCS に費やすエネル

ギーの低減と設備利用率の向上によるコスト低減を目指した CCUS クラスタで

のビジネスモデルの検討が必要と考える。  

(2) 将来の CCS 市場創出の検討  

  CCS ビジネスモデルの検討と平行して、将来の CCS 市場創出 注 ）の検討が必要。

市場を創出することで CCS は継続的な事業となる。  

  排出源： CO2 を減らすことに価値を生みだす制度の検討。例えば、非化石電源、

グリーン調達制度、クレジットなど。  

  貯留地点：利用促進に係る制度の検討。例えば、米国の 45Q のような制度。  

  また、先行して CCS を導入する事業者やネガティブ・エミッション（BECCS や

DACCS）を優遇する制度の検討も必要。  
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注 ) ただし、CCS コストが十 分 に下 がらなければこれらの市 場 は成 立 せず、国 際 競 争 力 を低

下 させるとともに最 終 消 費 者 の負 担 が増 すだけである。そのため CCS に関 する革 新 的 な技

術 開 発 の促 進 （ コスト低 減 ） が必 要 となる。 

 

③  CCS 事業の前提  

a.  本枠組みの必要性  

  欧州における CCS プロジェクトの中止事例のように、国民が CCS に対し、温暖

化対策のための合理的な技術としての認知が低いままであれば、CCS への公的支

援（補助金等）あるいは社会実装そのものに否定的になる可能性がある。そのた

め、社会受容性の向上に関する枠組みが必要になる。  

  豪州プロジェクトの中止事例に見られるように、貯留可能量等の貯留性能に係る

不確実性は、CCS 導入実施判断の前提となる。貯留適地の探査・評価等に関する

枠組みが必要になる。  

 

 

図 2.4 .-3 CCS に対 する認 知 度 の推 移 （ 回 答 者 の自 己 評 価 ） 4 1 )  

 

b. 本枠組みに関する事業環境整備（案）  

ⅰ ) 海外事例  

貯留地点探査のデータ整備状況に関する海外事例に関しての概要を表 2.4. -6 に示す。 

各国とも政府の支援を受け、公的機関（NETL.地質調査所等）が中心となってデータ

を整備し公開している。  

 

表 2.4 .-6 各 国 の貯 留 地 点 探 査 のデータ整 備 状 況  

 

 

ⅱ ) 事業環境整備（案）  

「CCS 事業の前提」に関する事業環境整備（案）としては、(1) 社会受容性向上、(2) 

貯留適地、それぞれのから検討することが必要と考えられる。  

(1) 社会受容性向上  

  CCS に関する社会的受容性の向上が重要。  
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  CCS に関するリスク情報の理解と対処の向上には、伝えたい情報、伝えるべき情

報のみだと興味を持ってもらえない。相手の視点、相手が知りたい情報、役に立

つ情報も盛り込まないと、定着しないで短期情報として忘れ去られてしまう 4 1 )。  

  今後、CCS の理解向上のためには、情報の受け手が知るべき情報だけでなく知り

たい情報も含めること。ただ、そもそも CCS に対する興味・関心が低いため、ま

ずは必要最低限の知識と、もっと CCS を知りたいというモチベーションの部分

の土台を上げることが重要 4 1 )。  

(2) 貯留適地確保と情報公開  

  貯留適地の確保は国内での CCS 事業の前提条件である。現在進められている適

地調査事業の成果について、効果的な情報発信が必要。  

  貯留地点の不確実性に伴う事業リスクの懸念及び社会受容性の向上に対しては、

海外で行われているような貯留層データの公開制度が効果的と考えられる。適地

調査事業の成果等を含む CCS 貯留層に特化したデータ整理を行い、公開するこ

とで第三者による評価が可能となる。  

 

2.5. 本章まとめ  

本章では、CCS 制度の枠組みについて、米国・英国の CCUS 関連政策を調査整理し

た。米国における CCUS の普及政策は、エネルギーあるいは安全保障政策に立脚した

ものであり、一方、英国では、経済成長や雇用確保を念頭に置きつつ、温暖化に関する

目標達成を念頭においたものである。  

また CCS 制度の枠組みを検討する上で CCS 実施体制が重要な要素となることから、

参考事例として、ノルウェーの Longship プロジェクトを調査整理した。 Longship プロ

ジェクトの事業実施体制は、回収（ 2 ヶ所（各々 1 社））と輸送・貯留（ 3 社の共同事業）

である。将来的には他国からの CO2 を受入れることで、輸送・貯留の費用を賄うこと

を想定している。なお、CO2 は廃棄物・大気汚染物質ではないものの、公平な負担のあ

り方、官民の役割分担の参考情報として、国内での廃棄物処理実施体制についても概要

を整理した。  

これらの結果および 1 章（ 1.3.節）での CCS プロジェクト導入障壁から CCS 導入に

必要な枠組みとして、①CCS 事業の見通し、②CCS の意義・許認可、③CCS 事業の前

提、を抽出し、それぞれに関する事業環境整備のアイディアを整理した。  
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第 3 章  検討会  

学識経験者、産業界、関係機関の有識者から 12 名の委員の参加を得て、検討会を開

催し、CCS 事業化に向けた制度設計及び事業環境整備に関して、議論を行った。  

 

3.1. 検討会概要  

検討会名称：我が国における CCS 事業化に向けた制度設計及び事業環境整備検討会  

検討会メンバー： 12 名  

  氏名  所属  

1  委員長  松岡  俊文  
公益財団法人深田地質研究所  顧問  

京都大学  名誉教授  

2  委員  安楽  敏行  石油資源開発株式会社  技術本部  副本部長  

3  委員  小田  直樹  電気事業連合会  立地環境部長  

4  委員  小野  透  一般社団法人日本鉄鋼連盟  特別顧問  

5  委員  海江田  秀志  
一般財団法人電力中央研究所  地球工学研究所  

首席研究員  

6  委員  川端  尚志  日本 CCS 調査株式会社  取締役総務部長  

7  委員  岸本  幸雄  日本エヌ・ユー・エス株式会社  取締役会長  

8  委員  工藤  拓毅  
一般財団法人日本エネルギー経済研究所  

理事、電力・新エネルギーユニット担任  

9  委員  紺野  博靖  西村あさひ法律事務所  パートナー弁護士  

10 委員  中垣  隆雄  早稲田大学  創造理工学部  総合機械工学科  教授  

11  委員  野口  嘉一  
電源開発株式会社  火力エネルギー部  

部長（技術企画担当）  

12 委員  和久田  肇  
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構  

CCS 推進グループ  グループリーダー  

 

 

3.2. 開催状況  

第 1 回検討会：  

  日時： 2020 年 10 月 30 日（金） 13:00～ 15:00 

  場所：経済産業省  別館 6 階（ 626／ 628 会議室）  

  出席：委員出席者（ 12 名）  

  テーマ：  
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①  本検討会の開催について（趣旨説明）（ METI）  

②  本検討会の論点と議論整理に向けた方針  案（METI）  

③  昨年度事業の概要説明（RITE）  

④  苫小牧 CCS 実証試験を踏まえた法制度の課題（ JCCS 川端委員）  

⑤  経済波及効果分析の実施概要説明（RITE）  

第 2 回検討会：  

  日時： 2020 年 11 月 30 日（月） 15:00～ 17:00 

  場所：経済産業省  別館 6 階（ 626／ 628 会議室）  

  出席：委員出席者（ 11 名、代理出席 1 名）  

  テーマ：  

①  海外プロジェクトの事例紹介（ACTL（カナダ）等）（RITE）  

②  ロンドン条約 96 年議定書と海洋汚染防止法の概要（ JANUS：岸本委員）  

第 3 回検討会：  

  日時： 2020 年 12 月 25 日（金） 10:00～ 12:00 

  場所：経済産業省  別館 6 階（ 626／ 628 会議室）  

  出席：委員出席者（ 12 名（会場 11 名、オンライン 1 名））  

  テーマ：  

①  地下利用に係る既存の法規制とリスクの軽減策について  

（ JOGMEC 和久田委員）  

②  CCS 事業化に向けた法整備に係る「法的視点からの一考察」  

（西村あさひ法律事務所  紺野委員）  

第 4 回検討会：オンライン開催  

  日時： 2021 年 2 月 1 日（月） 13:30～ 15:30 

  出席：委員出席者（オンライン 12 名）  

  テーマ：  

①  CCS の経済波及効果と影響  （RITE）  

②  海外事例報告（CCS 導入障壁と制度の枠組み）（RITE）  

第 5 回検討会：オンライン開催  

  日時： 2021 年 3 月 5 日（金） 13:00～ 15:00 

  出席：委員出席者（オンライン 12 名）  

  テーマ：  

①  CCS 実施体制の検討のための事例紹介（RITE）  

②  CCS 制度設計及び事業環境整備のあり方の整理（案）（RITE）  

第 6 回検討会：書面開催  

  日時： 2021 年 3 月 19 日（金）※各委員へ書面にて開催を通知  

  出席：書面参加（ 12 名）  

  テーマ：本調査事業  調査報告書の確認  
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第 4 章  まとめ  

4.1. まとめ  

本調査事業では、CCS 事業化に向けた制度設計の枠組みや事業環境整備の検討に資

することを目的に、下記の第 1 回検討会で示した「検討会における論点整理に向けた 5 つ

の方針」に従い、調査・整理を行った。  

 

①長期的責任  

苫小牧 CCS 実証事業は、海洋汚染防止法に基づく無限責任。諸外国の動向や、官民

での役割分担の議論を踏まえつつ、今後の長期的責任のあり方について整理する。  

 

② CCS 事業展開における海洋汚染防止法のあり方  

苫小牧 CCS 実証事業において海洋汚染防止法を適用した背景を踏まえつつ、同法を

適用したことによる課題を整理する。  

 

③地下所有権  

鉱業法では鉱業権がある（CO2 -EOR は、石油資源が鉱物にあたるため、同法の規制

下にある）。大深度地下利用法の規定も参照しつつ、CO2 貯留を含め地下の利用の権利

を定めるべきか整理する。  

 

④ CCS 実施体制の検討  

CCS 導入の実施体制として、海外事例や国内の他の参考となりうる事例（ PCB 廃棄

物処理体制など）を整理する。  

 

⑤導入を促進する施策・制度整備とビジネスモデル  

諸外国の制度を参照にしながら、④の実施体制や、CCS 導入を促進する施策・制度を

研究し、CCS 導入のビジネスモデルについて整理する。  

 

これらの調査・整理の結果として、本調査報告書では、第 1 章にて「海外の CCS プ

ロジェクト事例」、第 2 章にて「CCS 制度の枠組み」、第 3 章にて「検討会（開催状況

等）」および第 4 章「まとめ」にて、各委員からのアンケートの結果を整理している。 

4.2 節に示す各委員からのアンケートに対する意見について、以下のとおり項目ごと

に整理する。  

 

海域や陸域での CCS に関する法整備の早急な検討が必要であるとの意見が多く見ら

れる。CCS を行う場合、法的根拠の後ろ盾がないと、貯留事業に手を挙げる民間の事業

体が現れない。さらに、国が CCS 事業を推進していく政策を示すことが、制度設計や
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事業者のインセンティブ、社会受容性などから必須であり、規制法ではなく CCS を促

進していくことを目的とした法整備が望ましいとの意見があった。  

また、一定の長期的責任が事業に課されるとすると、民間資本にとっては投資ハード

ルが大変高くなることから、圧入した CO 2 の長期的責任の国への移管については、民

間が実施する限りにおいて必要であるとの認識が大半である。併せて一定期間後に監

視（モニタリング）義務を国に移管することも必須という認識であった。脱炭素という

国策のもと、貯留した CO2 に関連して、中長期的に周辺地域への環境問題、災害等が

起きた場合の責任を民間事業者が負うことは困難であり、ひいては周辺住民や地域へ

の補償や対応が十分にできない可能性があるので、国や国が管理する法人が責任を持

つように明確化すべきとの意見もあった。このように、法整備の検討にあたっては、実

施体制を如何にするかによって長期的責任のあり方等必要な措置が変わるため、具体

的なビジネスモデルを考えながら行うことが必要との意見があった。  

なお、2050 年以降もネガティブ・エミッションのための CCS は残るとしても、化石

燃料使用量の減少に応じて貯留量そのものは減少する可能性が大きいと想定され、貯

留事業は 2050 年以降、国内では非成長産業となると考えるべきであり、これらの状況

を踏まえた上での検討が必要であるとの意見もあった。一方、海外において貯留ビジネ

スは成長の可能性があり、海外ビジネス展開も視野に入れるべきとの意見もあった。  

 

海洋汚染防止法との関わりについては、CO2 を廃棄物とみなすのではなく、CCS の包

括的な制度の検討の際には適用除外にできるような法律構成を検討することが必要で

あるとの意見がある。その際は、CCS 事業の実施と海洋環境保全のバランスをとるべ

きである。なお、ロンドン条約 96 年議定書とその CO2 -WAG によって縛られることも

留意しなければならない。苫小牧 CCS 実証事業での経験から改善が必要と考えられる

課題は、①陸上からの CO2 の海底下貯留がロンドン議定書の範囲外と解されるにもか

かわらず、海洋汚染防止法では適用対象とされること、②モニタリング期間に定めがな

く、5 年ごとの許可申請手続きが必要なこと、③CO2 の分離回収方法が限定されており、

ロンドン議定書では規定されていない高い CO2 濃度基準が設定されていること、④海

洋汚染防止法が廃棄物を海中廃棄する際の手続き及び環境保全について定めた法令で

あって、CO2 地下貯留のための法令となっていないこと、である。これらの問題を解決

するため、海洋汚染防止法の改正も含め、陸域貯留も包含した CCS 実施のための特別

措置法を措置して、CCS を地球温暖化対策のための有効策と位置づけ、環境汚染防止

との両立を図る内容とするべき、という意見があった。  

 

地下の利用に関しては「地下利用の権利」という概念が包含される鉱業法をベースに

検討することが合理的であるとの意見がある一方で、鉱業法では目的そのものの見直

しが必要なことや最終鉱業権者が無期限責任を負うことが定められており、鉱業法の

改正では難しいとの意見もある。また、土地の所有者のいない海底下と陸上の事業者所

有地では状況が異なるため、分けて整備する必要があるとの意見もある。さらに、大深

度地下の利用に関する特別措置法は想定深度、適用地域が CCS と異なり、CCS の根拠
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法として利用することが困難との意見もあった。いずれにしても迅速かつ効率的な立

法手当ができる方法（新法／既存法改正）が良いとの意見があった。  

 

CCS の立法については必要との認識が多数であった。CCS 実施のための事業法とし

ての必要性と、CCS 導入のインセンティブとしての国の役割等を明確にするための必

要性の両面からの意見があった。また、民法との関係を整理する権利義務関係を規定す

る「業法」と資金提供を規定する「負担スキーム」についての制度構築が必要との意見

があった。  

立法的手当てが必要な事項としては、①従事者の保安、②公害の防止／環境保全、③

作業に必要な範囲での他人の土地の利用及び収用、④土地所有者の所有権とは無関係

にその地下に CO2 を貯留することの許容、⑤貯留された CO2 のモニタリング、⑥海洋

汚染防止法の適用除外、⑦長期的責任の移管などといった意見があった。  

 

許認可については、他の大規模事業同様、法、規則、ガイダンス等に則り適正に実施

されたことを確認する必要があり、従事者の保安や公害防止が必要となる掘削開始段

階から適用することで良いのではないか、との意見であった。また許認可付与のため、

CCS 事業者の技術能力や CO2 削減量を認証する制度、スキームの構築が必要で、 ISO

（国際標準化ルール）を認証の条件にするという意見もあった。認証システムはファイ

ナンスや保険評価に有効と考えられる、とのコメントもあった。  

 

CCS の実施体制としては、回収は民間、輸送・貯留の共通的な部分については国（も

しくは国が委託する事業者）が主体で行うケースを支持する意見が多い。理由として

は、日本においては、CCS の回収／輸送／貯留の各プロセスについて、それぞれ強みを

持つ事業者が異なり、排出事業者の多くが必ずしも貯留に係る技術的知見を持ち合わ

せていないこと、および事業のライフサイクル、事業リスクが異なることなどがあげら

れた。ただし、輸送については、民間が行うこともあり得るとの意見もあった。CO2 を

回収した事業者は、削減した CO 2 量に応じて得られるクレジットを財源として、輸送・

貯留事業者に処理してもらうアイディアの提示もあった。官民の役割について、CCS に

限らないことではあるが、CCS の各フェーズにおいて、民がビジネスとして参入でき

るようになるまでの初期段階には、国主導による十分な研究開発の推進で、技術確立お

よびコスト低減を進めていくことが重要であるとの意見があった。  

また、導入初期と社会実装が進んだ段階で分けて考えるべきとの意見もあった。導入

初期においては国が主導で CCS を進め、民間主体で進められるような状況（経済性等）

となった段階で民間へ移行する意見もあった。ただし、リスクの高い圧入サイトの調査

などは、民間に移行した後も国の関与は相当程度残ることを想定しているとの意見が

あった。また適地調査についても調査井の試掘までは国が実施すべきとの意見があっ

た。CO2 貯留サイトは洋上風力の場合と同様に有望サイトをゾーニングし、事業者が国

から使用権を与えられるというスキームが参考になるとの意見もあった。  
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CCS が複数のプレーヤーによる市場として機能するためにはリスクに見合うリター

ンが必要であり、EOR 市場が期待できない日本においては、排出者にとっては純粋な

コストであるという点に留意が必要で、適地選定に関する高い不確実性や、事業規模の

大きさ、また、長期的な貯留責任の担保といった観点から、少なくとも貯留に関しては

国が担うことが適切との意見もあった。また、インセンティブの設計も含め、ビジネス

としての自律的な市場形成はハードルが高いとの意見があった。  

 

CCS のビジネスモデルに関しても、費用負担等の観点から回収は民間、輸送・貯留は

国主導で行うケースを支持する意見が多い。また、CCS そのものは温暖化対策として

のためであり、その効果は日本の「公共益」と考えられ、国内での事業機会や雇用を創

出することから、公共事業として実施することが相応しく、民間事業にはなじまないと

の意見もあった。 CO 2 が化石エネルギーを利用する全ての利用者から排出されるもの

であることを考慮すると、ビジネスモデル・費用負担としては、CCS の共通基盤である

輸送・貯留については公共事業とし、その費用についても社会全体で負担する仕組みが

望ましいとの意見があった。  

CCS は、分離・回収，輸送，貯留のフローのどれか一つでも欠けると、サプライチェ

ーン全体が機能しなくなるリスクがあるので、それぞれの技術・コスト課題が解決さ

れ、確実性が確保されることが重要で、ビジネスモデル構築にあたっても、これらのリ

スクの排除、最小化を考えることが重要であるとの意見もあった。  

一方で、民間主導で実施するためには、CCS に伴い十分な収入を得る仕組みが重要

であるとの意見もあった。ここでは、海外 CO2 を受入れ、収入を得る方法がアイディ

アとして示された 補 足 説 明 参 照 ）。  

 

社会受容性については、環境や健康への影響に対するものの他、費用負担に対するも

のがあると考えられるが、これらの国民や地域への理解促進・受容性の向上について

は、 CO2 が化石エネルギーを利用する全ての利用者から排出されるものであることを

考慮すると、 PA 活動やステークホルダーとのコミュニケーション等についても、国が

前面に立って対応するのが望ましいとの意見があった。  

 

CCS 事業に関するインセンティブとしては補助金が効果的であるとの意見が多くあ

った。また、CCS 産業創生の初期段階では税制優遇、国の債務保証などの方策も有効で

あるが、将来 CCS 業界が成熟した段階では、CO2 オフセットクレジットなどを活用し

た CCS 市場を創出すべきとの意見もあった。その他、例えば先行企業には免税、後発

企業には導入を促す仕組を確立することも CCS の早期実現を促すインセンティブにな

り得るとの意見があった。  

ただし、具体的な CCS 事業を想定した上で、経済性も含め検討を行わなければ真に

必要な施策・インセンティブは構築できないとの考え方も示された。現時点では既に概

念的な議論の段階は過ぎ、精緻な計画を立てつつ議論する段階にあると考えるとの意
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見があった。また、CCS が複数のプレーヤーによる市場として機能するためにはリス

クに見合うリターンが必要であるとの意見もあった。そのためには、 2050 年でのエネ

ルギー基本計画の中に、CCS の明確な目標を記載し、目標達成のためのロードマップ

の精緻化を進めることが必要であり、さらには国内において、苫小牧の次のプロジェク

トとなる 100 万トン級の CCS 事案を進めるべきとの意見があった。  

なお、CCS は「コスト」であるため、収益性ドリブンな施策は考えにくく、また、カ

ーボンプライシングは、生産拠点の海外移転など国内 CCS 以外の手法の選択を招く可

能性があり、CCS 促進施策として適当ではなく、CCS を公共事業と位置づけ、必要コ

ストの公的負担や事業終了後の国への責任移管などを明確にすることが、CCS 促進に

つながると考えるとの意見があった。  

その他、費用負担のあり方については、受益者負担を原則としつつも、このことが国

際競争力を阻害しないような税制上等の仕組みが必要であることも意見としてあげら

れた。  

 

CCS コストの削減に係る技術研究および実装規模でのインフラ整備への取組みが必

要であるとの意見が多くあった。また社会受容性の面からは、CO2 は高濃度でない限り

有害ではないことを広く知らせ、必要であれば CO2 が有害ではないことの議論を深め

る取り組みをすべきであるとの意見もあった。さらに CCS 全体のチェーンリスク（分

離回収、輸送、貯留のどれか一つでも欠けると全体が機能しなくなるリスク）があるた

め、それぞれの技術、コスト面の課題が解決されて、確実性が確保されることが重要で、

ビジネスモデル構築にあたっても、これらのリスクの排除、最小化を考えることが重要

との意見であった。官民の役割の観点では、民間がビジネスとして参入できるように、

分離回収、輸送、貯留のいずれも初期段階においては、国の指導・支援により十分な研

究開発が推進され、CCS の技術確立、コスト低減を進める事が重要であるとの意見も

あった。  

ただし、CO2 削減には様々な手法があり、技術開発が進んだ安いものから順次導入さ

れていくことを考慮すると、あくまで複線シナリオの中での取組であることに留意す

る必要があるとの意見があった。  

また国内 CCS のコスト競争力は十分に維持できる余地があることから、国内での

CCS 実施の必要性に関する意見も多くあった。安易に CCS を海外に依存することは、

日本の国益に反する場合もあるので、長期的には持続可能なシステムとは言えないと

の意見もあった。国内 CCS に経済的メリットがある限りにおいては官民一体となって

推進すべきで、どうすれば競争力を維持して国内で CCS を実施できるのかを徹底的に

追求すべきであるとの意見があった。  

その他、国内で技術開発や CCS を着実に進め、技術知見を蓄積していくことが、国

際貢献においても有効であり、そのためにも、海外 CCUS 事業の二国間クレジット制

度の枠組み整備を進めていく必要があるとの意見や、 2050 年カーボンニュートラルを

確実に実施するためには、まずは国内 CCS 事業に係る議論と制度設計を早急に進めな
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ければ、間に合わなくなる危険が高く、リスクの高い海外 CCS 事業への依存を検討し

ている時間的余裕はないとの意見もあった。  

今回、経済波及効果のモデル分析の対象とした石炭火力への適用については、CO2 回

収コストも高いなか、長期運転による耐久性確認など解決すべき技術的な課題も多く、

初期導入の投資規模が大きいことから、成功しなかった場合、損失も大きいという課題

提起があった。また、日本の電気料金には既に FIT が賦課されていることも踏まえ、電

気料金が過度に高騰し、将来のカーボンニュートラルに不可欠であると考えられてい

る「電化の促進」を阻害することがないよう留意が必要との意見もあった。  
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(補足説明 )  

 

CO2 を貯留することによる収入は、理論的には、以下の方法が考えられる。  

①  国内の CO 2 排出者から CO2 を引き取ることの対価として得られる CO2 引取料収入

（以下「国内 CO2 引取収入」という。）  

②  海外の CO 2 排出者から CO2 を引き取ることの対価として得られる CO2 引取料収入

（以下「海外 CO2 引取収入」という。）  

③  CO2 を原料とする製品の生産者に対して地下貯留した CO2 を販売して得られる収

入（以下「CO2 販売収入」という。）  

 

まず、①の国内 CO2 引取収入について言えば、国内の CO2 排出者（以下「国内 CO 2

排出者」という。）が CO2 地下貯留事業者に支払う CO 2 引取料は、当該国内 CO2 排出者

が生産する製品（例えば、ガス火力発電事業者の電力、ガス改質事業者の水素等）の製

造コストになるので、結局、当該製品（例えば、電力、水素等）の価格に盛り込まれる

ことになる。よって、国内 CO2 引取収入によって長期的責任コストを賄う仕組みにす

ると、累積していく長期的責任コストの結果、当該国内 CO2 排出者が生産する当該製

品（例えば、電力、水素等）の価格は上昇し続け、当該国内 CO2 排出者の競争力は失わ

れ、事業が立ち行かなくなる可能性がある。したがって、①の国内 CO2 引取収入で長

期的責任コストを賄う仕組みは採りがたい。加えて、当該国内 CO2 排出者が生産する

当該製品（例えば、電力、水素等）の消費者が主に日本国民の場合には、結局は、長期

的責任コストを日本国民が負担する構造にもなり、長期的責任コストを民間の CO 2 地

下貯留事業者から国又は公的機関が引き取る仕組みと、国民負担の観点からは大きく

変わらないこととなる。  

次に、②の海外 CO2 引取収入について言えば、海外の CO2 排出者（以下「海外 CO 2

排出者」という。）が CO2 地下貯留事業者に支払う CO 2 引取料は、当該海外 CO2 排出者

が生産する製品の製造コストになるので、結局、当該製品（例えば、電力、水素等）の

価格に盛り込まれることになる。よって、海外 CO2 引取収入によって長期的責任コス

トを賄う仕組みにすると、累積していく長期的責任コストの結果、当該海外 CO2 排出

者が生産する当該製品（例えば、電力、水素等）の価格は上昇し続け、当該海外 CO2 排

出者の競争力は失われ、事業が立ち行かなくなる可能性がある。また、当該海外 CO 2 排

出者が生産する当該製品の消費者が主に当該海外の国民の場合には、長期的責任コス

トを当該海外の国民が負担する構造にもなる。  

国内 CO2 排出者の競争力を向上させ、長期的責任コストに対する日本国民の負担を

軽減する観点からは、②の海外 CO2 引取収入を原資として長期的責任コストを賄うこ

とが望ましいが、海外の CO2 排出者から CO2 を引き取ることについての検討は進んで

おらず、その可能性は明らかになっていない。  

③の CO2 販売収入について言えば、CCUS の技術開発及び CO2 を原料とする製品の

市場規模の状況から、当該収入の規模が長期的責任コストを賄うのに十分となる見通

しは現時点でない。また、仮に、CCUS の技術開発が進み、且つ CO2 を原料とする製品

の市場規模が大きくなったとしても、そもそも一度地下に圧入され、貯留されている
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CO2 を原料とするよりも、地下に圧入される前の CO2 を原料とした方がコストが安い

ことから、CO2 地下貯留事業者が販売する CO2 は価格競争力が相対的に低くなるとい

う課題がある。  

 このように、海外 CO2 引取料収入（②）や CO2 販売収入（③）によって長期的責任

コストが賄われる目途が立たない限り、民間主体で無限責任の CCS を実施することは

難しいと解する。  
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4.2. 事業環境整備のあり方に関するアンケート結果  

事業環境整備のあり方に関し、本調査事業の検討会（ 3 章）の各委員に次の項目に沿

って、アンケート調査を行った。アンケート項目は以下のとおりであり、それぞれにつ

いて、自由に意見を募集した。  

 

I.  将来的な CCS 事業展開（事業の確実性の担保）に関連する法整備等  

①  貯留された CO2 の長期的責任（責任移管）・廃坑管理の明確化  

②  CCS 事業展開における海洋汚染防止法との関わり  

③  CO2 貯留を含めた地下利用の権利  

④  CCS に係る立法の必要性等  

II .  CCS 導入の実施体制並びに官民の役割分担等  

①  CCS 実施体制並びに CO2 回収・輸送・貯留における官民の役割分担  

②  ビジネスモデル  

III.  CCS 導入を促進する施策･インセンティブ等  

①  CCS 事業の資金調達等  

②  貯留性能の不確実性リスク低減等  

③  温暖化対策における CCS の位置づけ  

IV.  その他（ CCS 導入に向けての必要事項）  

①  コストダウン、安全性向上等  

②  国内 CCS 事業が海外 CCS 事業に対して競争力を維持できる方策等  

 

各項目への委員からの意見について、以降に示す。  

 

  まずは大枠の法整備（貯留地点を海上とか陸上とかには限らない）が必須であり、

早急に新法作りに着手すべきと考える。海防法との関連では、新法では CCS 事業

を廃棄物処理ではなく、全く別の枠組みとして、海防法の適用外にできるような法

律的な構成が必要と考える。法整備が進まないと CCS 事業を考えようとしている

民間企業は着手の糸口もつかめないのが現状である。その理由は、CCS は初期投資

が他の事業と比べて膨大となるからである。法整備が後からついてきても、事業の

やり方を途中で変更できるような事業形態ではないため、ベンチャー的に着手でき

ない。さらに、現在検討が進んでいるカーボンプライシングの議論を踏まえ、具体

的なビジネスモデル（補助金の入れ方や、インセンティブの与え方など）を考えな

がら、法的な詳細事項作っていくのが良い。許認可は、環境省と経済産業省が共同

で行うシステムにした方が良く、 ISO の認証を条件にするか、国内での別の認証シ

ステムの構築の検討も必要となる。認証システムはファイナンスや保険評価には必

要と思われる。  

Ⅰ－①  貯留された CO2 の長期的責任（責任移管）・廃坑管理の明確化  

  貯留者（民間企業）のリスクをモニタリング義務と漏洩時の責任とに分けて整理す
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る。モニタリング義務については、その費用を公的資金により賄い続けることが保

証されるのであれば、貯留行為を民間企業が行う場合であっても、大きな問題はな

いと考えられるが、貯留者が民・民ベースの契約（例えば、貯留する者がその費用・

報酬を貯留委託者である排出源者に対して請求するなど）により、モニタリング費

用を含めて回収することが求められるのであれば、特に圧入停止後のモニタリング

費用を、民間企業である排出源者から民間企業である貯留者が永遠に徴収し続ける

契約を締結することは非現実的であり、貯留行為を行う者の事業リスクと事業成立

のハードルは極めて高くなると思料される。民・民モデルを前提にするのであれば、

モニタリング義務は、圧入終了後一定期間で貯留実施者から国等に移管されるか、

又は、一定期間経過後の監視費用は国が直接負担することを確約する等の措置が取

られることは、貯留事業コスト回収の予見可能性確保の観点からは ”必須 ”である。 

  CO2 漏洩リスクについては、鉱業法・鉱山保安法においては、最終鉱業権者にその

責を帰すことになっているため、最終鉱業権者は廃坑処理を的確に遂行することに

より対応してきている。他方、CO2 の地下貯留においては、圧入停止後の漏洩リス

クは坑井を介するものには限られないものの、一般的には、圧入中及び圧入終了直

後の漏出リスクが最も高く、以後リスクは低下していくことや、そもそも漏洩リス

クの小さい貯留地点・貯留レート・累計貯留量が選択されていることを前提とすれ

ば、半永久的な漏洩リスクを（現行鉱業法との対比において）民間企業が全く取れ

ないとまでは言えない。しかしながら、上述のとおり、モニタリング義務を圧入終

了後一定期間内で免除（国等に移管）する必要性からは、同じタイミングで漏洩責

任も国等に移管することが整合的であると考えられ、また、貯留事業に投融資する

資金提供者の立場からもファイナンスが容易になる効果が期待される。尚、モニタ

リング、漏洩時対応（貯留者の過失による漏洩を除く）ともに、その金銭的負担を

公的資金で賄うことが担保されるのであれば、その実質的な責任は最初から国にあ

ると考えられるので、移管等の措置の必要性は低下すると思われる。  

  脱炭素という国策のもと、貯留した CO2 に関連して、中長期的に周辺地域への環境

問題、災害等が起きた場合の責任を民間事業者が負うことは困難であり、ひいては

周辺住民や地域への補償や対応が十分にできない可能性がある（その地で事業を継

続していない可能性、企業が存続していない可能性も）。したがって、国や国が管

理する法人が責任を持つように明確化すべき。  

  貯留の実行は民間が行うにしても、事業終了後の管理責任は速やかに国に移管され

るべきと考える。その際、事業期間において CO2 圧入・貯留が、法制度や規則、国

が定めたガイダンス等に則り実行されたことの確認（事業実施前の検査、実施中の

検査、事業終了時の検査等）が行われることを条件とすべきではないか。また、必

要であれば、事業終了後一定のモニタリング期間を課すことも考えられるが、その

期間については、民間企業が十分に対応できる期間とすべきではないか。  

  民間企業が無限責任を負うことは、その企業がいつまで存続するか不明であり不可

能と思われる。また、現状では無限責任だけでなく、 5 年毎の監視計画や実施が永

遠に続くため、費用も膨大なものとなり、これも対応は不可能と思われる。米国の

いくつかの州で定められているように、①貯留層の健全性と貯留した CO2 の安定性
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の確認、②閉鎖後管理のための資金拠出を責任移管の条件として、貯留終了から一

定期間（ 10 年くらい）後に移管するのが望ましいのではないかと思う。  

  CCS の貯留部分については全て国の責任 (または費用負担 )において実施するのであ

れば大きな問題はないが、民間が事業ベースで実施する場合には、無限責任とされ

た場合には事業として成立しない。監視義務に関しては、例えば貯留を請け負う事

業者が、排出事業者から貯留した CO2 の監視費用を永遠に受け取って監視を続ける

ような契約を締結することは現実的ではない。貯留を請け負う事業者としても、無

限責任のままでは事業コストが無限大となることから、投資判断ができず、民間は

実施することは不可能であり、一定期間後に監視義務を国に移管することは必須。

また、廃坑管理に関しては、CCS は圧入中及び圧入終了直後の漏出リスクが最も高

く、以後リスクは低下していくことから、圧入条件等に応じ、圧入終了後一定期間

後、監視義務の終了と同時に国への責任移管とするか、若しくは監視の必要性自体

を無しとすべき。  

  回収・輸送・貯留の事業主体をどうするかによって、長期責任移管のあり方は異な

る。まず国内での貯留事業であるが、2050 年カーボンニュートラルに向けて将来の

化石燃料の使用量が大きく減少する（期待）ことが考えられ、特に 50 年以降もネ

ガティブ・エミッションのための CCS は残るとしても、化石燃料使用量の減少に

応じて貯留量そのものは減少する可能性が大きいと想定される。したがって、（閉

鎖後管理を除く）貯留事業は 2050 年以降、非成長産業となると考えるべきである。

貯留を民間事業として成立させる場合、 2030 年前後から始まる成長期が 15～ 20 年

程度続いて、その後は停滞・衰退期に入る可能性が高い。このように成長後の早い

段階で国内市場では衰退期を迎えることが予想されて、かつ一定の長期的責任が事

業に課されるとすると、民間資本にとっては投資ハードルが大変高いものになるよ

うに感じる。一方、海外においては、日本から輸出する CO2 の貯留もあるが、ブル

ー水素・アンモニアの製造において CCS の需要は膨らみ、 2050 年以降も続くはず

である。国内市場においては 2050 年以降に衰退のおそれがあり、一方海外におい

てはむしろ成長の可能性のある、というのが貯留ビジネスであろう。このような可

能性を考えると、貯留ビジネスについては海外ビジネス展開も可能な国直轄の特殊

会社の形態を現実的なものとして考えていくべきではないか。CO2 貯留という行為

が、地球環境保全を踏まえた（化石）エネルギーの効率的利用のためのある種の「資

源開発、資源確保の一環」ととらえれば、かつての国策会社としての石油資源開発

㈱と似たような役割を持つことも考えられ、海外での CCS 事業開発や貯留層管理

を行い得る主体たりえる位置づけも考えられる（ JESCO 型であるが海外での事業も

行える会社）。この場合、貯留者は事実上「国」であるので長期的責任移転の問題は

生じないが、CCS を事業として考える上では、プロジェクト期間内の収支計算がで

きるように貯留後の長期的責任は事業とは切り離し、長期的責任に関連するコスト

負担については、全額を税で賄う場合は別として、貯留を依頼する企業・団体から

の出捐金なり拠出金、あるいは貯留料を、どの程度、いつまで負担するのか、を決

める必要がある。  

  CO2 を貯留することによる収入、又は貯留した CO2 を販売することによる収入が十
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分でなければ民間主体で無限責任の CCS を実施することは難しいと考える。十分

な収入を得られる方法として、理論的には、以下の収入獲得方法が考えられる。  

①国内の CO 2 排出者から CO 2 を引き取ることの対価として得られる CO2 引取料

収入（以下「国内 CO2 引取収入」という。）  

②海外の CO 2 排出者から CO 2 を引き取ることの対価として得られる CO2 引取料

収入（以下「海外 CO2 引取収入」という。）  

③CO2 を原料とする製品の生産者に対して地下貯留した CO2 を販売して得られ

る収入（以下「CO2 販売収入」という。）  

このうち、海外 CO2 引取料収入（②）や CO2 販売収入（③）によって長期的責任コ

ストが賄われる目途が立たない限り、民間主体で無限責任の CCS を実施すること

は難しいと解する。その上で、国の負担を軽減するためには、国内の CO2 貯留ポテ

ンシャルの確認と開発を進め、海外 CO2 引取料収入の獲得可能性を追求することが

必要と解する。日本国内の CO2 排出者にとって、「海外の事業者に CO2 を引き取っ

てもらう」或いは「海外から脱炭素化されたエネルギー、原料を調達する」よりも、

国内に CO2 を貯留した方が経済的にメリットのある状況を確保する範囲内で、国が

費用と責任を負担すべきと考える 補 足 説 明 参 照 ）。  

  陸上であれ、海底下であれ、地下貯留は安定に貯留できる地層を選定して実施する

のが大前提である。民間が主体となって貯留層を運営したとしても、閉止後の一定

期間のモニタリングは必要であるが、無限責任の必要はないと考える。ファイナン

ス面で目途が付かない限り、民間単独での貯留層の事業運営の道はないと思われる

が、その場合でも１つの貯留層に対する全圧入井が閉止した後に、例えば 10 年程

度の監視モニタリングを経て、データと共に国＋民間出資の機構（例えば NDF 廃

炉支援機構のような主体）に引き渡し、その後 30 年程度最低限のモニタリングを

継続などが考えられる。いずれにせよ、貯留事業は切り分けて非競争的に進めるべ

きと考える。  

  CO2 貯留の超長期に亘るリスク評価は難しく、かつリスクテイクの手段（保険付保

も難しいと考えられる）も限られるので、無限責任では民間事業者は投資判断でき

ないと考える。海外事例が参考になるが、CCS 終了後一定期間のモニタリングの後

に、事前に定めた判定条件で国に責任を移管するのが一般的と考えられる。なお、

CCS 終了後のモニタリングは必要最小限の内容とし、移行期間も海底下地下貯留は

陸域貯留より安全性が高いと考えられるため、年数は少なくても良いと考える。  

  CO2 の長期的責任については、生じうる責任をリストアップした上で、それを誰が

どのように受け持つのか、諸外国の例や国内法令との整合性も踏まえ、丁寧に検証

していくことが必要である。廃坑管理についても同様。民間が廃坑管理を半永久的

に担うことになれば、大きな参入障壁となることから、国が担うべき役割は大きい。

しかしながら一方で、全ての責任を国に移転すれば解決するということでもない。

例えば、長期的安定性のモニタリングであればノウハウとコンピテンシーを有する

政府機関が貯留された CO2 をモニタリングすることが効率的、周辺環境への影響が

生じた場合の原状回復費用については事業者から応分の負担による基金造成を行

うなど、個別事象に照らして対応策を検討していくべき。  
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Ⅰ－② CCS 事業展開における海洋汚染防止法との関わり  

  CCS は、海域に限定されるものではなく、陸域も候補となりうると考えられるため、

海域に特化した海防法およびその改正に準拠し続けるのは妥当ではなく、陸域と海

域を体系的・一元的にカバーする法整備が必要であると考える。海域の CCS には

海防法の適用を行う場合、現行過度に保守的な海洋環境保全の考えと考えられるた

め、モニタリングの頻度など、規制を緩める方向での整理は可能であると考える。 

  CO2 海底下貯留に特化した新たな規制法を策定し、海防法の適用除外することは考

えられないか（例えば発電用ボイラーは電事法の規制を受ける代わりに労安法ボイ

ラー則の規制は受けない）  

  CO2 貯留を廃棄ではなく、何十年後かに再利用するために貯蔵する物とすれば、海

防法の適用を受けずに実施できる可能性もあるかもしれない。しかし、現状では一

般社会の同意を得るのは無理だと思われる。我が国の地質・水理構造やテクトニク

ス環境に基づくと、海底下の地中貯留より海洋貯留（もしくは隔離）の方が貯留可

能量や貯留の安全性から見ても望ましいのではないかと思う。しかし、海洋貯留は

海洋環境への影響評価や 96 年議定書の付属書 1 の改正が必要とのことで、国際的

な交渉が必要となると実現は難しそうに思われる。苫小牧での実証試験により現状

の海防法で実施できることは示されたと思うが、貯留する CO 2 の濃度（ 99％）など、

規制を見直すことにより CO2 回収や貯留に係わる手続きの期間やコスト削減に寄

与するのではないかと思われる。  

  日本政府としてロンドン議定書を批准している以上、CO 2 の海底下貯留を全て海防

法の適用除外とすることは現実的ではないものの、現行の海防法の規定には、大き

くは下記 4 点の問題があり、改善が計られる必要がある。  

①陸上からの坑井掘削による海底下貯留は、ロンドン議定書の適用範囲外と解さ

れている一方、海防法では適用対象とされていること  

②モニタリングの義務に期間の定めがなく永続的で、5 年ごとの許可申請手続き

が求められており、かつ、科学的根拠に疑問の残る過剰なモニタリング項目の

設定等が存在すること  

③貯留する CO2 の分離回収方法が科学的根拠なく限定されており、また、ロンド

ン議定書では規定されていない高い CO2 濃度基準が規定されていること  

④海防法は、元来海底下（海中）に廃棄物を投棄する際の手続き及び環境保全に

ついて定めた法令であり、 CO2 地下貯留を行うための法令となっていないこ

と。  

これら現行海防法上の問題点に加え、陸域で CCS を実施するための法的根拠につ

いても存在していないことから、CCS 実施の根拠法令となる特措法（既存法の改正

を含む）を措置し、陸上・海上を問わず漏出を防止する一定の規制を課した上で、

海防法からも当該規制を引用し、真に海洋環境の汚染の防止に必要な措置のみ、漏

出の監視を前提としない形で追加的に規定する方法が考えられる。  

  海底下貯留を前提とするならば、海洋汚染防止法云々よりもむしろロンドン条約 96

年議定書とその CO2 -WAG によって縛られることに留意しなければならない。同議

定書に縛られない方法は唯一、「海底下貯留は（議定書適用外である）陸地からの
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直接封入以外は実施しない」とすることだが、今の時代、だからといって同じ海底

下を利用する CO2 貯留行為について、 96 年議定書にそぐわない海洋環境管理方法

が国際的に受容されるとは到底思われない。個人的見解として、気候変動対策の重

要な手段である CCS を「海洋環境保全のための規制法たる海洋汚染防止法」のみ

しか規定していないのは全く不自然であって、やはり CCS 事業法のようなもので

推進と環境保全のバランスをとるべきであろう。したがって、その中で海洋環境保

全をも担うべきと考えるが、そうであっても上述のように 96 議定書の CO2 -WAG は

無視できないものである。部分的な軽減やより一層の明確化等の必要性はあるもの

の、今後の CCS 事業、あるいは CCS 事業法においても、現在の海洋汚染防止法の

太宗は活かさざるを得ないのではないかと考える  

  適用除外を検討すべき、と考える。CO2 を地下に圧入し、貯留する権利を付与する

にあたり、鉱業法と同様に、従事者の保安と公害の防止に必要な技術的要件と経済

的要件等を求めることにすれば、海防法は重複になることから、海防法の適用除外

を検討できることになると解する。CCS については、気候変動枠組条約の下で、CO2

が吸収されたと計量できる方法であれば、技術要件としては足りる。そのような手

法の CCS は、海洋汚染防止法第 3 条第 7 の 2 号が定義すする「海底下廃棄」、すな

わち「物を海底の下に廃棄すること（貯蔵することを含む。）をいう。」に該当しな

い、という整理も可能性があるのではないか。  

  海洋汚染防止法制定の経緯から、海洋汚染防止法だけでは CCS を縛る法律として

適当ではないと考える。  

  ロンドン条約批准を受けた現行海防法での CCS 適用除外は困難と考える。ただ、

国内外での CCS の経験から CCS の安全性が確認されれば、将来的にはロンドン条

約の CO 2-WAG 改定に向けた働きかけは行うべきと考える。また、苫小牧 CCS 実証

成果を反映すれば、より柔軟な運用は可能と考える。CO2 は海水中に自然に存在し、

生物活動や海流の動きなどによって濃度はたえず変動しており、万一 CO2 が微小漏

洩してもモニタリングは困難だと推定される。ただし、地下の状態を監視すること

で貯留の安全性をモニタリングできるため、海域のモニタリングは必要最小限とす

べきである。また、海外の海底下 CO2 貯留におけるロンドン条約適用事例を調査す

る必要もある。  

  CO2 貯蔵を廃棄として、海洋のみの法令で規制するのは無理があるのではないか。

別法令を適用すべき。  

Ⅰ－③  CO2 貯留を含めた地下利用の権利  

  土地の所有権に関しては、民法第 206 条によれば、所有者は、法令の制限内におい

て、自由にその所有物の使用、収益及び処分をする権利を有し、民法第 207 条によ

れば、土地の所有権は、法令の制限内において、その土地の上下に及ぶとされてい

る。そのため、陸域で CCS を行う場合には、地下の地質構造を利用する等の権利を

法令により貯留者に付与しない限り、地下に CO2 が分布することが想定される広大

なエリアに該当する不特定多数といっても過言ではない土地の所有者の承諾を逐

一得ることが必要になり、現実的には陸域での CCS は実施不可能となる。この点、

鉱業法においては、地下の特定鉱物に関する権利に関して、民法 207 条による土地
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所有者の権利が及ばないことが明確であること、また、鉱業法の姉妹法である鉱山

保安法において、坑井掘削等の地下に関する技術・保安基準が設けられていること

は、鉱業法改正により CCS の根拠法とするメリットであると考える。一方、土地の

所有者の権利を制限するもう一つの現行法である大深度地下の利用に関する特別

措置法は、想定する深度、適用地域が CCS とは大きく異なることから、その改正に

より CCS の根拠法とすることは不適当と思われ、別途、新法を制定することが必

要になると考えられる。その場合、当該新法は、新たに土地所有者の私権を制限す

る性格を持つものであることから、地下道路建設に伴う調布陥没事件の発生などと

も相俟って、立法のハードルは高いことが懸念される。  

  鉱業法をベースに検討する場合には、目的自体から見直す必要が生じる。また、同

法では CO2 貯留に関する長期的責任について、最終鉱業権者が無期限で責任を負う

旨が定められているが（鉱業法第 109 条 1 項）、事業終了後の管理責任は民間から

国へと速やかに移管されるべきであり、法の見直しが必要になることから、これら

の条件を満たす、温暖化対策としての  CCS 事業の実態により則した内容とする

「CCS 新法」が必要と考える。  

  CO2 貯留は石油や鉱物などの資源とは異なり、採掘するのでは無く蓄える物であり、

鉱業法の適用には無理があると思われるが、とりあえずは鉱業法および鉱山保安法

をベースに検討して、いずれ新法の制定により確立すべきではないかと思う。  

  民法第 207 条の規定により、他の法令で制限されない限り、土地の所有者の権利は

地下にも及ぶこととなる。このため、陸上で CCS を行う場合には、貯留地点の権利

を法令で設定しない限り、不特定多数の土地の所有者の承諾を得ることが必要にな

る。この前提を踏まえれば、「地下利用の権利」という概念が既に包含されている

鉱業法を活用すれば、民法第 207 条との関係の整理は容易。また、地下利用の保安

については、鉱山保安法の規定の大部分を活用することが可能。全くの新法にてこ

の点を解決することも不可能ではない。その際は、民法の規定との関係で、「地下

利用の権利」の概念を明確に新法に規定することが必要。なお、民法上の土地所有

者の地下の権利を制限する法令として、もう 1 つ、大深度地下の利用に関する特別

措置法があるが、想定する深度や適用地域が CCS と大きく異なり、CCS の根拠法

として利用することは困難。  

  国内でも新潟、山形、秋田のように廃油・ガス田があり、陸上の貯留可能資源を有

効に活用することが望まれる。鉱業法の適用可否については専門外なので承知しな

いが、封入する CO2 を将来の利用のために「一時的に貯留する」ものだとすれば、

天然ガスの地下貯留のようなイメージで実施できる可能性があると考える。これが

鉱業権でいけるのであれば、地下利用の権利は規定できることになろう。ただしそ

の場合、あくまでも「一時的な貯留で先々取り出す」ことになるので、相当時間経

た後に CO2 を取り出すことが技術的に可能であることが前提となる。また、永久に

閉じ込めることを前提にするわけではないので、いわゆる削減量としてカウントで

きるのか否かに疑問が生じる。一方、鉱業権的な権益に頼らずに新法（CCS 事業法）

で陸地下貯留を実施することを考えると、相当の貯留量をひとつのサイトで確保す

る場合には、CO 2 は大深度の地下空間で水平的に広がることは避けられない。しか
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も現状ではサイト周辺地下において（いわゆる所有権侵害に伴う補償に供すること

ができる）精緻な長期にわたる水平分布を事前予測することは困難であろうこと、

サイト周辺の私有地でそれぞれにモニタリングすることにも大きな困難があるこ

とから、陸地下で貯留を実施する場合には、大深度地下利用法の適用を可能とする

ような法改正、あるいはそれを盛り込んだ新法が必要ではないかと考える。  

  鉱業法の改正に拘る必要はないと解する。迅速かつ効率的に立法的手当てができる

方法であればよいと解する。  

  CO2 貯留サイトについては、洋上風力と同様に国が主体となって幾つかの有望サイ

トをゾーニング指定するのが良いと考える。従って、CCS 事業者が国から使用権を

一定期間与えられるスキームが良いと考える。  

  CO2—EOR が鉱業法で規制されていること等に鑑みれば、鉱業法をベースに検討す

ることが合理的。一方で、CO2 を鉱物と同列で定義できるか等を考えると、鉱業法

の改正で対応できるかどうか法制的に難しい可能性もある。いずれにせよ、法律が

事業化を後押しする内容であることが重要。なお、仮に鉱業法の改正で対応すると

しても、CO2 貯留に関する保安ルールは鉱山保安とは異なり、別途作成する必要が

ある。  

Ⅰ－④  CCS に係る立法の必要性等  

  CCS に関する社会的制度としては、CCS のうち特に貯留行為に係る法規制（地下の

地質構造の利用に関する権利を含む）と、CCS（分離回収、輸送、貯留）が経済性

を持つための制度・枠組みに区分したうえで、その両方を国が用意することは必須

である。なお、許認可プロセスについて、仮に鉱業法を適用する場合、現行鉱業法

の特定区域制度に基づくことを想定すると、以下のタイミングで許認可が発生する

と考えられる。  

⮚ 特定開発者選定時（エリア選定～公募～選定）  

⮚ 試掘権取得時（ 24 条協議～許可通知～登録免許税納付～取得、試掘権延長申

請）  

⮚ 採掘権転願（転願受理～生産開始後に鉱産税支払い）  

⮚ 試掘権及び採掘権の消滅登録申請  

鉱業法においては、既に一定の許認可の仕組みが整っていることも、これを CCS に

適用することの利点と考えられるが、他方、CCS（特に貯留のみを目的とする場合）

に特有の事項について、調整を行う必要はあると思われる。また、特定区域制度に

ついては、先の鉱業法改正による特定区域制度の導入以降、陸域での温泉開発に伴

う小規模な水溶性天然ガスに係る手続きが行われたのみで、本格的な運用が行われ

ているとは言い難い状況にあり、手続きに時間を要すること等の課題が業界からは

指摘されているところ、CO2 の貯留に係る権利付与手続き制度の検討に際しては再

考されるべきである。  

  CCS の政策上の位置づけについては、既存のエネルギー政策基本法や同法に基づく

エネルギー基本計画への明記で十分ではないか。CO2 海底下貯留を安全に行うため

の規制法や規則・ガイダンス、また CCS を円滑に進め、かつ海防法除外や事業終了

後の国への移管を可能とするための CCS に特化した「CCS 新法」が必要と考える。  
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  新法の制定が望ましいと思うが、これには時間がかかると予想されることから、ま

ずは鉱業法と鉱山保安法の両方の改正による適用が妥当ではないかと思う。また、

許認可制度は実証試験の実施時から必要になると思う。  

  CCS に関する立法は必須。前述の民法との関係整理を始めとした、権利義務関係（＝

推進及び規制の両面）について規定する「業法」と、分離回収・輸送・貯留のそれ

ぞれに対して誰がどのように資金を出すのかを規定する「負担スキーム」の 2 点に

ついての制度構築が必須。なお、許認可制度、技術基準等は、制度の大枠の設計を

する中で考慮していくべきものと考える。  

  基本的には CCS 事業法をもって貯留事業主体を事実上は官と定め、環境保全措置

をも取り込んだ包括的な仕組み、かつ海外実施に資するような枠組みを制定すべき

と考える。また、その中に高圧ガス規制や防災等も含めて、ワンストップで事業が

推進できるように組み立てるのが望ましい。なお、前述のように貯留というものを

「化石燃料を利用するために必要となる資源の一部」ととらまえれば、鉱業法の一

部援用もあり得ると考える。また、許認可制度としては、当然ながら事業申請にあ

たっての各種事項が必ず必要であり、これは他の大規模事業と同じである。また事

業中のモニタリング（貯留層）は必至であり、社会合意形成の必要性、継続のため

にも、その結果を一定期間で評価・公表し、それに基づく許可更新の仕組みが求め

られる（これも 96 年議定書で求められるものである）。  

  ①従事者の保安、②公害の防止、③作業に必要な範囲での他人の土地の利用及び収

用、④貯留した CO2 が他人の土地に流入（土地所有者の所有権とは無関係にその地

下に CO2 を貯留）することの許容、⑤貯留された CO2 のモニタリング、⑥海洋汚

染防止法の適用除外、⑦長期的責任の移管といった事項について立法的手当てが必

要と解する。①②⑤は規制法的性質を有するが、③④⑥⑦は促進法的性質を有する。

これらの立法的手当については、鉱業法の改正に拘る必要はないと解する。迅速か

つ効率的に立法的手当てができる方法であればよいと解する。また、許認可のタイ

ミングについては、従事者の保安や公害の防止が必要となる掘削開始段階から許認

可を要求することでよく、それよりも前の適地選定のための他人の土地の立入につ

いては許認可を要しなくてよいのではないか。すなわち、鉱業法と同様の取扱いで

よいのではないか。  

  CCS の地下貯留のみに係る法的整備として、第 1 回で説明のあった CCS 関連法（既

存法の解釈例示、改訂を含む）をパッケージとして早期に立法し、整備する必要が

ある。法的根拠の後ろ盾がないと、一向に貯留事業に手を挙げる民間の事業体が現

れず、CCS の性質から遅くなれば遅くなるほどその効果が出にくくなると思われる。

この場合、土地の所有者のいない海底下と陸上の事業者所有地では状況が異なるた

め、分けて整備する必要がある。  

  国が CCS 事業を推進していく政策を示すことが、制度の設計や事業者のインセン

ティブ、社会受容性などから必須である。規制法ではなく CCS を促進していくこ

とを目的とした法整備が望ましい。国によるゾーニングを前提とすれば、ゾーニン

グの後に CCS 事業者が希望のサイトを応募し、国の決定を受けた後で許認可手続

きとなる。  
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  CCS に係る許認可を行うことが事業の信頼性確保のために必要であり、そのための

立法措置が望まれる。許認可付与のためには、CCS 事業に係る①事業者の技術的能

力の認証、②プロジェクトの CO 2 削減量（排出量）の認証、の制度と認証スキーム

構築が必要。制度・スキーム構築により、安全性が担保され、かつ、プロジェクト

のマネタイズが可能となる。  

 

  理想的な形は Longship Projec t の民間主導型のやり方である。CCS に関して、競争

原 理 が 働 か な い 完 全 な 公 共 事 業 型 を 採 用 し て い る 国 は 無 い と 理 解 し て い る 。

Longship Projec t では、回収は CO2 排出者が行い、それを輸送・貯留事業者に費用

を渡して貯留するケースである。この際、排出者は削減した CO2 量に応じて、カー

ボンプライシングから一定の対価が入手できるので、それで貯留事業者への経費と

して利用するという構図であると思う。さらに排出者は、将来的には、回収した CO 2

を欲しい事業者（例えばメタネーションなどのカーボンリサイクリング事業者）に、

別に売却できる可能性も出てくる。国の関与の基本は補助金であり、カーボンプラ

イシングの制度設計において、CCS を民間が事業として出来る形にすることが必須

である。例えば、税制優遇や補助金（ 45Q）債務保証などが官の役割と考える。但

し、輸送・回収事業者が必要になる圧入サイトの調査などに関しては、リスクがあ

るため、国がかなりの部分を担う必要がある。  

Ⅱ－① CCS 実施体制並びに CO2 回収・輸送・貯留における官民の役割分担  

  導入期と実装期に分けて整理する。 2030 年くらいまでは、CCS の実装を行うため

の仕組みを作る段階であり、導入期と位置付けると、この期間は、国が主導・先導

したビジネスモデルの構築と、それに向けた技術開発・貯留適地の抽出については、

相当程度の公的資金支援が必要である。次に、実装期については、分離回収と輸送・

貯留に分けて整理する。分離回収に関しては、CO2 排出源者の燃料燃焼あるいは製

品製造設備、若しくは水素等の製造設備等に隣接し、当該排出設備との密接な連携

運転が必要と考えられ、分離回収行為を行う主体は排出源者自身となる可能性が高

い。他方、輸送（パイプライン、船舶等異なる形態が想定される）、地下貯留につい

ては、それぞれの行為を行う者は、排出源者とは異なる専門技術・設備等を具備す

る者がそれぞれのパートを担うことが想定される。これらの行為を行う者は、いず

れも国や公的機関が直接これを行うのではなく、民間企業がこれらを分担し、ある

いは各行為において民間企業間の競争原理が働く形で実行されることが望ましい

と考えられる。そのうえで、これらの行為、特に、排出源者が直接行う分離回収以

外の輸送及び貯留行為は、その成果物として有価物の生産を伴わないことから、誰

が・どのような形で輸送者や貯留者に対価（コスト +フィー）を支払うのか、その

仕組みが明確化されない限り、誰も輸送や貯留を行おうとはせず、仮に罰則的排出

規制が課され排出源者による分離回収が行われたとしても、CCS は全体として成立

しない。  

  温暖化対策による恩恵は、CO2 の処理を行う行為者ではなく、最終的には国民ひと
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り一人が享受することになるため、広く国民がその負担を負う仕組みが必要であり、

CCS の費用負担は、税負担によるか、または電気その他の製品の料金・価格に適切

に転嫁される仕組みを確立する必要がある。尚、排出権取引の併用（CCS 実施者へ

の対価として付与）も移行期においては考え得るが、カーボンニュートラル（CN）

が達成された状態においては、ネガティブ・エミッションによる排出削減分のみし

か取引の対象とならないと思料されるところ、CCS はカーボンニュートラル（CN）

到達後も継続される必要があると想定されることから、最終的には、上記のとおり、

税負担か、電力・製品価格への転嫁か、その併用か、ということになるものと考え

られる。従って、官の役割としては、以下が考えられる。  

①そのような費用負担・資金還流の枠組み・仕組みを制度として形成すること  

②それぞれのパートの技術開発に対する資金支援を行うこと  

③特に、導入初期～普及段階において、各行為を行う者に対して相当程度の公的

資金支援を行うこと  

④上記に加え、分離回収～輸送～貯留を結ぶ実装プロジェクトの組成を支援する

こと  

  日本においては、CCS の回収／輸送／貯留の各プロセスについて、それぞれ強みを

持つ事業者が異なり、CO2 を排出する事業者が、回収／輸送／貯留の一貫した技術

を持っているわけではない。排出事業者は分離回収技術の知見を深めてきていると

ころだが、一方で、輸送・貯留に関する知見は少ない。官民の役割について、CCS

に限らないことではあるが、CCS の各フェーズにおいて、民がビジネスとして参入

できるようになるまでの初期段階には、国主導による十分な研究開発の推進で、技

術確立およびコスト低減を進めていくことが重要。特に、日本には EOR のような

事業性のある案件が無く、排出者にとっては純粋なコストであるという点に留意が

必要。また、適地選定に関する高い不確実性や、事業規模の大きさ、また、長期的

な貯留責任の担保といった観点から、少なくとも貯留に関しては国が担うことが適

切。  

  Longship Pro jec t は EOR を伴わない CCS であるが、将来外国からの参加を期待しつ

つ、ノルウェー政府が多額の補助を実施しながら推進されている事業と理解。日本

の場合、近隣諸国から CCS を呼び込める可能性は、EU に位置するノルウェーより

は相当に低いと考えられ、この点が大きな違いとなりえる。JESCO は、PCB が健康

被害に直結する有害物質であり、かつ広く一般に利用されていた設備に含有されて

いたことから、国主導の事業となったと理解。CO2 も我々の生活の周りに広く存在

するものではあるが、PCB のように健康被害を起こすものではないところが異なる。

高レベル放射性廃棄物は、PCB 同様に、健康被害に直結する可能性がある物質と言

えるが、排出源が公益事業たる電力会社に特定されており、またその処理コストも

適正に料金転嫁できるシステムとなっている。以上の通り、CCS はいずれのケース

にも当てはまるものではなく、「公益事業」としての色彩が強いと考えられること

から、それを前提とした体制、官民役割分担を考えるべき。    

  CO2 回収事業については排出源が多岐に渡り、回収技術も多様化すると思われるの

で、民間で実施するのが適当と思われる。輸送については、パイプラインの設置や
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輸送船の開発等、主体は民間が良いと思うが、万一の事故などに備えて国のバック

アップも必要だと思う。貯留については、我が国の地質・水理構造は複雑で調査・

評価が難しく、事業としての不確定性も大きい上に、万一の漏洩時の対策等も考慮

すると国が主体となった組織による実施が適当と思う。また、CCS 事業がビジネス

として成り立つまでは、国による技術開発やその実証など、コスト評価も含めて実

施することが必要と思う。  

  導入当初から官民の役割分担を意識するよりも、当初 10～ 15 年は国の主導で CCS

の社会実装を進め、時間の経過とともに民間主導で事業が独り立ちできるような支

援体制とすべき。諸外国においても、経済的インセンティブを得られる EOR 以外

は、国及び地方自治体等のほぼ全面的な支援により実施されている。なお、社会実

装が進んだ後においても、後述の通り、国の役割が小さくなるものではないと想定

している。  

  貯留事業主体は国の直営か特殊会社が担うのが現実的ではないかと考えている。

（BECCS は別として、）CCS が化石燃料の利用動向、加えて原子力発電の動向に左

右され、水素やアンモニア等への燃料転換が進むと考えれば、CCS 事業の成長期間

はそれほど長くはない可能性もある（少なくとも国内は）。その場合、回収、輸送も

含めて誰が担いうるのかは慎重に検討する必要があろう。CO2 対策は排出者が多岐

にわたり、事業のみならず生活者個々も排出源たる要素があるので、全体としては

官主導＋汚染者負担（受益者負担？）とならざるを得ない気がする。例えば化石燃

料電力の場合、発生源たる発電所での回収は基本的に自己責任（委託はあり。費用

は当然電力料金転嫁）、輸送は許可を受けた民間事業者（もしくは官に準ずる組織）、

貯留は国の直営か特殊会社が考えられる。この場合、発電所は輸送事業者に運搬費

用と貯留費用を支払って、それも電気料金に転嫁することになる。なお、貯留の長

期費用も分担金として一定総額なり一定期間なり拠出することになる。  

  CO２回収分離については、CO 2 排出者の現場に装置を設置する必要があるので、CO 2

排出者が自ら行う一方で、装置の設置については補助金を出すなどの促進策を導入

するのがよいかと考える。CO2 の輸送及び貯留については、「海外の事業者に CO 2

を引き取ってもらう」或いは「海外から脱炭素化されたエネルギー、原料を調達す

る」よりも、国内に CO2 を貯留した方が経済的にメリットのある状況を確保する範

囲内で、国が費用と責任を負担すべきと考える。  

  Capture と Storage ハブをわけたクラスター＆ハブの構成を基本形として考えるこ

とに異論はないと思われる。その中で貯留ハブは法整備が比較的容易な海底下を念

頭におくが、民間が全額資金調達して運営する絵姿が描きにくいと思う。したがっ

て、国と主要排出源産業（電力、鉄鋼、石油精製・石油化学、セメントなど、当面

CCS に依存できるならそうしたい企業）が出資する「二酸化炭素地下貯留機構」な

どの公的な特定事業体が主体となるべきかと想像する。この機構は貯留とモニタリ

ングにおいて、排出事業者から累積受け入れ量に応じた課金で運営する。輸送は託

送と同じ構図になるため、海運事業者が排出事業者（荷主）から CO2 量に応じて輸

送費として料金を徴収すればよく、これは場合によっては市場競争領域となり得る。

陸上（港湾地区）にも Capture ハブが必要で、排出事業者から CO2 を受け入れて荷
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捌きをすることになる（海運事業者の物流配送センターとしてもよい）。ここでは、

Pure な CO 2 を扱うため、貯留の他、直接利用や CCU などにも CO2 を卸すこともあ

り得る。排出事業者の現場での Capture の実装についてはエンジ会社や分離回収素

材メーカなどの市場原理に基づく競争領域である。これら、分離回収、輸送、圧入

貯留と監視の費用は排出事業者が支払うことになるが、そのコストは受益者が負担

するのが原則であり、必然的に排出事業者の製品やサービスに転嫁されることにな

るため、同様のサービスに対し、CCS のコスト負担の有無で競争力（海外も含む）

上、不利あるいは不公平とならないように、例えば税制上のインセンティブ（ 45Q

のような）が必要と思われる。  

  CO2 回収は民間が主体で実施することになる。一方、輸送・貯留は、一体的に管理

した方が効率的であること、貯留は民間にはリスクが高く国の関与が望ましいこと

から、輸送・貯留は国が関与する機関が実施するのが良いと考える。  

  CCS を持続可能にするためには、政府丸抱え型ではなく、民間主導型にする必要が

あり、その環境づくりとして初期には国がインセンティブをつけるなど支援し、民

間参入を促す必要がある。CO2 に価値が付けば、ノルウェーの Longship のように、

回収フェーズは CO2 排出事業者（例：電力会社、工場）による競争領域になりえる。

他方、輸送・貯留は、排出事業者とは別の、ノウハウを有する事業者が行うことが

効率的（たとえば、地下に知見をもつ石油ガス企業など）。  

Ⅱ－② ビジネスモデル  

  導入初期～普及段階において相当程度の公的資金支援を行う方法として、CO２のフ

ロー全体またはその一部（輸送、貯留）を「公共事業」として実施することが考え

られ、輸送者、貯留者の観点からは、費用回収の予見可能性の観点からは、好まし

い面がある。他方、初期段階は手厚く公的資金を投入したうえで、一定のビジネス

モデルが確立した後は、公的資金負担を減額又は廃止し、民・民の取引に委ねるこ

とを指向することも可能であろうと思われるが、その場合も、価格転嫁が的確に行

われる事業環境を整備することは官の役割になると考えられる。  

  CO2 が化石エネルギーを利用する全ての利用者から排出されるものであることを

考慮すると、ビジネスモデル・費用負担としては、CCS の共通基盤である輸送・貯

留については公共事業とし、その費用についても社会全体で負担する仕組みが望ま

しいのではないか。また、分離・回収に必要な設備投資についても、座礁資産にな

らないようにする支援やインセンティブが重要ではないか。CCS は、分離・回収，

輸送，貯留のフローのどれか一つでも欠けると、サプライチェーン全体が機能しな

くなるリスクがあるので、それぞれの技術・コスト課題が解決され、確実性が確保

されることが重要。海外のプロジェクト中止事例では、プロジェクトを進めていく

うちに、コストが当初の見通しよりも増えて行って行き詰った事例も多く、このリ

スクが大きいことがわかる。ビジネスモデル構築でもこれらのリスクの排除、最小

化を考える必要。NUMO や JESCO の事例は、対象物が核廃棄物や PCB など特殊で

あり、取扱いに専門的な知見が必要である。また、核廃棄物は排出者が原子力事業

者に限られるという特殊な事情もあり、該当する事業者が処分の主体となっている。

CO2 は物質としては一般的なものであることからそのような制約は無いが、一方で、
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貯留は長期にわたる管理責任があるため、国による管理が適切ではないか。  

  EOR に期待できない日本において CCS は「コスト」となる。一方、CCS は、我が

国がパリ協定における長期戦略を達成するための有力な手立ての一つでありその

効果は我が国にとっての「公共益」となる。また、RITE の経済性分析にもあった通

り、様々な国内産業セクターに対して事業機会や雇用を創出する。かかる観点から、

CCS は「公共事業」としての色彩が強く、民間主導にはなじまないと考える。  

  CO2 貯留と輸送については民間主導型で、貯留については公共事業型がふさわしい

と思う。ノルウェーの Longship プロジェクトは参考になる良い例である。  

  少なくとも導入当初 10～ 15 年は公共事業型とすべき。特に、輸送・貯留部分に関

しては現状では何ら収入を生み出す要素がなく、事業として成立する制度が整い、

一定規模の市場創出がなされるまでの間は、公共事業型以外で成り立つとは考えが

たい。また、分離・回収についても、製品等を生み出す設備（工場、発電所等）か

らの排出であれば、当該製品等に対する価格転嫁を行うことにより費用を回収する

ことが理論上可能ではあるものの、国際競争力の低下を防ぐ等、価格転嫁を可能と

する制度や社会環境を国が整備しない限り、ビジネスモデルとしては成立し得ない。

社会実装が進んだ後のビジネスモデルについては、公共事業型（委託事業等）、イ

ンセンティブ型（例：米国 45Q など）、規制＆ペナルティ型（例：ノルウェー炭素

税など）の全てが考えられるが、いずれの手法を用いるにしても諸外国の温暖化対

策規制との足並みを揃えなければ、カーボンリーケージの問題が発生する可能性が

高い。  

  民間主導型を目指すのであれば、経済性の観点から、それに見合う十分な収入が必

要になる。理論的には、以下の収入獲得方法が考えられる。  

①  国内の CO2 排出者から CO2 を引き取ることの対価として得られる CO2 引取料

収入（以下「国内 CO2 引取収入」という。）  

②  海外の CO2 排出者から CO2 を引き取ることの対価として得られる CO2 引取料

収入（以下「海外 CO2 引取収入」という。）  

③  CO2 を原料とする製品の生産者に対して地下貯留した CO 2 を販売して得られ

る収入（以下「CO2 販売収入」という。）  

  CO2 回収は民間主導型、輸送・貯留は公共事業型が望ましい。CO2 回収事業者は、

回収サイトで輸送事業者に CO2 を引き渡すことになり、対価については今後の制度

設計による。また、輸送・貯留の実施体制に関しては、苫小牧 CCS を成功裡に実施

した日本 CCS 調査㈱が参考になると考える。  

 

  補助金、税制優遇、国の債務保証など、CCS 産業創生の初期段階では、これらの方

策は必須である。しかし、将来 CCS 業界が成熟した段階では、徐々にこれらの制度

の見直しを進めて、エネルギー産業の一部として CCS 市場が自活できる形を作る

べきである。CO 2 オフセットクレジットはカーボンプライシングの議論の一部であ

り、これは CO 2 市場の創出も必須と考える。このためには、まず 2050 年でのエネ
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ルギー基本計画の中に、CCS での削減量を明確な目標として書き込むことが必要で

ある。そして目標達成のためのロードマップの精緻化を進めることが次に必要であ

ると考える。しかしながらこのロードマップ作成も包括的、概念的な議論の段階は

過ぎたと考えられる。2050 年カーボンニュートラルを実現するには、現在のロード

マップを具体的な事例に落とし込んでいく段階にきているようにも考えられる。海

外でも多くの CCS の具体例が検討され、 FS や FEED まで進んでも、最終的に実施

されなかった例が数多くあり、国内においてもまず具体的な CCS 事案の検討を進

め、経済性など無理であればやめれば良い。その過程で何が問題であるかなど、多

くのことを学べるはずである。  

Ⅲ－① CCS 事業の資金調達等  

  補助金は、有効なインセンティブとなり得る。税制優遇は、民・民ベースの契約に

より、分離回収、輸送、貯留のそれぞれの実施者の収入（課税所得）が担保されて

いることが前提であれば、有効なインセンティブとなり得る。公共事業型で実施さ

れる場合にもインセンティブとなり得るが、国の支援としては重複感が生じる恐れ

がある。CCS に係る固定資産税等、地方税の減免措置であればその懸念が緩和され

る可能性はあると思われる。尚、CCS にかかる収入確保が担保されないまま税制優

遇措置が設けられる場合、当該措置は CCS 以外からの事業所得に対する減税策と

なることを意味し、CCS コストの必要回収規模との比較衡量や、他事業からの将来

課税所得の不確実性（当該税制優遇措置が享受できないリスク）の観点からは、そ

れだけで CCS へのインセンティブとして機能する可能性は極めて低いと思われる。

国の債務保証については、CCS 事業に対する融資金が CCS 事業から回収できる見

込みが立たない限り、金融機関は融資しない。CCS 行為に対してコスト回収・報酬

が得られる仕組みがないまま、国の債務保証制度だけが創設されても、適用可能な

事例は発生しない。CCS 事業のキャッシュフローが一定の確実性を伴って見通すこ

とが可能な事業環境が整備されたうえで、国等による出資・債務保証、利子補給等

の金融支援が行われることは、事業期間が長期にわたることや、特に貯留事業にお

いては、貯留適地が抽出されていてもなお、貯留層性状の不均一性や坑井掘削に伴

うトラブルなど、大深度の地下を扱うことに特有の不確実性が存在するため、有効

であると考えられる。  

  CCS が複数のプレーヤーによる市場として機能するためにはリスクに見合うリタ

ーンが必要となる。 EOR 地点が無い日本においては、インセンティブの設計も含

め、ビジネスとしての自律的な市場形成はハードルが高いが、CCS に係る技術面・

コスト面の課題解決に向けた取組・開発に対する支援的措置（補助金，税控除）が

考えられる。  

  CCS は「コスト」であるため、収益性ドリブンな施策は考え難い。またカーボンプ

ライシングは、生産拠点の海外移転など国内 CCS 以外の手法の選択を招く可能性

があり、CCS 促進施策として適当ではない。CCS を公共事業と位置づけ、必要コス

トの公的負担や事業終了後の国への責任移管などを明確にすることが、CCS 促進に

つながると考える。  
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  事業に対する国の補助金が最も効果的であると考える。また、税制優遇や、債務保

証、クレジットなども有効かもしれないが、CCS 事業の必要性を国民が理解し支持

してくれれば、事業者のやりがいやインセンティブになると考える。  

  補助金や税制優遇があっても、現行制度下では事業としての経済性が成り立つ目処

はなく、当面は国による委託事業等の全面的支援によらざるを得ない。現段階にお

いてクレジットは一定の有効な手段であるが、 2050 年に排出量実質ゼロを達成す

るためには、単なる排出 ”削減 ”によるクレジットは意味をなさず、ネガティブ・エ

ミッションにおいてのみクレジットが発生しうる構造にならざるを得ない点に留

意すべきである。  

  貯留事業主体を国の直営か特殊会社が担う前提では、一番ストレートなのは炭素税

であり、回収装置等の整備のための補助金との併用が仕組みとしては一番単純にな

るのではないか。各国の国境措置動向に留意する必要があるが、炭素税の導入とエ

ネルギー関連諸税や所得税の減税で、可能な限り税中立をはかることにより、価格

上昇を抑えつつ、脱炭素をより進めた事業者が果実を得られる仕組みも考えられる

（諸外国のように排出権取引との併用もあるだろう）。また、仮に炭素税を選択する

場合には、CO2 トン当たりの税額（税率）が 2050 年に向けて段階的に上昇するプ

ログラムを明示することによって、CCS だけではないが CO2 削減の早期実施を促

進するインセンティブにできるであろうこと、炭素税の税収が温暖化対策の技術開

発・事業開発として企業にフィードバックする仕組みを確実にすることで、先行企

業には免税を、後発企業には開発・導入を促す仕組みとすることを考慮すべきであ

る。  

  補助金、税制優遇、債務保証、クレジットのいずれも、「海外の事業者に CO2 を引

き取ってもらう」或いは「海外から脱炭素化されたエネルギー、原料を調達する」

よりも、国内に CO2 を貯留した方が経済的にメリットのあるように設計する必要が

ある。また、脱炭素機能を海外に依存すること（日本で発生した CO2 を海外に貯留

すること、或いは海外で脱炭素化されたクリーンエネルギーや原料を輸入するこ

と）は、将来の日本の貿易支出、電力料金の上昇、国内製造業の相対的地位低下、

クリーンエネルギーセキュリティーの不安定化、国内の脱炭素技術開発現場の喪失

といった深刻な問題をもたらすと考える。  

  CO2 回収については、初期導入時は設備投資のリスクを低減させる方策（回収設備

に対する補助金、税制優遇、国の債務保証などの施策、運用に関しては投資回収を

担保する電力市場での制度優遇など）が必要となる。一方、将来的には CO 2 の環境

価値を顕在化させた市場により、他の CO2 対策技術と競合する制度設計が望まし

い。また、CO2 輸送・貯留インフラは国主体で整備を行うとして、運用経費の負担

方法については今後議論していく必要がある。  

  CCS を持続可能にするためには、充実したインセンティブ（クレジット、補助金、

税優遇、債務保証）と、その前提として、マーケットが存在し、CO 2 価格と量が可

視化される必要がある。支援措置としては、CCS 適地調査や、技術支援、ファイナ

ンス提供などが想定される。また、CCS オフセットクレジットを与え、それが市場
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で売買できたり、政府が買い取るスキームが整備されれば、インセンティブとして

効果がある。  

  何らかの形で受益者負担としない限り、CCS は導入が進まないと考える。  

  受益者負担で費用が製品やサービスに転嫁された場合、CCS コスト負担の有無で競

争力が変わることにより、不公平とならないような税制上の仕組みが必要である。 

Ⅲ－② 貯留性能の不確実性リスク低減等  

  有価物の生産収入が期待できる石油・天然ガスの探査においてさえ、有望な構造の

存在が不明な状態では民間の探査は進まず、国による基礎調査（国の調査船を保有

したうえでの弾性波探査や、基礎試錐（試掘））が長年にわたり行われてきており、

そのうえで近年になって補助試錐の枠組みが設けられたところ、有価物を生まない

CCS において、調査井の掘削を伴った貯留適地の抽出は、国等の全面的な資金提供

がない限り、民間の発意と費用負担により調査井の掘削が行われる可能性は無い。 

  日本では、排出者にとって CCS は純粋なコストであり、民間が現状の貯留性能の

不確実性のリスクを受け入れる余地が低いことを考慮すると、貯留の確実性が確保

されるまでは、国が実施主体となるべきではないか。  

  CCS は国主導の公共事業であり、民間は国の発注に基づいて、与えられた業務を遂

行すべきと考える。  

  国による国内の貯留適地調査および貯留可能量の評価が必要である。この調査や評

価には調査井の掘削も含み、確度の高い貯留可能量評価が必要である。また、貯留

の実施主体による注入井の掘削についても、導入初期はリスクもコストも大きいこ

とが予想されるため、補助金が必要と考える。  

  貯留適地調査に係る有識者委員会による「貯留適地の選定フロー」では、弾性波探

査に加えて調査井を掘削し、検層・コアデータの分析、圧入テストによる貯留性状

等の解析が行われ、それらデータをもとに総合評価を行った地点が適地として選定

されることとなっている。これらの評価が行われても地下のリスクがゼロになる訳

ではないが、少なくとも、調査井の存在しない状態で、民間企業が自らのリスクで

調査井を掘削することは想定し難い。以降商業活動に繋がる基礎試錐も国により掘

削されている状況を鑑みれば、事業として成り立つ余地のない貯留適地の試掘まで

は国により行うべき。  

  貯留事業は国の直営か特殊会社が担うべきで、民間事業者が貯留を行うとしても、

試掘まで国が行うのがよい。環境事前調査も国が行い、確実性の高い場所について

入札で事業者を決めれば良いのではないか。  

  電力・ガス会社等の発表するカーボンニュートラル、ゼロエミッションなどの計画

では、その殆どが、日本国内の CO2 貯留ポテンシャルを当てにしていない。「海外

の事業者に CO2 を引き取ってもらう」或いは「海外から脱炭素化されたエネルギ

ー、原料を調達する」ことの方が現実的であり、経済的であると判断していると言

える。しかし、脱炭素機能を海外に依存すること（日本で発生した CO2 を海外で貯

留、或いは海外で脱炭素化されたクリーンエネルギーや原料を輸入）は、将来の日

本の貿易支出、電力料金の上昇、国内製造業の相対的地位低下、クリーンエネルギ

ーセキュリティーの不安定化、国内の脱炭素技術開発現場の喪失といった深刻な問
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題をもたらすことから、貯留適地の確保は国が積極的に進める必要があると考え

る。  

  少なくとも最初の 1 億トン級の貯留層は関連法整備後に海底下とし、場所の選定は

適地調査結果を最大限利用し、試掘以降は貯留機構が運営するようなスキームでな

いと、民間のみでは貯留層の不確実性のみならず、ファイナンスのリスクもあるた

め、進まないと考える。また、万が一に引当可能な保険側の体制も必要と考える。 

  有望サイトのゾーニングのためには、試掘による評価までは国が主体で実施するこ

とが望ましい。  

  国が基礎調査をし、企業に対して情報開示することも民間参入促進のひとつの方策

と言える。  

Ⅲ－③ 温暖化対策における CCS の位置づけ  

  第 31 回総合資源エネルギー調査会資源燃料分科会（ 2021.3.2 開催）において、CCS

の位置づけや課題と取組みのロードマップが一定程度明確化されたが、CCS に期待

する定量的な目標規模の設定とその実現に対する政府予算配分に関する内容が不

足していた。今後は、CCS の定量目標が改定エネルギー基本計画にしっかりと盛り

込まれるとともに、必要な予算措置がしっかりと講じられる必要がある。また、CCS

の貢献を実現するためには、貯留適地の確保が大きな課題の一つであり、かつその

抽出にはリスクマネーを伴うので、国による調査井の掘削までを終えた貯留地の確

立は、日本のカーボンニュートラルを達成するための国としての課題と認識され

る。  

  CO2 削減には様々な手法があり、技術開発が進んだ安いものから順次導入されてい

くものと認識する。CCS の導入を目的とすることは本末転倒であり、あくまで複線

シナリオの中での取組であることに留意する必要がある。  

  検討会では石炭火力発電所を対象として経済波及効果のモデル分析を行ったが、石

炭火力への CCS 適用については、まだ回収コストも高く、長期運転による耐久性

確認など解決するべき技術的な課題も多い。また、初期導入として投資規模が大き

いことから成功しなかった場合の損失も大きいという課題もあることから、決め打

ちでない政策議論が必要である。  

  温暖化対策として CCS の必要性や役割について、企業や国民のコンセンサスを得

る必要がある。  

  政府としてどの程度 CCS の寄与を期待しているのかを明確にした上で、その寄与

を実現するための支援をお願いしたい。  

  ブルー・グリーンの水素・アンモニアの輸入量拡大や、価格や安定性を維持するた

めに合理的な原子力利用の動向によって、急速に化石燃料の国内需要が減少するこ

とも十分に予想されるというような視点も入れるべきである。  

  2050 年カーボンニュートラル達成のためには、再エネ及び原子力発電を最大限度

活用しても、国内 CCS が不可欠であることの説明をロードマップやエネルギー基

本計画において明確に示すべき。  

  第 6 次エネ基では、グリーン成長戦略を受けて、CC(U)S は積極的に推進すると明

記されるものと期待している。それに合わせ、法整備、貯留側の実施体制の確定な
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ど排出事業者が CO2 分離回収を積極的にやる気にさせる「CO 2 の行先」のロードマ

ップを明確に示すべきと考える。  

  2050 年カーボンニュートラルに向けて、CCS は必須と考える。エネルギー基本計

画などエネルギー・環境政策上での位置づけの明確化が必要である。  

  パリ協定 2℃目標達成のためには、2050 年に CCS で年間 40 億トンの CO2 削減が必

要である (IEA)などのように、日本のカーボンニュートラル目標における位置づけ

が明確化されれば、制度デザインへの影響が大きい。他方、小さく位置づけられる

と普及阻害になるため、慎重な検討が必要である。  

  海外 CCS 事業の JCM 化、（ JCM 適用国ではない）先進国での CCS 事業のクレジッ

ト化などにより、海外市場を国内温暖化対策に積極的に導入していく施策も重要で

ある。  

 

  CCS 事業は、広い分野の技術を統合した事業規模も大きい新しい事業である。この

ような事業においてこそ、学習効果による大きなコスト削減が期待できる。また安

全性の担保に関しても、学習効果が大きく影響すると考えられ、CCS の事例が多く

集まれば、誘発地震や漏洩などの監視と対策に関しても、大きくコスト削減が期待

できると考える。  

  海外で CCS を行い、水素やアンモニアを輸入する議論があるが、既存のインフラ

やシステムを利用し、排出される CO 2 を国内で CCS するのが、経済的であり、ま

た国富の海外流出という点でも良いと考える。水素時代に向かって、国内で CCS 付

きブルー水素の製造を進める方が、海外からブルー水素を輸入するよりも競争力を

持つ構造を作り上げることが重要である。  

  CCS 実用化の検討において、①カーボンプライシングの議論で CCS の事業化に必

要な CO 2 削減に対する価値を作り出すこと、②CCS 事業に対する新法の整備に着

手すること、④CCS 事業はエネルギー産業の一部であり、削減目標量をエネルギー

基本計画に明記すること、④現在のロードマップ（ 2030 年の 100 万トン実現）は可

能であれば前倒しで進めること、が重要である。  

Ⅳ－① コストダウン、安全性向上等  

  コストダウンのための技術研究および実装規模でのインフラ整備が必要で、国の支

援、制度設計による後押しが必要である。また、調査井掘削を含む貯留適地調査、

苫小牧に次ぐ、規模を拡大したプレ実装プロジェクトの推進（排出源～輸送～貯留

を結ぶ一貫操業・ビジネスモデルの確立）、社会的制度整備（特に貯留に係る法規

制と、CCS が経済性を持つための制度・枠組み（費用の官民分担）の確立）が必須

である。  

  分離・回収技術は、コスト面でまだ十分低い水準に達していないことから、コスト

削減は非常に重要である。  
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  コスト削減は重要。安全性については事業実行までにきちんと確認し、地域や国民

にきちんと理解してもらうことが前提であり、ここに疑義があれば事業着手は不可

能である。  

  現状では CCS はコスト高であり、更なるコストダウンを図る必要がある。貯留事

業実施においては、誘発地震監視や漏洩監視などの環境調査のためのガイドライン

の設定や、万一を想定した漏洩対策のシナリオ構築も必要である。また、CCS につ

いての国民の理解促進も重要である。  

  社会実装のためにコストダウンは必須であり、大きなリスクを伴う貯留適地調査や

調査井の掘削は民間では困難であることから、こうした取り組みは引き続き国とし

て実施すべきである。  

  安全対策は勿論必要であるが、十分に拡散されて低濃度になっていることが想定で

きれば、健康やその場の環境に致命的な影響はない。また、仮に数百万トン、数千

万トンが漏洩したとしても、そのことが気候変動に致命的な影響を引き起こすとは

考えられない。  

  CO2 それ自体は高濃度でない限り有害ではないことを広く知らせ、必要であれば

CO2 が有害ではないことの議論を深める取り組みをすべきである。  

  コストダウンは重要であり、我が国の技術力を向上させるためにも、技術開発への

支援を拡大すべきと考える。特に CO2 回収技術のコストダウンへの期待は大きい。 

  全体プロセス最適化によるコスト削減の可能性は大きいため、最適化に資する DX

の推進が必要である。  

  CCS は分離回収、輸送、貯留のどれか一つでも欠けると全体が機能しなくなるリス

クがあるので、それぞれの技術、コスト面の課題が解決されて、確実性が確保され

ることが重要で、官民の役割の観点では、分離回収、輸送、貯留のいずれも初期段

階においては、国の指導・支援により十分な研究開発が推進され、民としてビジネ

スとして参入できるように、技術確立、コスト低減を進める事が重要である。  

  プレーヤーが複数出てきて競争し、コストダウンを図るような市場が形成されるの

か、或いは国が一括管理するのかなど、さまざまなバリエーションを踏まえた検討

が必要である。  

Ⅳ－② 国内 CCS 事業が海外 CCS 事業に対して競争力を維持できる方策等  

  化石燃料燃焼後の CCUS に関しては、国内に十分な貯留適地が確保されれば、日本

で排出される CO2 をわざわざ海外に移送し、貯留を外国に委託することは、国富の

海外流出でしかなく、エネルギー安全保障の観点からも海外依存を高めることにな

るものであり、これに対する国内 CCS のコスト競争力は十分に維持できる余地が

ある。ブルー水素・アンモニアの日本国内への供給という観点では、化石資源を既

存のインフラを利用して輸入し国内でブルー水素 /アンモニア製造（CCS を含む）

を行うことと、海外でブルー水素 /アンモニアを製造し新たな輸入（物流）インフラ

を構築したうえで、国内で水素 /アンモニアを利用することとのコスト競争となる

が、国内製造が競争力を持つ可能性はあると考える。また、BECCS、DACCS の国

内実施は、国内産業における排出削減が困難な CO2 排出量をオフセットするうえで

必須と考える。  
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  安易に CCS を海外に依存することは、日本の国益に反するものであり、どうすれ

ば競争力を維持して国内で CCS を実施できるのかを徹底的に追求すべきであり、

その際には、単に分離回収や貯留を切り出して比較するのではなく、輸送を含むエ

ネルギー供給チェーン全体を俯瞰し、かつ、供給の安全性・安定性を含むエネルギ

ーセキュリティの問題として捉える必要がある。  

  競争力を有するには、分離・回収、輸送、貯留それぞれにおいて高い技術力を有す

ることが重要であり、技術開発の支援等が有効である。また、地理的な観点からは、

排出源からの近距離に確実性の高い貯留適地を確保することが重要であるが、日本

では EOR がないため、CCS が不可避な場合、国家間で海外の貯留地を共有する共

同事業体制を構築し、周辺国と連携して貯留拠点を拡大運用するなど、グローバル

視点での方策も必要ではないか。  

  EOR で先行した海外に大きく劣後したところからのスタートであり、まずはキャッ

チアップしていくことが肝要である。CO2 分離や海上輸送など、個別技術について

は、我が国がリードしている部分もあると考えられ、経験を通して日本がリードす

る技術エリアを拡大していくことが現実的である。  

  CO2 回収技術や船輸送技術は、我が国の技術の強みを発揮できる分野と思われるの

で、技術開発や実証を国の事業などで早急に実施し、我が国の技術を世界にアピー

ルすべき。  

  海外 CCS 事業は、地政学的リスク、価格変動リスク、CO 2 の受け入れを突然止めら

れるリスク等、継続に当たってのリスクが極めて大きく、また法規の解釈、資機材

調達、税制面等、課題が多く解決に年数や事例も必要となることから、単純に現行

条件下での価格競争力をもって安易に実施を検討すべきものではない。むしろ、国

内 CCS 事業で得られた知見を、貯留地の確保と引き替えに東南アジア島嶼国等に

技術移転する等、戦略をもって海外 CCS 事業を実施すべき。  

  2050 年カーボンニュートラルを確実に実施するためには、まずは国内 CCS 事業に

係る議論と制度設計を早急に進めなければ、間に合わなくなる危険が高く、リスク

の高い海外 CCS 事業への依存を検討している時間的余裕はないと考える。  

  我が国の現状を見ると、CCS のコストダウンや安全性に係る技術論に終始し、CCS

導入を促進する包括的なビジネス環境を整える議論や政策が具体的にほとんど進

んでこなかったように感じられる。今後もこの状況が続けば、先行する国々との差

が開き、この分野で大きく立ち遅れることを懸念せざるを得ない。したがって、第

一に実施すべきことは、我が国の企業（公営、民間問わず）が CCS をビジネスとし

て考慮できる環境を早急に整え、具体化することである。議論しやすい技術論に終

始することなく、導入を促進する具体的な方法を早急に決め、行動に移すことが海

外に後れをとらないためにも最優先であると考える。  

  日本国内に CCS 技術の研究開発及び適用を行う「現場」を確保することが極めて

重要。そのためには、脱炭素機能を海外に依存すること（日本で発生した CO2 を海

外に貯留すること、或いは海外で脱炭素化されたクリーンエネルギーや原料を輸入

すること）を回避しなければならない。日本国内に地下貯留の現場をつくれるよう
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な制度設計（国内で貯留した方が得だと思ってもらえるような制度設計）が必要と

考える。  

  ノルウェーや英国は国の戦略として CCS を促進している。上流資源開発における

低炭素化・脱炭素化には CCUS は必須技術となる。資源輸入国である我が国として、

自国の CCUS 技術を活用した資源開発といった国際戦略として CCS を位置付ける

ことも考えらえる。また、我が国は地下の地質構造が複雑な地震国であり、世界的

に見れば CCS の適用が難しい地域である。我が国が CCS を安全に実施した知見は、

海外に CCS を展開するにあたり重要なアピールポイントになる。国内で技術開発

や CCS を着実に進め、技術知見を蓄積していくことが、国際貢献においても有効

となる。そのためにも、海外 CCUS 事業の二国間クレジット制度の枠組み整備を進

めていく必要がある。  

  日本企業の技術蓄積・向上のためには、日本企業が海外で実績を積み、その技術を

日本へ導入することが重要。貯留については、石油メジャーの独占を防ぐためにも、

国が内外における日本企業の CCS への参画を支援する必要がある。  

  モニタリングやその他の知見の高度化を通じて、エンジニアリングビジネスとして

海外展開する可能性があるのではないか。  

以上  
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（別添資料）CCS の経済波及効果と負の影響  

ノルウェーLongship プロジェクトに関する報告書 1 )によると、同プロジェクトでは、

回収、輸送・貯留の開発および運営において、建設段階で約 1,500～ 3,000 人のフルタ

イムの雇用を創出し、運営段階では約 170 人の雇用が創出されると見込まれている。

また、カナダの ACTL（Alberta  Carbon Trunk Line） 2 )※ 1 プロジェクトでもフェーズ 1※ 2

の段階で、年間 3 万人の雇用が創出されることが見込まれている。  

※1： ACTL プロジェクト（ カナダ） は、石 油 化 学 工 業 地 帯 と EOR に適 した油 田 を結 ぶ 240km の CO 2

パイプラインを核 とするプロジェクト。パイプラインの CO 2 輸 送 容 量 は 1,460 万 トン／ 年 。2020 年

6 月 に操 業 を開 始 した。 

※2： EOR の運 用 を 3 つのフェーズに分 けて実 施 する予 定 。それぞれの期 間 は 3 から 5 年 を想 定 。フ

ェーズ 1 では、圧 入 井 と生 産 井 はそれぞれ 8 本 ずつとなる予 定 。 

 

ここでは、国内において CCS プロジェクトを実施した場合の経済波及効果と製品コ

スト等の上昇による負の影響について分析を行う。  

 

1.1. CCS 経済波及効果分析のための CCS 導入モデル検討  

本節では、経済波及効果分析を行うための CCS 導入モデルの検討を行った。  

はじめに、国内における CO2 排出状況について、環境省の公開データ「地球温暖化

対策の推進に関する法律に基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度による平成  

28（ 2016）年度温室効果ガス排出量の集計結果」，「都道府県別排出量  特定事業所」3 )を

基に、エネルギー起源 CO2、非エネルギー起源 CO2、エネルギー起源 CO 2（発電所等配

分前）の値を RITE にて、各地方別に再集計した（表 1.1. -1）。  

 

表 1.1 .-1 地 方 別 排 出 量 （ 特 定 事 業 所 ） 1 )    

 単 位 ： トン  
非 ｴﾈﾙｷﾞｰ起 源

CO 2  
ｴﾈﾙｷﾞｰ起 源

CO 2  
  

ｴﾈﾙｷﾞｰ起 源 CO 2  

(発 電 所 等 配 分 前 )  

北 海 道 地 方  2,803,763 18,223,512   17,351,641 

東 北 地 方  3,659,397 23,625,882   58,564,294 

関 東 地 方  11,093,754 124,388,744   105,815,077 

中 部 地 方  6,037,407 71,138,473   79,583,492 

近 畿 地 方  6,369,580 76,632,526   65,564,873 

中 国 地 方  10,171,469 93,991,510   41,275,078 

四 国 地 方  2,060,637 17,903,593   25,923,081 

九 州 ・ 沖 縄 地 方  10,316,620 58,472,139   60,505,799 

 

なお、特定事業所排出者 3 )とは、以下のとおりである。  

  全ての事業所のエネルギー使用量合計が 1,500kl/年以上となる事業者  

  省エネ法の特定事業者  

  省エネ法の特定連鎖化事業者  
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  省エネ法の認定管理統括事業者又は管理関係事業者のうち、全ての事業所のエネ

ルギー使用量合計が 1,500kl/年以上の事業者  

  上記以外で全ての事業所のエネルギー使用量合計が 1,500kl/年以上の事業者  

 

 

図 1.1 .-1 地 方 別 非 エネルギー起 源 CO 2 排 出 量  

 

 

図 1.1 .-2 地 方 別 エネルギー起 源 （ 発 電 所 等 配 分 前 ） CO 2 排 出 量  
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2016 年度の特定事業所排出者による非エネルギー起源 CO2 排出量は約 5,250 万トン

で、関東地方、中国地方、近畿地方、中部地方の順となっている。また、同じく特定事

業所排出者によるエネルギー起源 CO2（発電所等配分前）は約 4 億 5,460 万トンで、関

東地方、中部地方、近畿地方、九州・沖縄地方の順となっている。  

CCS の回収コストを抑えるには、一般的に高濃度の CO2 が発生するプロセスからの

回収がコスト効果的である。非エネルギー起源 CO2 の中には、製造プロセスの過程等

で発生する CO2 を高濃度で分離しているケースもあると想定されるが、公開情報には

個別排出者の詳細情報は含まれておらず、非エネルギー起源 CO2 を排出源とした CCS

コストを評価するためには、改めて詳細な調査が必要となる。そのため、本調査事業に

おいては、海外文献 4 )や NEDO 調査事業 5 )等で公開済みのコストデータが比較的豊富

な石炭火力発電所を排出源とする CCS モデルを想定し、表 1.1 .-2～表 1.1. -6 に示す条

件等から CCS コストを試算した。  

なお、石炭火力発電所の仕様、回収、輸送、貯留、それぞれの設定はすべて仮想的な

条件であり、実際のデータを用いた試算ではないことに留意が必要である。また、今後、

国内での CCS 導入の経済性を検討・評価するためには、石炭火力発電所のみならず、

様々な排出源からの CO2 分離・回収コストの調査について、充実を図る必要がある。  

 

表 1.1 .-2 排 出 源 条 件 （ 新 設 石 炭 火 力 ）  

項 目  単 位  値  

設 備 運 転 率  ％  70% 

発 電 端 出 力 （ CCS 無 し）  MW 800 

送 電 端 出 力 （ CCS 無 し）  MW 749 

送 電 端 効 率 （ CCS 無 し）  % 40% 

送 電 電 力 量 （ CCS 無 し）  MWh 4,591 ,642  

排 出 係 数 （ CCS 無 し）  t -CO 2／ MWh 0.820  

年 間 排 出 量 （ CCS 無 し）  千 t -CO2／ 年  3 ,765  

発 電 単 価 （ CCS 無 し）  円 ／ kＷ h 10.75  

年 間 運 転 時 間  hr／ 年  6 ,132  

プロジェクト期 間 (運 転 ）  年  40 

割 引 率  % 7% 

 

 

 

 

 

 

表 1.1 .-3 回 収 条 件 （ 化 学 吸 収 法 ）  
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項 目  単 位  値  

CO2 回 収 率  % 90  

CO2 回 収 量  千 t -CO2／ 年  3 ,388  

時 間 当 たりの CO2 回 収 量  t -CO 2／ hr  553  

回 収 CO2 温 度  ℃  25 

回 収 CO2 圧 力  MPaA 0.1  

 

表 1.1 .-4 陸 上 パイプライン輸 送 条 件  

項 目  単 位  値  
年 間 輸 送 量  千 t -CO2／ 年  3,388 
輸 送 距 離  km 100 
輸 送 圧 力  MPaA 10.1 
パイプライン内 径  m 0.406 

 

表 1.1 .-5 船 舶 輸 送 条 件  

項 目  単 位  値  
年 間 輸 送 量  千 t -CO2／ 年  3,388  

輸 送 距 離  ｋ ｍ  1,000 
隻 数  隻  2 
所 要 日 数  日  4 
輸 送 圧 力  MPaA 0.8 
輸 送 温 度  ℃ -46 
タンカートン数  t 27,000 
タンク容 量 （ 払 い出 し）  t 30,000 
タンク容 量 （ 受 け入 れ）  t 30,000 
再 昇 圧 圧 力  MPaA 10.6 
再 昇 圧 温 度  ℃ 15 

 

表 1.1 .-6 貯 留 地 点 条 件  

項 目  単 位  ケース１  ケース２  ケース３  ケース４  

貯 留 層 （ 垂 直 深 度 ）  m 2,000 2,000 2,000 2,000 
圧 入 レート 千 t-CO2/年 ・ 井  500  500  500  500  
離 岸 距 離  km 0 3 5 15 
水 深  m 0 15 20 150 

圧 入 地 点   陸 域  
海 域  

（ 陸 から圧 入 ）  
海 域  

（ 着 底 式 ）  
海 域  

（ 浮 体 式 ）  
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図 1.1 .-3 ケース 1； PL 輸 送 100 ㎞、陸 上 からの圧 入  

 

 
図 1.1 .-4 ケース 2； PL 輸 送 100 ㎞、陸 から海 域 への圧 入  

 

 
図 1.1 .-5 ケース 3； 船 舶 輸 送 1,000 ㎞、着 底 式  ・ 海 域 （ 浅 ） への圧 入  

 

 

図 1.1 .-6 ケース 4 ； 船 舶 輸 送 1,000 ㎞、浮 体 式 ・ 海 域 （ 深 ） への圧 入  
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※  再 生 に必 要 な蒸 気 を抽 気 したことによる発 電 ロスと回 収 に必 要 な動 力 を加 算 し、電 気 料 金 に変

換 。 

※  各 種 データより RITE にて試 算  

  

　ケース１ ケース２ ケース３ ケース４
設備(年配分） 4,032 4,032 4,032 4,032

修繕 1,613 1,613 1,613 1,613
運転費（吸収液等） 3,328 3,328 3,328 3,328

回収電気代※ 6,157 6,157 6,157 6,157
設備(年配分） 1,082 1,082

修繕 433 433
昇圧電気代 2,577 2,577

設備(年配分） 2,396 2,396
修繕 958 958

設備(年配分） 1,688 1,688
修繕 675 675

運転費 581 581
液化電気代 6,107 6,107

タンカー(年配分） 1,352 1,352
その他設備(年配分） 5,082 5,357

修繕 2,462 2,572
タンカー燃料 169 169

ポンプ等電気代 178 178
設備(年配分） 1,551 1,551 3,688 7,193

修繕 329 329 1,563 6,097
ポンプ電気代 266 266 266 359

事前探査 調査（年配分） 258 258 350 207
設備(年配分） 74 74 204 297

修繕 29 29 82 119
調査（年配分） 3,769 3,769 3,769 2,451

モニタリング(運転後） 調査（年配分） 3,085 3,085 3,085 1,438
廃坑 調査（年配分） 105 105 525 656

プロジェクト合計 32,040 32,040 46,954 52,626

モニタリング（運転中）

回収

昇圧

PL輸送

液化

船輸送

貯留
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1.2. CCS 導入による経済波及効果と製品コスト等の上昇による負の影響  

CCS は、現時点で CCS に特化した産業連関表が作成されておらず、その経済波及効

果の評価が困難である。本調査事業では、既存の産業連関表を参考に、CCS 産業の各プ

ロセス（事前探査、分離回収、輸送、貯留、モニタリングなど）の特色を反映した上で、

CCS に特化した産業連関表を作成し、CCS の波及効果を簡便に定量的評価することを

目的とする。  

まず、波及効果を分析するための準備として、産業連関表で分類された産業部門と合

致するように、CCS 導入に関する総費用をもとに、各プロセスの費用に関する投入係

数を推計し、産業連関表を構築した。次に、構築した産業連関表を用いて、CCS の導入

に係る経済波及効果の評価を行った。経済波及効果の分析では、CCS 実施に伴って誘

発される生産額や雇用者数などの影響評価を行った。また、CCS 実施に伴う電気代上

昇などの製品コスト増加による評価など負の影響についても分析した。  

 

総務省・産業連関表（ 2015 年・ 107 産業分類）をベースに、CCS 事業の各プロセス

「CCS 回収」、「CCS 輸送」、「CCS 貯留」（事前探査とモニタリングの費用を含む）を３

産業部門として追加し、 2015 年・ 110 産業分類の投入係数表に更新する（図 1.2. -1）。

また、想定するシナリオによって、費用構成（投入係数）が大きく異なる事が予想され

たため、ケース別・プロセス別に投入係数を想定した。ここでは、 1.1.2 .節で示す 4 ケ

ースを想定した（図 1.1.-3～図 1.1.-6）。各ケースは CO2 回収量 3,388[千 tCO 2 /年 ]であ

る。ケース 1 では陸上パイプラインを用いて 100km 輸送し、陸上から圧入するケース

を想定した。ケース 2 は、ケース 1 と同様に陸上パイプラインを用い、陸上から海域

へ圧入するケースを想定した。ケース 3 は船舶輸送 1,000km とし、海域（浅）への圧入

するケースを想定した。ケース 4 では、ケース 3 と同様に船舶輸送で、浮体式で海域

（深）への圧入するケースを想定した。  

図 1.2. -2 には、ケース別・CCS プロセス別に想定した、産業連関表の投入係数（単位

1 生産当たりの費用構成比）を示した。ここでは、CCS 産業の人件費については不確実

性が大きいと予想されるが、CCS 費用に占める人件費割合を日本の全産業平均値 26%

と想定し、企業利潤についてはゼロと想定した。今後の課題として、想定した CCS 産

業の投入係数の精査などが重要と考えられる。  
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図 1.2 .-1 CCS 事 業 を明 示 的 に表 した、新 たな産 業 連 関 表  

注 ： 2015 年 時 点 では CCS 産 業 の生 産 額 をゼロとして扱 った（ CCS 産 業 の投 入 係 数 のみを推 計 ） 。

CCS 産 業 が実 施 された場 合 には、（ CO 2 回 収 源 となる） 電 力 を排 出 源 と想 定 し、電 力 産 業 の中

間 投 入 費 用 として CCS 費 用 を考 慮 した。 

  

1 ・・・ 21 22 23 ・・・ ・・・ 67 68 ・・・ 108 109 110

耕種農
業

・・・
無機化
学工業
製品

石油化
学基礎
製品

有機化
学工業
製品

・・・ ・・・ 電力
ガス・熱

供給
・・・

CCS産業(1)：
CO2回収

CCS産業(2):
輸送

CCS産業(3):
貯留(事前探
査、モニタリン

グ含)

1 耕種農業

・・・ ・・・

21 無機化学工業製品

22 石油化学基礎製品

23 有機化学工業製品

・・・ ・・・

・・・ ・・・

67 電力

68 ガス・熱供給

・・・ ・・・

108 CCS産業(1)： CO2回収 0 0 0 0 0 0 0 0 0

109 CCS産業(2) : 輸送 0 0 0 0 0 0 0 0 0

110
CCS産業(3): 貯留(事前探
査、モニタリング含)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

雇用者所得(人件費)

営業余剰他(企業所得)

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

中間費用

付加価値
生産額

総生産額

本分析で推計

総務省：産業連関表(2015)の投入

係数表に基づく
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(a)ケース１   

 

(b)ケース 2 

 

(c)ケース 3 

 

(d)ケース 4 

 

図 1.2 .-2 想 定 したケース別 ・ プロセス別 の投 入 係 数  

注 ： []内 の数 値 は、各 プロセスの費 用 [億 円 /年 ]を表 す。 
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①  日本全体における CCS 導入の経済波及効果の評価  

前節で構築した CCS 産業の投入係数を追加した新しい産業連関表に基づき、日本国

内で CCS 導入した際の経済波及効果について分析した。  

 

a.  分析手法  

CCS 実施に関して複数のケースを想定し、前節で作成した CCS 産業を明示化した産

業連関表のレオンチェフ逆行列を利用して、CCS 導入によって誘発される付加価値額・

雇用への波及効果を評価する（図 1.2. -3）。本分析では、以下のように、二次波及効果

まで含めてその波及効果を分析した。以下に手順 1～ 3 を示す。  

 

 
図 1.2 .-3 レオンチェフ逆 行 列 による生 産 誘 発 額 の推 計  

注 ： 宮 沢 9 )をもとに作 成 。 

 

手順１．一次波及効果の推計  

  想定した CCS 産業の費用に伴う需要増加が生じ、CCS 産業を追加した産業連関

表のレオンチェフ逆行列 [I-(I -M)A] - 1 型（中間費用の国産・輸入比率（各産業平

均値）を想定。ただし、CCS 貯留プロセスの主産業である鉱業については、国産

率 100%と想定。）を用いて、CCS 実施によって誘発された産業部門別の国内生

産額（中間費用含む）を推計する。  

  産業部門別に、国内生産誘発額と、付加価値率（付加価値額 /国内生産額）を用

いて、付加価値額誘発額を推計する。産業別の付加価値額の合計が、GDP に相

当する。  

  CCS 実施による誘発雇用量は、産業別の「雇用者数 /国内生産額」を用いて、推

計する。CCS 産業の「雇用者数 /国内生産額」は、日本の全産業平均値（ 0.07[人

/百万円 ]）を代理値として想定した。  

最終需要増加による生産誘発額の導出式：

I:単位行列、A：投入係数行列、M: 輸入行列、F:最終需要、
：レオンチェフ逆行列

最終需要増加による付加価値の誘発額の導出式：

VA:付加価値率「付加価値額/総生産額」の対角行列
(付加価値額を人件費に置き換えれば、所得の誘発額が推計される。)
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  上記想定により CCS 産業の雇用者所得は 381[万円 /人 /年 ](=1/0.07*26%)（全産業

平均値と同値）と想定したことに相当する。  

 

手順２．二次波及効果の推計  

  「手順 1」で推計された GDP 増加（直接・一次波及効果）の雇用者所得増に対し

て、限界消費性向 10.3 を想定し、消費構造（部門別消費 /総消費）と国産財比率

は基準年一定とし、国産財・民間消費を推計する。次に、推計した民間消費をも

とに、「手順 1」と同様に、二次波及効果として、誘発された国内生産額・付加

価値額（GDP）・雇用者数を推計する。  

 

手順３．波及効果全体の推計  

  一次波及効果と二次波及効果を合算し、経済波及効果全体を評価する。  

 

分析の留意点  

  価格変化を考慮しないと仮定している。  

  投入係数表を用いているので、生産に要する費用構成は一定（ 2015 年の数値に

基づく）とし、産業間の代替効果などは想定していない。  

  波及効果が達成される期間は考慮していない。  

  この分析では CCS 実施による需要増加の経済波及効果のみを評価し、CCS 実施

に伴う電気代上昇などの影響は考慮していない（コスト増などの経済影響につ

いては、後述する）。  

 

b.  分析結果  

表 1.2.-1 は、各ケースの誘発額・誘発雇用量について示す。CCS の実施費用が大き

いほど波及効果が大きい結果となり、二次波及までを考慮した GDP 誘発係数（直接費

用に対して誘発された GDP の割合）はいずれのケースにおいても約 1.03 と推計され

た。産業別にみると、一次波及として、鉱業やエネルギー産業、機械産業、対事業所サ

ービスなどへの誘発額が比較的大きく、二次波及として、サービス産業への誘発額が推

計された（図 1.2. -4～図 1.2. -7）。  

ただし、本分析においては、CCS 実施による需要増加の経済波及効果のみを評価し、

CCS 実施に伴う電気代上昇などの負の影響は考慮していない。  

 

 

 

 

 

 

 

 
1  追 加 的 所 得 を 1 単 位 増 加 させたときの消 費 の増 分 。H22 年 度 年 次 経 済 財 政 報 告 の年 収 階 層 別 平 均

値 を利 用 した。 
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表 1.2 .-1 CCS 実 施 により誘 発 された国 内 生 産 額 ・ GDP・ 雇 用  

（ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）  

 

注 １ ： 本 分 析 の各 誘 発 値 は、二 次 波 及 効 果 まで評 価 。 

注 ２ ： 国 内 生 産 誘 発 額 は、中 間 費 用 を含 む。 

注 ３ ： CCS 実 施 による需 要 増 加 の経 済 波 及 効 果 のみを評 価 し、CCS 実 施 に伴 う電 気 代 上 昇 などの

負 の影 響 は考 慮 していない。   

分析ケース
(CO2回収量: 3,388[千tCO2/
年])

想定したCCS
実施費用 (新
規投資)
(百万円/年)

国内生産誘発
額
(百万円/年)
[ ]は誘発係数

GDP誘発額
(百万円/年)
[ ]は誘発係数

誘発雇用量
(人)

ケース１：
PL輸送100㎞-陸上から
の圧入

32,040 +82,982
[2.59]

+33,102
[1.03]

+4,373

ケース2：
PL輸送100㎞-陸から海
域への圧入

32,040 +82,982
[2.59]

+33,102
[1.03]

+4,373

ケース3：
船舶輸送1,000㎞-着底
式 ・海域（浅）への圧入

46,954 +123,605
[2.63]

+48,195
[1.03]

+6,395

ケース4：
船舶輸送1,000㎞-浮体
式・海域（深）への圧入

52,626 +139,077
[2.64]

+54,194
[1.03]

+7,432
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( i)国内生産誘発額  

 
( i i )誘発付加価値額  

 
( i i i )誘発雇用者数  

 

図 1.2 .-4 ケース 1 の誘 発 額 ・ 誘 発 雇 用 量 （ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）  
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( i)国内生産誘発額  

 
( i i )誘発付加価値額  

 
( i i i )誘発雇用者数  

 
図 1.2 .-5 ケース 2 の誘 発 額 ・ 誘 発 雇 用 量 （ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）  
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 ( i )国内生産誘発額  

 
( i i )誘発付加価値額  

 
( i i i )誘発雇用者数  

 

図 1.2 .-6 ケース 3 の誘 発 額 ・ 誘 発 雇 用 量 （ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）  
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 ( i )国内生産誘発額  

 
( i i )誘発付加価値額  

 
( i i i )誘発雇用者数  

 

図 1.2 .-7 ケース 4 の誘 発 額 ・ 誘 発 雇 用 量 （ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）  

 

表 1.2.-2 は、経済波及効果に関して CCS 産業と他産業を比較した結果を示す。ここ

では、ケース１の CCS 投資額（ 32,040[百万円 /年 ]）と同額を、公共事業または乗用車

産業へ投資した場合との比較を行った。本分析では、新規投資の財源は明示的に考慮し

ない。一般的な産業連関分析では、財源まで考慮した整合的な分析が難しいためであ

る。CCS 産業では、公共事業や自動車産業と比較すると、生産誘発額や GDP 誘発額が

中位的であると推計された。ただし、想定した CCS 産業の人件費などの費用内訳の想

定などに依存する可能性がある点には留意が必要である。公共事業では、誘発雇用者数

が大きいと推計された。土木関係の産業は、労働集約的な産業であるため、雇用者数へ
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の影響が大きいためと考えられる。また、乗用車産業では、国内生産誘発額が大きい。

これは、乗用車産業では、中間費用割合が大きく、他産業への波及効果が大きいことが

要因である。  

 

表 1.2 .-2 波 及 効 果 に関 する、CCS 産 業 と他 産 業 の比 較  

 

注 ： 公 共 事 業 は、総 務 省 ・ 産 業 連 関 表 ・ 107 産 業 分 類 の 1 分 類 で、道 路 /河 川 ・ 下 水 道 等 /農 林 関

係 の公 共 事 業 が該 当 する。 

 

②  都道府県における CCS 導入の経済波及効果の評価  

a.  分析手法  

CCS 導入による地域別評価については、前節で想定したケース別・プロセス別・投入

係数に基づき、地域別に評価する。地域別の影響評価を行うために、各都道府県で公開

されている都道府県別産業連関表を利用した。  

CCS 貯留プロセスの主産業である鉱業については、当該県内生産率 100%と想定した

（多くの都道府県の鉱業産業が大きな輸入依存であるため）。CCS 産業以外の産業別の

「雇用者数 /国内生産額」は、各都道府県の付帯表数値を利用した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析ケース 想定した実
施費用 （新
規投資）
(百万円/
年)

国内生産誘発
額
(百万円/年)
[]は誘発係数

GDP誘発額
(百万円/年)
[]は誘発係数

誘発雇用量
(人)

ケース1（再掲）：
PL輸送100㎞-陸上からの圧入
（CO2回収量: 3,388[千tCO2/年]）

32,040 +82,982
[2.59]

+33,102
[1.03]

+4,373

ケースA：

公共事業
32,040 +67,068

[2.09]
+34,049
[1.06]

+5,020

ケースB：

乗用車産業
32,040 +94,692

[2.96]
+28,748
[0.90]

+2,751
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表 1.2 .-3 ケース別 ・ プロセス別 の都 道 府 県 別 の担 当 比 率  

（ CCS プロセスが直 接 実 施 される都 道 府 県 （ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ） ）  

 

注 １ ： CCS 実 施 による需 要 増 加 の経 済 波 及 効 果 のみを評 価 し、CCS 実 施 に伴 う電 気 代 上 昇 などの

負 の影 響 は考 慮 していない。 

 

 

分析の留意点（①の留意点に追加して）  

  CCS プロセスを実施する当該県以外への波及効果は評価しない。各都道府県表

には、都道府県間の交易マトリックスがないために、CCS を直接実施しない地

域への波及効果は都道府県別には分析が難しい。  

  本分析では、各都道府県で公開されている都道府県別産業連関表（以下、都道府

県表）を利用した。これらは、前述の総務省・（日本合計）産業連関表（以下、

総務省表）と、必ずしも整合的ではない点に留意が必要である。  

  産業分類：都道府県表は、総務省表の産業分類と必ずしも一致はしていな

い。都道府県によっても産業分類・項目等が異なる。  

  数値：都道府県表を集計しても、総務省表（日本合計）と必ずしも整合的で

はない。  

  都道府県交易の扱い：都道府県表は、移輸出（当該県から他県への移出＋国

外への輸出）・移輸入（移輸出の逆）で表示されている。一方、総務省表（日

本全体表）では、移出・移入（国内の都道府県同士での交易）は輸出財・輸

入財ではなく中間財として扱われる。  

 

b.  分析結果  

表 3.2. -4～表 3.2.-7 は、CCS プロセスを実施する都道府県における、各ケースの誘発

額・誘発雇用量についてそれぞれ示す。日本全体の分析と同様に、CCS 実施費用が大き

いほど誘発額や誘発雇用量が大きい結果となる。二次波及までを考慮した都道府県内

GDP 誘発係数（直接費用に対して誘発された都道府県内 GDP の割合）は、CCS プロセ

スを 1 都道府県ですべて実施するケース 1 では A 県が約 0.71、同様のケース 2 では B

ケース 回収 輸送 貯留

ケース１：
PL輸送100㎞-陸上からの
圧入

（A県）100%

ケース2：
PL輸送100㎞-陸から海域
への圧入

（B県）100%

ケース3：
船舶輸送1,000㎞-着底式 ・
海域（浅）への圧入

(C県)100% (C県)50%
(D県)50% (D県)100%

ケース4：
船舶輸送1,000㎞-浮体式・
海域（深）への圧入

(C県)100% (C県)50%
(D県)50% (D県)100%
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県が約 0.69 と推計された（これは、A 県と B 県の持つ産業構造の違いによるものと考

えられる。この例では A 県の方が地元での GDP 誘発率は高いが、誘発雇用量は低い結

果となった）。ケース 3 では、回収・輸送（ 50%）を行う C 県の GDP 誘発係数は約 0.60、

輸送（ 50％）・貯留を行う D 県では約 0.83 と推計された。同様の比率でプロセスを実施

する浮体式のケース 4 では、C 県の GDP 誘発係数は約 0.60、D 県では約 0.83 と推計さ

れた。いずれも前述の日本全体の誘発係数よりも小さい要因は、各都道府県で CCS プ

ロセスを実施したとしても、すべての財をその都道府県で生産しているわけではなく、

国内での他の都道府県同士の交易（移出入）を通じて、都道府県への波及があるためと

考えられる。  

なお、本分析においては、CCS 実施による需要増加の経済波及効果のみを評価し、

CCS 実施に伴う電気代上昇などの負の影響は考慮していない。  

 

 

表 1.2 .-4 ケース 1 の都 道 府 県 別 の波 及 効 果 （ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）  

 
注 １ ： 本 分 析 の各 誘 発 額 ・ 誘 発 雇 用 量 は、二 次 波 及 効 果 まで評 価 。 

注 ２ ： 生 産 誘 発 額 は、中 間 費 用 を含 む。誘 発 係 数 は、1 単 位 の新 規 投 資 需 要 が発 生 した場 合 、誘

発 される生 産 波 及 の大 きさを示 す。 

注 ３ ： 誘 発 雇 用 量 は、 各 産 業 の「 雇 用 者 数 /国 内 生 産 額 」  を一 定 と想 定 した場 合 に、生 産 誘 発

額 に伴 って推 計 される雇 用 者 数 を表 す。 

注 ４ ： CCS 実 施 による需 要 増 加 の経 済 波 及 効 果 のみを評 価 し、CCS 実 施 に伴 う電 気 代 上 昇 などの

負 の影 響 は考 慮 していない。 

 

表 1.2 .-5 ケース 2 の都 道 府 県 別 の波 及 効 果 （ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）  

 
注 １ ： 本 分 析 の各 誘 発 額 ・ 誘 発 雇 用 量 は、二 次 波 及 効 果 まで評 価 。 

注 ２ ： 生 産 誘 発 額 は、中 間 費 用 を含 む。誘 発 係 数 は、1 単 位 の新 規 投 資 需 要 が発 生 した場 合 、誘

発 される生 産 波 及 の大 きさを示 す。 

注 ３ ： 誘 発 雇 用 量 は、 各 産 業 の「 雇 用 者 数 /国 内 生 産 額 」  を一 定 と想 定 した場 合 に、生 産 誘 発

額 に伴 って推 計 される雇 用 者 数 を表 す。 

想定したCCS実施費用 
(新規投資）

(百万円/年)

生産誘発額 

(百万円/年)

[ ]は誘発係数

GDP誘発額 

(百万円/年)

[ ]は誘発係数
誘発雇用量(人)

+32,040
+82,982

[2.59]
+33,102

[1.03]
+4,373

A県 +32,040
+62,519

[1.95]
+22,705 

[0.71]
+4,010

日本全体

想定したCCS実施費用 
(新規投資）

(百万円/年)

生産誘発額 

(百万円/年)

[ ]は誘発係数

GDP誘発額 

(百万円/年)

[ ]は誘発係数
誘発雇用量(人)

+32,040
82,982
[2.59]

+33,102
[1.03]

+4,373

B県 +32,040
+59,940

[1.87]
+22,227 

[0.69]
+4,140

日本全体
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注 ４ ： CCS 実 施 による需 要 増 加 の経 済 波 及 効 果 のみを評 価 し、CCS 実 施 に伴 う電 気 代 上 昇 などの

負 の影 響 は考 慮 していない。 
 

表 1.2 .-6 ケース 3 の都 道 府 県 別 の波 及 効 果 （ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）

 

注 １ ： 本 分 析 の各 誘 発 額 ・ 誘 発 雇 用 量 は、二 次 波 及 効 果 まで評 価 。 

注 ２ ： 生 産 誘 発 額 は、中 間 費 用 を含 む。誘 発 係 数 は、1 単 位 の新 規 投 資 需 要 が発 生 した場 合 、誘

発 される生 産 波 及 の大 きさを示 す。 

注 ３ ： 誘 発 雇 用 量 は、 各 産 業 の「 雇 用 者 数 /国 内 生 産 額 」  を一 定 と想 定 した場 合 に、生 産 誘 発

額 に伴 って推 計 される雇 用 者 数 を表 す。 

注 ４ ： CCS 実 施 による需 要 増 加 の経 済 波 及 効 果 のみを評 価 し、CCS 実 施 に伴 う電 気 代 上 昇 などの

負 の影 響 は考 慮 していない。 

 

表 1.2 .-7 ケース 4 の都 道 府 県 別 の波 及 効 果 （ CO 2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）  

 

注 １ ： 本 分 析 の各 誘 発 額 ・ 誘 発 雇 用 量 は、二 次 波 及 効 果 まで評 価 。 

注 ２ ： 生 産 誘 発 額 は、中 間 費 用 を含 む。誘 発 係 数 は、1 単 位 の新 規 投 資 需 要 が発 生 した場 合 、誘

発 される生 産 波 及 の大 きさを示 す。 

注 ３ ： 誘 発 雇 用 量 は、 各 産 業 の「 雇 用 者 数 /国 内 生 産 額 」  を一 定 と想 定 した場 合 に、生 産 誘 発

額 に伴 って推 計 される雇 用 者 数 を表 す 

注 ４ ： CCS 実 施 による需 要 増 加 の経 済 波 及 効 果 のみを評 価 し、CCS 実 施 に伴 う電 気 代 上 昇 などの

負 の影 響 は考 慮 していない。 

 

③  CCS 導入に伴う製品コスト上昇による影響評価  

CCS 導入の費用を電気料金に含めた場合には、エネルギー消費のコストが増加し、

各種製品の生産コストが増加する影響が予想される。ここでは、複数のケースを想定

想定したCCS実施費用 
(新規投資）

(百万円/年)

生産誘発額 

(百万円/年)

[ ]は誘発係数

GDP誘発額 

(百万円/年)

[ ]は誘発係数
誘発雇用量(人)

+46,954
+123,605

[2.63]
+48,195

[1.03]
+6,395

C県 +24,276
+43,535

[1.79]
+14,567

[0.60]
+3,030

D県 +22,678
+45,315

[2.00]
+18,927

[0.83]
+2,630

日本全体

想定したCCS実施費用 
(新規投資）

(百万円/年)

生産誘発額 

(百万円/年)

[ ]は誘発係数

GDP誘発額 

(百万円/年)

[ ]は誘発係数
誘発雇用量(人)

+52,626
+139,077

[2.64]
+54,194

[1.03]
+7,432

C県 +24,469
+43,818

[1.79]
+14,656

[0.60]
+3,053

D県 +28,158
+55,594

[2.01]
+23,261

[0.83]
+3,427

日本全体
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し、エネルギー代上昇に伴う製品生産コスト上昇による影響について、次の 2 点につ

いて評価する。  

（ a）家計への影響：前項の産業連関表に対して価格波及モデルを用いて、各財の価格

上昇を推計し、家計の負担増分を評価する。  

 

（ b）国際競争力への影響：エネルギー多消費産業の一つである鉄鋼産業の国際競争力

の観点に基づき、日本の鉄鋼製品の輸出入への影響を、定量的に評価する（日本▲ 80%

ケース）。  

 

（ a）CCS 実施に伴う電気代増による、家計負担への影響  

前述の①で構築した産業連関表を用いて、ケース 1～ 4 の CCS 費用が産業（運輸含）・

家計の電気代に 100%上乗せされた場合に、（産業連関表に基づく）価格波及を考慮し

て（数量は固定）、日本全体の家計消費支出（民間消費支出）の増額分（家計の負担増

分）を評価した。  

産業連関表の価格波及モデルを用いて、「 CCS 費用 /電力産業の国内生産額」比率を電

力産業の価格上昇分と想定し、それが産業連関構造を通じて、各財の価格を上昇させる

波及効果を推計し、家計への影響を評価した。分析の前提として、生産量や消費量など

の各産業の需給量は変化しないと仮定し、価格上昇による支出増額のみを評価した。

2015 年の世帯数は、平成 27 年国勢調査人口等基本集計に基づく世帯数調査に基づき

5344 万世帯と想定した  

 

分析の留意点  

  本分析は、CCS を 1 ケースのみ導入した場合による分析である（ CO2 回収量 3,388

千 tCO 2 /年想定時の試算）。CCS 導入ケース、導入規模等に応じ、家計負担への

影響は変化する。  

  CCS 費用を、産業・家計の電気代の増分として 100%転嫁されることを仮定して

いる（増加率は産業・家計によらず一律を想定）。  

  ここで扱う価格は、市場の需給関係によって決定される市場理論に基づく市場

価格ではなく、産業連関表の中で中間費用である電気代の価格波及から計算さ

れた価格である。  

  需給量は一定と仮定し、価格上昇に伴う需給関係の変化（需要の減少や代替効果

など）は想定していない。  

  輸入品の価格は変化しないものと仮定している。  

  CCS 費用を上乗せした電気代の増加分は、日本全体の電気代を平均的に上昇さ

せると仮定している。  

  家計支出への影響は、 2015 年の民間最終消費の品目の構成比に基づく。  

  民間最終消費の変化は、価格変化の影響のみを考慮している。所得変化による影

響は含まれていない。  

  価格波及の中断や、便乗値上げなどによる価格波及の増加（または減少）などは

仮定していない。  
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前述のケース 1～ 4（ CO2 回収量：約 3.3 百万 tCO 2 /年）の際に、CCS 導入に伴う電気

代増加による家計への影響を示した。増加した家計消費支出が、家計の負担増分とみな

すことができる。ケース 1、 2、 3、 4 の日本全体の電気代上昇率は、それぞれ +0.18%、

+0.18%、 +0.26%、 +0.30%であり、その時の年間家計支出増分（世帯当たり）は、それ

ぞれ +387、+387、+567、+636 [円 /世帯 ]と推計された。消費量は変化しないという前提

のもとでの評価であり、これらの増分が家計の負担増額に相当する。費目別にみると、

CCS 導入に伴う電気代増加によって、光熱費への影響が最も大きく（家計支出増分の

約半分の寄与）、次に、その他消費支出、食料費、交通・通信費が大きいと推計された。  

 

表 1.2-8 CCS 実施に伴う電気代増加による家計負担への影響  

（ CO2 回 収 量 3,388 千 tCO 2/年 想 定 時 の試 算 ）  

 

注 1: CCS 費 用 が産 業 （ 運 輸 含 ） ・ 家 計 の電 気 代 に 100%上 乗 せされた場 合 を想 定 。 

注 2:価 格 が上 昇 した場 合 においても、需 給 量 は変 化 しないと想 定 。 

 

（ b）国際競争力への影響：日本の鉄鋼製品への影響評価  

CCS 等の温暖化対策技術導入の費用を電気料金に含めた場合には、エネルギー消費

のコストが増加し、各種製品の生産コストが増加し、国際競争力への悪影響が予想され

る。本節では、2050 年日本▲ 80%ケースに焦点を当て（前節までの分析ケースとは異な

る）、エネルギー多消費産業の一つである鉄鋼産業の国際競争力への影響について定量

的に評価した。ただし、本節で考慮した電気料金上昇には、CCS 以外の再エネ、原子

力、海外水素などの対策費用も含まれている点に留意されたい。  

日本国内にて製造した鉄鋼製品の 3 割から 4 割がこれまで直接輸出されてきた。一

方、鉄鋼製品の輸入量は少ない（国内生産量比で見て 5%程度）。つまり、日本鉄鋼業は

大幅な輸出超過となっている。輸出の多くは一貫製鉄所で製造された圧延鋼材（厚板、

熱延薄板、冷延鋼板、めっき鋼板など）であり、続いてステンレスシームレスパイプ、

自動車や機械用途の特殊鋼が挙げられる。  

電力料金が上昇した場合、一貫製鉄所で生産される製品の国内、海外市場における国

際競争力への影響はもとより、電力需要のすべてを系統電力に頼っている普通鋼電炉

メーカー、特殊鋼電炉メーカーへの影響は、さらに大きくなる。普通鋼電炉メーカーの

分析ケース
CO2回収量

（千tCO2/年）

想定したCCS
実施費用

（新規投資）
(10億円/年)

増額した

家計消費支出の
合計

（10億円/年）

増額した
世帯当たりの

家計消費支出の合計
（円/世帯/年）

ケース１：
PL輸送100㎞-陸上からの圧
入

3,388

+32.0 +20.8 +387

ケース2：
PL輸送100㎞-陸から海域へ
の圧入

+32.0 +20.8 +387

ケース3：
船舶輸送1,000㎞-着底式 ・海
域（浅）への圧入

+46.9 +30.5 +567

ケース4：
船舶輸送1,000㎞-浮体式・海
域（深）への圧入

+52.6 +34.2 +636
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主要生産品は棒鋼、形鋼であり、輸出量は比較的少量であり概して国内需要に見合った

生産を行っている。これまで、日本国内の建築・土木向けの鋼材の多くを日本の普通鋼

電炉メーカーが供給してきた。  

ただし電力料金上昇により日本の普通鋼電炉メーカーの価格競争力が相対的に低下

し、輸入材が増加することも考えられる。そこで、本報告書では 2000 年度から 2019 年

度における棒鋼、形鋼の輸入量、輸入単価（CIF 価格）などに基づき、代替の価格弾力

性を測定し、今後、電力料金が上昇した際の影響を評価する。  

既往の分析 6 )を参考としつつ設定した推定式を次に示す。  

 

𝑙𝑛 ൭
輸入量


[t/y]

国内生産材

の国内需要量 [t/y]

൱ = 𝑐 +価格弾力性

∙ 𝑙𝑛 ൭

輸入 CIF 価格

[yen/t]

国内生産単価

[yen/t]

൱ + 𝑔 ∙ 𝑦𝑒𝑎𝑟 

 

i は鋼材の種類であり棒鋼、形鋼を指す。g i はタイムトレンド係数、year は西暦であ

る。輸入量、輸入 CIF 価格は貿易統計 7 )に基づき算定した。国内生産材 i の国内需要量

は輸出入量 7 )、国内生産量 8 )から算定した。国内生産単価は産業用特高電力単価とスク

ラップ単価に基づき推定した。  

2000 年度～ 2019 年度の実績データに基づき推定した結果を表 1.2. -9 に示す。国内市

場に占める輸入材比率は最大で棒鋼 4%、形鋼 3%にとどまるが（ 2000 年度～ 2019 年

度）、今後、電力単価上昇に伴い電炉材製造コストが 1 ポイント上昇すると、輸入材が

1～ 3 ポイント上昇することが示唆される。タイムトレンド係数は何れも正である。こ

れは国内生産単価、輸入 CIF 価格以外の要因により、時間の経過に伴い輸入比率が上

昇傾向にあることを示している。  

 

表 1.2 .-9 日 本 の鋼 材 生 産 ・ 輸 入 の価 格 弾 力 性 の推 定 結 果 （ 2000 年 度 ～ 2019 年 度 ）  

 

注 ： **は有 意 水 準 5%で有 意 、 *は有 意 水 準 10%で有 意  

 

次に電力単価が上昇した場合の将来の見通しについて検討する。図 1.2. -9 には、日本

▲80%ケースにおける棒鋼、形鋼別の「国内市場」における国産材・輸入材への影響を

示す。日本▲80%ケースは、DNE21+モデルによる推計に基づき、 +26.4 円 /kWh の電気

代上昇と推計されるが、これは、現状の電炉における夜間シフトによる電力価格が 3 倍

超になることを意味する。この電気代上昇には CCS 以外による要因（再エネ、原子力、

海外水素など）も含まれる。  

2050 年にはベースラインにおいて特に棒鋼で輸入比率が 2010 年～ 2019 年と比較し

上昇する。 +26.4 円 /kWh の電気単価上昇により、何れの鋼材もさらに輸入比率が上昇

する結果である。これらの結果は、既往の分析 6 )と同様の手法で、 2000 年度～ 2019 年

2000年度～2019年度 価格弾力性 タイムトレンド係数(g) 補正R2

棒鋼 -2.8** 0.13** 0.48

形鋼(鋼矢板含む) -1.9* 0.09** 0.50
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度の価格弾力性に基づき、価格弾力性を一定と想定した場合の推計結果であるが、+26.4

円 /kWh は、 2000 年度～ 2019 年度を含め、過去には観測されたことのない非常に高い

電気単価上昇であるため、国際競争力に、非連続で致命的な悪影響が発生する可能性が

ある点には留意が必要である 2。  

日本鉄鋼連盟の資料 1 0 )によると、普通鋼電炉の粗鋼当たり電気使用原単位（標準的

な普通鋼電炉業の原単位）は、およそ 700kWh/t 程度であり、+26.4 円 /kWh の電気代上

昇による影響は、約 18,500 円 / t となる。また、普通鋼電炉では平均すると電気料金 1

円の上昇は経常利益の約 3 割に相当するため、例えば、3 円の上昇は経常収益が得られ

ないということになる。このように、+26.4 円 /kWh の電気代上昇は、経常利益の数倍に

相当するインパクトとなるため、厳しい国際競争の現況の中で、将来の国内の鉄鋼製品

は、国際競争力を大きく喪失するものと考えられる。  

 

  

図 1.2 .-8 日 本 の電 力 単 価 上 昇 による鉄 鋼 への影 響 評 価  

注 1： 2050 年 日 本 GHG 排 出 ▲80%[DNE21+モデルによる推 計 ],日 本 の CCS 貯 留 量 113(MtCO 2/年 ) ,2050

年 の日 本 の限 界 削 減 費 用 ： 2268($/ tCO 2 ) ,  海 外 ： 259($/tCO 2 )。  

注 2 : 本 表 は、CCS 以 外 の影 響 も含 まれた日 本 全 体 の排 出 削 減 に対 する影 響 分 析 である点 に留 意 。 

 

本節では、CCS 産業の各フェーズ（本分析では、回収、輸送、貯留（事前調査、モニ

タリングの費用を含む）の 3 プロセスに分類）の特色を反映した上で、CCS に特化し

た産業連関表を作成し、CCS の波及効果を定量的に評価した。経済波及効果の分析で

は、CCS 実施に伴って誘発される生産額や雇用者数などを評価した。CCS の実施費用

 
2  本 分 析 は普 通 国 電 炉 メーカーが製 鉄 所 内 で使 用 する電 力 単 価 の上 昇 を明 示 的 に評 価 した。ただし、

電 力 単 価 上 昇 による機 械 設 備 費 の上 昇 、黒 鉛 電 極 などの消 耗 が避 けられない部 材 ・ 資 材 の購 入 費 上 昇 、
原 材 料 や製 品 の輸 送 コスト上 昇 などは考 慮 していない点 に留 意 が必 要 である。 
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が大きいほど波及効果が大きい結果となるが、CO2 回収量が約 3,388[千 tCO 2 /年 ]の場

合、二次波及までを考慮した日本全体の GDP 誘発係数（直接費用に対して誘発された

GDP の割合）はいずれのケースにおいても約 1.03 と推計された。  

一方、CCS 実施に伴う電気代上昇などの製品コスト増加による影響力評価など負の

影響についても分析した。輸送距離 100km、陸上からの圧入による CCS（CO2 回収量： 

3,388[千 tCO 2 /年 ]）の導入を想定した場合の電気代増加による家計の負担増分として、

増加した年間家計支出増分（世帯当たり）は、 +387～ +681 [円 /世帯 ]と推計された。た

だし、 2050 年に向け、例えば、数億トン規模で CCS を導入する場合は、この数十倍以

上の負担となる可能性があることに留意が必要である。また、 2050 年日本 GHG 排出

▲80%ケースにおける、2050 年の鋼材への影響として、電気単価上昇により、何れの鋼

材もさらに輸入比率が大きく上昇する結果が示された。  

 

1.3. 別添資料まとめ  

この別添資料では、CCS の経済波及効果分析のため、CCS 導入モデルとして 4 つの

ケースを想定した。本調査事業では、海外文献や NEDO 調査事業等で公開済みのコス

トデータが比較的豊富な石炭火力発電所を排出源とする CCS モデルを想定したが、実

際には CCS は様々な排出源に適用できる CO2 排出削減技術であるため、他の産業部門

からの回収コストについても今後は調査を広げる必要がある。  

また、経済波及効果分析と製品コスト等の上昇による負の影響においては、排出源と

貯留地点が 1 対 1 の 4 つのケースのプロジェクトを導入した場合を想定し、CCS 実施

に伴って誘発される生産額や雇用者数などを評価、比較した（詳細は前節 1.2.4.参照）。  

さらに、経済波及効果だけではなく CCS 実施に伴う電気代上昇及び 2050 年日本 80%

削減の下でのエネルギー消費コスト増加による製品コスト増加による負の影響につい

ても評価を行った。  

なお、本調査事業におけるこれらの分析は、一例に過ぎないため、今後は他の排出源

および CCS 導入規模の増大等の場合における、経済波及効果分析及び負の影響評価も

必要になると考えられる。  

 

以上  
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